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Ⅰ 施策体系及び組織



社会教育課の施策体系図（「島根総合発展計画」をもとに）

基本目標 施策
Ⅲ-１

Ⅲ-１-１ 学校・家庭・地域の連携協力による教育の充実

ふるまい向上プロジェクト

ふるさと教育推進事業

放課後子どもプラン

実証！「地域力」醸成プログラム

社会教育主事派遣制度

地域教育力市町村支援事業

学校支援地域本部事業

家庭教育支援体制整備事業

子ども読書活動推進事業

Ⅲ-２ 多彩な県民活動の推進

Ⅲ-２-１ 生涯を通じた学習と社会貢献活動の推進

社会教育研修センター事業

県立図書館事業

県立図書館機能強化事業（子ども読書活動推進事業）

青少年の家事業

少年自然の家事業

社会教育関係団体活性化事業

生涯学習総合推進事業

生涯学習審議会
社会教育委員の会

島根県公民館連絡協議会

島根県社会教育委員連絡協議会

地区社会教育担当者連絡協議会

社会教育主事講習派遣事業

Ⅲ-２-３　芸術・文化の振興

青少年文化活動推進事業

青少年文化活動の向上・推進

青少年文化活動の普及・振興

地域・文化団体との連携支援

芸術鑑賞機会の提供

島根が目指すべき将来像
　『豊かな自然、文化、歴史の中で、県民誰もが誇りと自信を持てる、活力ある島根』

事務事業政策

教育の充実Ⅲ・心豊かなしま
ね

～ 地域を愛し、次
代を担う心豊かな
人材を育成すると
ともに、
県民が心豊かで生
きがいのある人生
を実感できる社会
を目指します ～

図書館事業
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しまね教育ビジョン ２ １ ～ふるさとを愛し 、未来を切り拓 く子どもを育む～

島根がめざす教育 施策体系図 施策 具体的な取組
基本目標

（ １ ） 心 身 の 健 康 を 大 切 に し ①生活習慣の改善
た教育の推進 ②体力・運動能力の向上

③心の教育の推進
基本目標１

基本理念 心 身 の 健 康 を 支 え 、 い き い
き と 主 体 的 に 生 き る た め の 意 （ ２ ） 夢 を 描 き 、 そ の 実 現 に ①学力の向上
欲が育つ教育 向 か っ て い く 教 育 の 推 ②キャリア教育の推進

進

生 き る 喜 び 、 学 ぶ 楽 し さ を ①読書活動の推進
通 し て 、 一 人 一 人 の 可 能 性 を （ ３ ） 創 造 性 や 個 性 の 基 礎 と ②文化活動の活性化
開 花 さ せ 、 社 会 の 一 員 と し て な る 感 性 を 育 む 教 育 の ③ものづくり活動の推進
自 立 し て 生 き て い く こ と が で 推進
き る 子 ど も を 学 校 、 家 庭 、 地
域が連携して育む

（ ４ ） 互 い の 人 権 を 尊 重 す る ① 人 権 を 尊 重 す る 教 育 推 進 の
教育の推進 ための基盤整備

①学校・家庭・地域の連携
基本目標２ （ ５ ） 地 域 へ の 愛 着 と 誇 り を 協力による教育力の充実

社 会 の 中 で 支 え あ い 、 と も 育む教育の推進 ② 社 会 教 育 の 振 興 に よ る 生 涯
に生きるための力が育つ教育 学習社会の実現

（ ６ ） す べ て の 子 ど も た ち の ① 不 登 校 の 子 ど も に 対 す る 取
学 び を 支 え る 取 組 の 推 組充実
進 ②特別支援教育の充実

子どもの教育を支える 子どもの教育を連携して進める

体制づ くりを進めます。 ための取組を進めます。

施策推進のための体制づくり 学校・家庭・地域社会の役割分担と三位一体の連携づくり
（ １ ） 地 域 の 豊 か な 資 源 を 活 用 し た 学 習 活 動 （ ふ る さ と 教 育 ） を推進する体制 各地域での議論を進め、地域に応じた連携づくりを進めます。その際、次の

づくり ような 役割をそれぞれが果たすことを大切と考えます。
（２）子どもを含めた県民の学校教育への参画を推進するための体制づくり 学校の役割 ・確かな学力を身に付けること
（３）安全で楽しく学習できる学校をつくるための体制づくり ・安全な環境をつくること
（４）幼児教育から中等教育段階まで一貫した教育推進のための体制づくり 家庭の役割 ・心身の健康を育むこと

・生活習慣や規範意識の基盤をつくること
地域社会の ・安全な地域づくりを進めること

役割 ・多様な体験の場を提供すること



(0855-24-9344) 社会教育主事 島　田　謙　一

県立西部社会教育研修センター 主任主事（兼） 立　原　直　樹

所長　安　野　光　城

　(0855-24-9344) 研修調査Ｓ 社会教育主事 佐田尾　志おり

総務Ｇ課長（兼） 主　　任（兼） 稲　守　ゆみ子

　　　川　村　　　太 主　　任（兼） 小豆澤　安　江

　　　廣　田　英　資 社会教育主事 三　保　貴　資

(0853-67-9061) 社会教育主事 横　田　輝　昭

県立東部社会教育研修センター 　(0853-67-9063) 主任主事（兼） 立　原　直　樹

所長（兼） 下　岡　博　司

　(0853-67-9063) 研修調査Ｇ課長（社会教育主事） 社会教育主事 難　波　　　淳

　　　寺　井　貴　夫

(0852-22-6524)

総務Ｇ課長（兼） 主　　任（兼） 稲　守　ゆみ子

　　　川　村　　　太 主　　任（兼） 小豆澤　安　江

社会教育主事 井　上　孝　弘

臨時職員 吉　岡　理　恵

青少年Ｓ（併：青少年家庭課）

企画幹（社会教育主事）

教育庁社会教育課 社会教育ＧＬ（社会教育主事）
社会教育主事 山　本　一　穂

課長　大　矢　敬　子 　　　佐々木　　　直
家庭教育SL（社会教育主事） 安　達　清　志

(0852-22-5910) (0852-22-5428･5429)

(0852-22-5427･6485) 嘱 託 員（高校文化活動） 高　木　優　子

地域教育SL（社会教育主事） 木　村　真　介

社会教育主事 三　島　伸　仁

社 会 教 育 行 政 関 係 組 織 一 覧

H22.9.3現在

生涯学習振興ＧＬ（総括） 企 画 員 藤　原　健　司

　　　齋　藤　晃　大 企 画 員 田　原　和　美

(0855-52-0716) 社会教育主事 大　石　　　学

所長（社会教育主事）佐々木　勝　二

　(0855-52-0716) 研修支援Ｓ 社会教育主事 松　川　成　治

総務Ｇ課長（兼） 企 画 員（兼） 藤　原　健　司

県立少年自然の家 　　　齋　藤　晃　大 企 画 員（兼） 田　原　和　美

社会教育主事 吉　田　茂　延

社会教育主事 奥　原　謙　治

社会教育主事 古　田　真一朗

　　　山　中　慎　嗣 社会教育主事 川　田　勝　巳

(0853-69-1316) 社会教育主事 小松原　弘　之

県立青少年の家 　(0853-69-1316) 主任主事 立　原　直　樹

　所長　下　岡　博　司

　(0853-69-1316) 研修支援Ｇ課長（社会教育主事） 社会教育主事 玉　林　尚　之

　(0855-23-6785)

総務Ｇ課長 主　  任 稲　守　ゆみ子

　　　川　村　　　太 主　  任 小豆澤　安　江

司　　書 須　山　麻　美

西部読書普及センター 司　　書 梶　谷　　　妙

所長（事務取扱） 米 井 順 子 司書専門員 渡　部　まり子

主任司書 坪　内　珠　美

主任司書 椋　田　美　香

主任司書 藤　田　儒　聖

(0852-22-5734) 司書専門員 福　井　洋　子

司書専門員 三　田　憲　昭

主任司書 大　野　　　浩

　(0852-22-5726) 資料情報Ｇ課長 副課長（司書専門員） 石　塚　弘　文

　　　矢　野　信　夫 司書専門員 福　田　佐夜子

　　　陶　山　泰　弘 主　　幹 中　川　政　明

県立図書館 (0852-22-5725)

館長　米　井　順　子 副課長（司書専門員） 山　田　富美代

総務Ｇ課長 主　　幹 山　岡　和　子

【凡例】ＧＬ：グループリーダー　　Ｇ課長：グループ課長　　ＳＬ：サブリーダー　　Ｓ：スタッフ
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派遣社会教育主事等名簿

須 藤 健 松江市派遣 0852-55-5656

和 泉 雅 史 松江市派遣 0852-55-5656

松江教育事務所 社会教育ｽﾀｯﾌﾘｰﾀﾞｰ

所長 橘 弘 章 光 森 智 哉 松江市派遣 0852-55-5656

坂 根 哲 治 (0852-32-5775)

山 根 肇 松江市派遣 0852-55-5656

勝 部 雅 之 安来市派遣 0854-23-3320

林 和 博 東出雲町派遣 0852-52-6713

原 元 宏 雲南市派遣 0854-40-1073

出雲教育事務所 社会教育ｽﾀｯﾌﾘｰﾀﾞｰ 川 上 壮 雲南市派遣 0854-40-1073

所長 佐 藤 孝 志

三 島 修 治 (0853-30-5685) 田 中 茂 樹 奥出雲町派遣 0854-52-2680

山 碕 延 男 飯南町派遣 0854-72-0301

久 佐 日佐志 浜田市派遣 0855-22-2612

浜田教育事務所 社会教育ｽﾀｯﾌﾘｰﾀﾞｰ 花 田 健 司 浜田市派遣 0855-22-2612

所長 寺 本 典 則

驛 田 省 吾 (0855-29-5709) 河 本 誠 二 浜田市派遣 0855-22-2612

山 藤 真 樹 大田市派遣 0854-82-1600

品 川 智 成 益田市派遣 0856-31-0622

益田教育事務所 社会教育ｽﾀｯﾌﾘｰﾀﾞｰ

所長 広 中 郁 美 田 中 茂 秋 津和野町派遣 0856-72-1854

大 石 克 彦 (0856-31-9676)

福 原 英 忠 吉賀町派遣 0856-77-1285

浜 板 健 一 海士町派遣 08514-2-1222

隠岐教育事務所 社会教育ｽﾀｯﾌﾘｰﾀﾞｰ 吉 山 明 利 海士町派遣 08514-2-1222

所長 中 西 和 志

森 哲 教 (08512-2-9776) 藤 住 亨 知夫村派遣 08514-8-2301

若 本 剛 隠岐の島町派遣 08512-2-2126

- 4 -



Ⅱ 施策概要



増

06
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04

05
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08

09
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15

16

17

11

12

13

14

18

ふるさと教育推進事業

放課後子どもプラン事業

実証！「地域力」醸成プログラム

地域教育力市町村支援事業

学校支援地域本部事業

家庭教育支援体制整備事業

子ども読書活動推進事業

青少年体験活動総合プラン事業

社会教育研修センター事業

社会教育関係団体活性化事業

生涯学習総合推進事業

青少年文化活動推進事業

県立図書館事業

県立図書館機能強化事業
（子ども読書活動推進事業）

青少年の家事業

少年自然の家事業

行政事務費

社会教育課　予算額合計

事 業 名
Ｈ２１年度
当初予算額

40,549

91,109

12,000

1,085

150,000

274

628

4,000

21,887

118,717

18,769

79,755

1,005

130,536

220

800

Ｈ２２年度
当初予算額

39,680

90,065

10,000

2,000

19,696

115,180

66,685

88,193

641,202

18,349

919

2,939

15,151

65,071

▲1,349

24,563

64,637

1,219

2,807

12,242

▲434

300

▲54

172

▲2,000

3.8%対前年度

17,000

665,765

▲2,909

▲19,464

▲132

▲2,191

▲3,537

47,916

8,438

一般施策経費８５％、経常経費９７％、行政事務費９５％

3,800

平成２２年度予算額一覧表

島根県教育庁社会教育課

（単位:千円）

増　減

【予算要求シーリング】

▲869

▲1,044

▲2,000

▲80

01 ふるまい向上プロジェクト事業　　【新規】 0 3,800

- 5 -
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１ 教育の充実（Ⅲ－１）

乳幼児期からの発育・発達段階に応じた人づくりの大切さを学校・家庭・地域が共有す

る中で、一人ひとりの可能性を開花させ、ふるさとに愛着と誇りをもち、社会の一員とし

て自立していくことができる子どもたちを育みます。

【施策】

（１）学校・家庭・地域の連携協力による教育の充実（Ⅲ－ 1 － 1）
家庭は、子どもに基本的な生活習慣や規範意識などを身につけさせ、心身の調和のとれ

た発達を促す上で第一義的な責任を負っていますが、少子化、核家族化、価値観の多様化、

雇用の流動化など、社会の大きな変化の中で、教育力の低下が懸念されています。

また学校は、いじめ、不登校、学力・体力の低下、生活習慣の乱れなど、様々な教育課

題に対応しており、一人一人の子どもや保護者と向き合う十分な時間を確保することが困

難となってきています。

そして地域社会は、かつては濃密な人間関係を背景として日常生活の営みの中に教育力

を宿していましたが、今やその力が低下しつつあり、地域全体で子どもを育む仕組みを意

図的に再構築していく必要に迫られています。

このような現状を打開するためには、学校・家庭・地域が、それぞれの役割と責任を十

分自覚するとともに、互いに信頼しあえる関係を築きながら、社会総がかりで教育力を充

実していく必要があります。

【主要事業】
①ふるまい向上プロジェクト（社会教育課分）

県全体として「ふるまい（礼儀、作法、挨拶、しぐさ、モラル、ルール、しつけ、道徳、

倫理観、生活行動、生活動作、思いやりの総称）」の向上を目指し、特に乳幼児期の教育

・養育・子育て支援に着目して、県教育委員会や福祉部局などが連携しながら、乳幼児と

その親への取り組みを一層強化するとともに、若い親へ手本を示す立場にある老壮も参画

する県民運動として強力に推進します。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

ふるまい向上プロ 「ふるまい向上プロジェクト」を県民運動と ３，８００

ジェクト して強力に推進するため、親学プログラムの

普及・開発や公民館活動への助成を通じた地

域における家庭教育支援の気運醸成。

【事業内容】

①親学プログラム普及・開発

・「しまね学習支援プログラム（通称：親

学プログラム）」を活用して多くの県民

に学習機会を提供

・公民館職員等への研修活動

・親学ファシリテーターの養成

・保護者への意識啓発・研修活動

・親学プログラム普及リーフレットの作成

・新たな親学プログラムの開発

②公民館ふるまい向上プロジェクト



- 7 -

・公民館において、地域の特性に合わせた

「ふるまい研修会」（躾、作法、言葉遣

い等）を実施

・1 公民館あたり 10 万円を上限として、20
～ 30 公民館へ助成金を交付

・島根県公民館連絡協議会へ委託（説明会

の開催や、助成に関する審査等の事務）

②ふるさと教育推進事業

ふるさとへの愛着と誇りを持ち、美しいものや神秘的なものに感動する心豊かでたくま

しい子どもを育むため、地域の自然・歴史・文化・産業といった教育資源を学習素材にす

るとともに、地域の大人から話を聞いて学んだり、地域へ出かけて自然体験、ボランティ

ア活動等の社会体験、生産体験、職場体験を積み重ねるなど、地域の｢ひと・もの・こと」

を活用したふるさと教育を県内すべての公立小中学校で実施します。

また、ふるさと教育を通じて、地域の大人が学校教育を支援する気運を醸成します。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

ふるさと教育推進 ふるさとに愛着と誇りを持つ心豊かな子ども ３９，６８０

事業費 を育むため、「学社連携・融合」（＝地域の大

人たちが学校教育を支援）の理念に基づく「ふ

るさと教育」を推進

【事業内容】

①市町村交付金

・県内全ての公立小中学校・全学年・全学

級で「ふるさと教育」を実施するため、

定額交付金（県１０／１０）を助成

②地域人材養成事業

・「ふるさと教育」に関わる地域の指導者、

ボランティア等を対象とする研修会を開

催
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③放課後子どもプラン

放課後や休日に、年齢の異なる子どもが群れて遊んだり、体験・交流できる場を確保す

るため、「放課後子どもプラン」の策定を市町村に働きかけながら、子どもの居場所づく

りを推進します。

また、この取組を通じて、地域全体で子どもを育む気運を醸成するとともに、保護者が

様々な地域行事や活動に参加するきっかけを提供するなど、家庭と地域社会の接点づくり

を進めます。

さらに、子どもたちの自発的なグループ活動や団体活動が芽生え、盛んになるよう、地

域の大人や保護者の協力を得ながら支援を行います。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

放課後子どもプラン 放課後や休日に、公民館や学校の余裕教室等を ９０，０６５

事業費 活用し、年齢の異なる子どもたちが群れて遊ん

だり体験・交流する場を提供

【事業内容】

①放課後子ども教室運営費補助金

・箇所数 １５７箇所

・補助率 ２／３

（国 1/3・県 1/3・市町村 1/3）
②放課後子どもプラン推進委員会の設置

③コーディネーター、指導員等の養成・資質

向上のための研修

④実証！「地域力」醸成プログラム

社会総がかりで教育力を充実していくためには、その基盤として県民が自ら地域の課題

を掘り下げ、その解決に向けた主体的な学習・実践活動に取り組んでいく「地域力」（自

治・自立の理念に基づく地域の底力）を高める必要があります。

このため、自治会、地区社協、地区体協、自主防災・防犯組織をはじめとして、地域に

根ざした住民自治活動の振興を図るとともに、その中核となる公民館の機能強化を支援し

ます。

また、公民館活動を通じて「地域力」を醸成するプロセスに光を当てながら、「地域力」

の重要性について世論喚起を進めます。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

実証！「地域力」 公民館が培ってきた「地域力」醸成のノウハ １０，０００

醸成プログラム ウを、モデル公民館を選定して実証し、「地

域力」の重要性について世論喚起

【事業内容】

・島根県公民館連絡協議会へ実証事業を委託

・モデル公民館の選定

新規８箇所・継続２０箇所程度

（子育て３～４箇所含む）
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⑤社会教育主事派遣制度

～社会教育主事の専門性を活かした「学社連携・融合」の推進～

学校・家庭・地域の連携協力関係を県内各地域で具体的に組み上げていくためには、「学

社連携・融合」（学校教育と社会教育との連携強化）の理念に基づく実践活動を普及拡大

していくことが必要です。

このため、県の社会教育主事を市町村教育委員会へ派遣する取組を推進し、社会教育主

事の専門性を活かしながら「学社連携・融合」を積極的に推進します。

事 業 名 事 業 内 容 派遣者数

社会教育主事派遣 学校・家庭・地域の連携協力関係を各市町村

制度 で具体的に組み上げていくための人的基盤づ ２１名

くりを推進 （６市７町１村）

【事業内容】

・県の社会教育主事を市町村教育委員会へ

派遣

⑥地域教育力市町村支援事業

市町村の学校・家庭・地域が一体となって子どもたちを育む環境づくりを推進すること

により、子どもたちの体験活動の場と機会の充実を図ります。

このため、派遣社会教育主事や市町村の社会教育担当者等の資質向上を図る研修会を開

催します。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

地域教育力市町村 派遣社会教育主事や市町村の社会教育担当者 １，００５

支援事業費 等の専門性を高めるための研修会を開催

【事業内容】

・新任社会教育主事等研修（年１回）

・社会教育主事等研修 （年３回）

⑦学校支援地域本部事業

学校・家庭・地域を取り巻く諸問題を解決するためには、学校・家庭・地域がそれぞれ

の役割と責任を十分自覚するとともに、互いに信頼しあえる関係を築きながら社会総がか

りで教育力を充実していく必要があります。

学校支援地域本部事業は、学校と地域との連携協力体制を構築するため、地域をあげて

学校を支援する気運を醸成するとともに、多様な形態のボランティア活動を掘り起こそう

とするものです。

また、平成２１年度から、子育てに無関心だったり孤立化している家庭などへの支援を

行うため、訪問型の相談活動を行う「家庭教育支援チーム」を設置しています。
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事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

学校支援地域本部 学校と地域の連携協力体制を構築するため、 １３０，５３６

事業費（国委託） 地域をあげて学校を支援する機運を醸成する

とともに、多様な形態のボランティア活動を

掘り起こす

【事業内容】

①各市町村に実行委員会を設置

・コーディネーター、ボランティア等の

養成講座を開催

②モデル中学校区に「学校支援地域本部」

を設置

・専任コーディネーターを配置し、多様

な学校支援ボランティア活動を調整

（支援本部数 ４８本部）

⑧家庭教育支援体制整備事業

「教育の原点は家庭教育にある」と言われ、子どもにとって家庭は、日常生活の多くの

時間を過ごすところであり、家庭の果たす教育的役割は大きなものがあります。しかしな

がら、「過保護、過干渉」的な傾向、放任主義等による家庭の教育力の低下が要因となり、

メディア漬けの日々からくる自然体験不足や生活習慣病などの低年齢化傾向、基本的生活

習慣の未定着等、様々な問題が発生しています。

こうした課題に対して、学校・家庭・地域がそれぞれの役割を十分自覚するとともに、

互いに信頼し合える関係を築きながら社会総がかりで教育力を向上していく必要がありま

す。

そこで、家庭教育の意識啓発を行うため、学校と家庭、地域社会を結ぶ要として、家庭

教育に大きな関わりを持つＰＴＡと連携し、また、その核となるＰＴＡ指導者の研修を

通して家庭教育の支援体制を進めます。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

家庭教育支援体制 地域の教育力向上や家庭・学校・地域の連携 ２２０

整備事業費 強化、教育環境の改善等を図る連絡協議会・

研修会の開催

【事業内容】

①県ＰＴＡ連合会合同連絡協議会の開催

②ＰＴＡ指導者合同研修会の開催

・県レベルの各ＰＴＡ指導者の資質及び

指導力の向上

・各ＰＴＡ連合会の連携強化と活動意欲

の高揚
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⑨子ども読書活動推進事業

第二次「子ども読書活動推進計画」（H21～H25年度）の進行管理を行うとともに、子ど

も読書フェスティバル等を通じて子ども読書の重要性を広く普及啓発しながら、すそ野の

広い読書運動を展開し、「子ども読書県しまね」の実現を目指します。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

子ども読書活動推 県内の子どもたちの読書活動をサポートし、 ８００

進事業費 その推進を図る

【事業内容】

①島根県子ども読書活動推進会議の開催

・県内における子ども読書活動の推進方

策について協議

・第二次推進計画の進行管理や子ども読

書活動における指導・助言

②子ども読書フェスティバルの開催など

・子ども読書活動の重要性を広く普及啓

発（県内３ヶ所での開催を予定）

・「しまね読書ファミリー」の募集
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２ 多彩な県民活動の推進（Ⅲ－２）
ボランティアやＮＰＯ活動など、多様な主体による幅広い分野の自主的・主体的な活動

を促進するとともに、県民一人ひとりが学習活動や、スポーツ・芸術文化活動に親しみな

がら、生き生きと心豊かに暮らせる地域づくりを目指します。

【施策】

（１）生涯を通じた学習と社会貢献活動の推進 （Ⅲ－２－ 1）
県民が、生涯にわたる学習を通じて自己実現を目指すとともに、学習の成果が社会生活

に生かされる生涯学習社会の実現を目指します。

そのためには、個人の興味・関心に基づく自発的学習を待つだけでなく、生涯学習推進

施設や社会教育施設（公民館、図書館、社会教育研修センターなど）における学習支援機

能の充実強化により、県民の学習活動を積極的に誘発するとともに、その成果を地域課題

の解決に向けた実践活動に結びつけるなど、地域社会への主体的な参画を支援していくこ

とが必要です。

【主要事業】
①社会教育研修センター事業

県民の学習ニーズに応え、地域社会への主体的な参画を支援するためには、社会教育施

設の職員や社会教育関係者の専門的力量を高めていく必要があります。

このため、社会教育研修センターにおける指導者養成機能を強化し、市町村社会教育関

係者や公民館職員、家庭教育支援関係者などを対象に、しまね学習支援プログラムの活用

など即戦力かつ専門的スキルを高めるための研修を実施します。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

社会教育研修セン 社会教育の実践者（公民館職員、ＮＰＯ関 ２，５１４

ター事業費（人材 係者等）が求める専門的知見（学びや気づ

養成事業） きを促すスキル・ノウハウ・マインドなど）

を提供する人材養成研修を行う。

【事業内容】

①基礎研修

・社会教育に関する基礎知識・技術や

本県の社会教育の現状について理解

を深める。

②専門研修

・実践活動に対応した専門的な知識や

指導技術を習得する。

③課題別研修

・社会教育･学校教育の現場で抱える課

題の解決に向けた具体的方策を学ぶ。

④公民館長･社会教育委員研修

・社会教育指導者として中心的役割を

担う公民館長・社会教育委員に対す

る研修を実施する。

⑤メディア研修

・地域実践活動を推進する上で必要な
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広報･啓発に関する研修を実施する。

⑥社会教育主事資格取得講習

・文部科学省からの委託を受け、社会

教育主事資格の付与を目的とした講

習を行う。

⑦しまね学習支援プログラムの普及、検

証･開発

・しまね学習支援プログラムを活用で

きるファシリテーターを養成する。

・プログラムの検証・開発を行う。

⑧情報提供

・情報誌「しまねの社会教育だより」

を発行する。

・学習相談に応じ、学習情報の提供を

行う。

・教材の貸出･閲覧を行う。

・放送大学学生、視聴体験希望者に放

送大学の授業テープの室内視聴や貸

出を行う。（西部）

社会教育研修セン 東部社会教育研修センター及び西部社会教 １１，０５８

ター事業費（維持 育研修センターの維持管理に関する経費

管理費）

社会教育研修セン 東部社会教育研修センターの、青少年の家 ６，１２４

ター事業費（移転 への移転等にかかる所要経費

経費）

小 計 １９，６９６

②図書館事業

県民の高度化・多様化する学習ニーズに応え、県・市町村を通じた総合的な図書館サー

ビスを充実するため、市町村立図書館、学校図書館に対する支援を強化します。また、子

ども読書活動の推進や関係機関のネットワーク化、郷土資料をはじめとする図書資料整備

とレファレンスの強化を図ります。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

県立図書館事業費 ○図書館活動推進事業 １１５，１８０

県民の学習要求に応えるため、資料提供

やレファレンス等を通じて、いつでもどこ

でもだれでも学ぶことのできる環境を整備

する。

【事業内容】

①図書館協議会

・委員 10 名、年 2 回程度開催
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②図書の購入・選定・管理

③図書館情報システムの運用

④館内閲覧・貸出

⑤調査相談（レファレンス）

⑥相互貸借

・県内外の図書館間の資料相互貸借

⑦高齢者・障害者郵送等貸出サービス

・高齢者や障害者が在宅で県立図書館

の図書を借りられるサービスを実施

⑧団体等貸出

・学校、公民館等への図書の一括貸出

・石見部では、西部読書普及センター

（浜田市長沢町）を拠点に実施

⑨研修事業

・市町村立図書館の司書職員等を対象

に、専門性を高めるための研修や巡

回訪問を利用した出前研修を実施

⑩文化講座開催

・「出雲国風土記を読む会」「古文書を

読む会」「しまね文学散歩」等の文化

講座を定期的に開催

⑪広報啓発事業

・館報、図書館要覧の発行

○市町村支援事業

県民にとって利便性の高い市町村立図書

館や読書施設に対する支援を通じて、県内

全域にわたる図書館サービスの充実を図る。

【事業内容】

①配本・特別貸出

・図書館未設置町村及び蔵書の不足し

ている市町村立図書館に対し、長期

一括貸出を実施

②協力巡回

・市町村立図書館等を巡回訪問し、運

営面の諸課題について助言指導

○子ども読書支援事業

児童図書や子ども読書に関する研究資料

等の収集・提供を行うとともに、関係団体

との連携を密にしながら、児童向けサービ

スの充実、親子読書の推進、ボランティア

活動等の促進を図る。

【事業内容】

①幼児・児童読書普及

・子ども室の運営

・読書普及指導員の派遣

②子ども読書推進講座開催
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・「こどものつどい」や「子どもお楽し

み会」等の開催

③学校への支援

・学校図書館への直接団体貸出等

・市町村立図書館職員向け研修への学

校司書の受入れ

○郷土資料整備収集事業

郷土資料の収集・保存・提供を行う。

【事業内容】

①郷土資料収集・保存対策

・島根県に関する古文書、古絵図等の

郷土資料を調査、収集し、保存性や

利便性を高めるためのマイクロフィ

ルム化、デジタル画像化を計画的に

実施

②郷土文献情報検索システム事業

・郷土の記事・論文データ作成を進め、

インターネットも活用して広く情報

提供

③郷土資料モニターと連携した資料収集

県立図書館機能強 県内すべての公立小中学校における学校図 ６６，６８５

化事業費（子ども 書館活用教育を実現するため、県立図書館

読書活動推進事業） の使命である学校図書館支援機能及び人材

養成機能を強化する。

【事業内容】

①「学校図書館活用教育図書」整備事業

・基本パッケージ（約 2,000 冊）を県

立図書館（本館、西部読書普及セン

ター）に配備すると共に、市町村立

図書館に寄託して、近辺の小中学校

で共同利用。

②学校司書等の人材養成研修

・学校図書館に配置される司書、ボラ

ンティア等の専門性を高めるための

専門研修

・子ども読書活動を幅広い県民運動と

して展開するための読書ボランティ

アを発掘・養成する基礎研修

③司書配置の強化

・人材養成研修実施に伴う直営司書の業

務増を補うため、嘱託職員を 3 名配置

・勤務シフトの工夫によって、開館日や

開館時間の増など直接サービスを改善

小 計 １８１，８６５
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③青少年の家事業

小中学生を中心とした青少年の心身の健全な育成を図るとともに、県民の教養及び文化

の向上に資するため、学習及び交流の機会としての「自然体験」や「共同生活」、「宿泊

研修」などの場を提供します。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

青少年の家事業費 ○運営委員会 ８８，１９３

・運営委員 15 名、年 2 回開催

○研修支援事業

・施設の機能を活かした体験活動プログ

ラムの提供。

・研修目的に応じたプログラムの提供。

・団体の自主性を尊重したプログラムの

作成を支援。

【事業内容】

・様々な体験プログラムによる研修指導、

艇指導、宿泊指導を実施する。

○主催事業

【事業内容】

①サン・レイク フェスティバル

・施設・設備を開放し、施設利用者の

研修成果を発表する場や体験活動の

場を提供する。

②にこにこファミリー

・親子の共同・交流体験等を通じて家

族の交流活動を奨励し、家庭の教育

力向上に資する。（年 3 回開催）

・「こどもの日」に合わせて、家族で楽

しむ機会（ﾐﾆ･ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ）を提供する。

（5 月 2 日開催）

③青少年活動支援者養成講座

・青少年活動をはじめとする地域活動

やボランティア活動に必要な理論や

技術を体験的に学べる機会を提供し、

活動する上で必要なスキルの向上を

図り、併せて社会貢献への意欲を高

める。

④チャレンジ サン・レイク

・小学生の体験を広げ「生きる力」の

育成の一助とするため、個人で参加

できる長期宿泊体験の機会を提供す

る。（夏楽校 3 回、冬楽校 1 回開催）

⑤サン・レイク楽校

・悩みを抱えている児童・生徒に、自

然体験や生活体験の機会を提供し、

元気や自信をつける一助とする。（年
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間 7 回程度開催）

新⑥集まれ元気ッズ

・個人で参加できる宿泊体験の機会の

中で、共同生活や体験活動を通じて、

自主性や協調性を育む。（年 2 回程度

開催）

⑦ＢＡＴＡＤＥＮＰＲＯ

・「一畑電車」に関わるプログラムを実

施することで、環境保全への意識と、

ふるさと島根への愛着を深める。

⑧プログラム開発

・自然体験や生活体験のできる恵まれ

た学習環境を有効活用し、環境教育

や家庭教育支援事業等の現実的課題

について、学校等に提供できるプロ

グラムを開発する。

○青少年の家指定管理事業

青少年の家の施設設備の維持管理業務

を指定管理者が代行する。

④少年自然の家事業

小学生を中心とした子どもたちに、江津市の浅利富士の林間の自然を活用した多面的な

体験活動プログラムや交流の機会、宿泊研修の場を提供することにより、心身の健全な育

成を図ります。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

少年自然の家事業 ○運営委員会 ６４，６３７

費 ・運営委員 14 名、年 2 回開催

○受け入れ事業

・冒険の森(フィールドアスレチック)活

動、創作活動等の自主的な研修の支援

体制を充実するとともに、参加者が様

々な体験ができるよう施設やプログラ

ムを提供。

【事業内容】

・施設利用者に様々な体験プログラムを

提供したり、研修指導や宿泊指導を実

施する。

○主催事業

・青少年の健全育成と県民の教養及び文

化の向上に資するため、親子交流体験

活動や自然体験活動などの機会を提供。

【事業内容】

①利用者団体指導者研修会
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・集団宿泊生活の教育的意義と集団生

活の効果的で安全な実施方法につい

て研修会を開催する。（前後期の 2 回

開催）

②オープンデー

・施設を県民に開放して、野外活動や

創作活動を家族で体験し交流を深め

る。（春・秋の 2 回開催）

③チャレンジ・ザ・サマー

・家族が大自然の中で行動を共にし、

共通の体験を通してより良い関係を

築くとともに、絆や交流を深める。（年

2 回開催）

④ジュニア・サマー・キャンプ、子ども

探検隊 in 自然の家

・小学校の中・高学年児童が、自然と

の関わりを通して様々な体験活動や

宿泊生活を行い、人間関係能力を育

むとともに自然への興味・関心を高

め、集団生活における規律を学ぶ。

また、大学生ボランティアと参加者

との交流を図る

（ジュニア・サマー・キャンプ 年 2 回開催）

（子ども探検隊 in 自然の家 年 1 回開催）

⑤わくわく森もりランド in 江津

・年長幼児とその保護者を対象に、自

然体験や創作活動を通して親子の絆

を深める。

⑥森と海のつどい

・アクアスでの宿泊体験を通して、魚

の生態を観察したり、自然の家での

体験活動を通し、家族相互の交流を

図る。（年 2 回開催）

⑦自然体験活動指導者スキルアップセミ

ナー

・子どもたちと関わる教員・指導者を

対象に、体験を通して野外で活動す

る際に必要な知識・技術を学ぶ機会

を提供する。

○広報・啓発事業

・施設利用や主催事業参加の促進を図る

ため、広報・啓発活動を実施。

【事業内容】

・所報、利用の手引き、活動資料、リー

フレット、入所関係資料等を作成する。
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⑤社会教育関係団体活性化事業

社会教育関係団体が実施する人材養成研修等への支援を通じて、社会教育関係団体の活

性化を図ります。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

社会教育関係団体 ①県連合婦人会研修事業助成金 １，２１９

活性化事業費 ②第 15 回日本ジャンボリー派遣事業助

成金

③優良少年団体表彰

⑥生涯学習総合推進事業

社会教育に関する専門的知見や実践経験を有する有識者の意見を社会教育行政に反映さ

せるため、社会教育委員の会を開催します。

また、社会教育主事資格取得者を計画的に養成し、社会教育を振興する人的基盤を整備

します。

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

生涯学習総合推進 ○生涯学習推進体制の整備 ８７５

事業費 【事業内容】

①島根県社会教育委員の会

・社会教育法に基づき、社会教育委

員を委嘱し、本県の社会教育行政

に関し、教育委員会への意見具申

を行う。

②その他

・各種負担金など

○社会教育主事講習派遣事業 １，９３２

【事業内容】

・公立小中学校教員等に社会教育主事

資格を取得させるため、必要な講習

へ派遣する。

小 計 ２，８０７
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【施策】

（２）芸術・文化の振興（Ⅲ－２－３）

芸術・文化は、子どもたちの創造力や表現力を高めるとともに、心のつながりや相互に

理解し、尊重し合う気持ち、多様性を受け入れることができる「豊かな心」を育むもので

あり、子どもが健やかに成長していく人格形成期において極めて大切です。また同時に、

２１世紀を切り拓く、心豊かでたくましい人材を育成するために、郷土やわが国の文化・

伝統を尊重し、他の国や地域の文化・伝統に敬意を払う意識を涵養することも重要です。

このため、青少年の文化活動を地域が支援するという理念に基づき、地域との連携を重

視した事業展開を図りながら、心豊かな人材育成と芸術・文化の振興を図ります。

【主要事業】
①青少年文化活動推進事業

本物の芸術・文化に親しむ機会を確保することにより、青少年の豊かな情操を培うとと

もに、次代の文化活動の担い手を育成するため、学校、地域・文化団体と連携し、活動成

果の発表機会の提供や、社会人指導者の活用による技術力・表現力の向上を図ります。

【青少年文化活動の向上・推進】

□島根県児童生徒学芸顕彰

評価の定まった全国大会において入賞した児童・生徒を教育長が顕彰する。

□全国大会出場高校知事激励

合唱・吹奏楽・演劇・郷土芸能・日本音楽における最高峰の全国大会に出場する高校

に、知事激励金を授与する。

【青少年文化活動の普及・振興】

□島根県高等学校文化祭の共催

島根県高等学校文化連盟に負担金を交付し、各分野別の基幹事業を共催する。

□全国高等学校総合文化祭への参加促進

県高文連を通じて大会に参加する生徒の旅費を補助する（補助率１／３）。

□高校文化活動に関する窓口機能強化

高校文化活動に関する連絡調整窓口である県高文連の事務局体制の充実を支援する。

□中学生の文化祭「アートフェスティバル」の開催

県内の中学生による文化活動（舞台表現と作品展示）の発表会を開催する。

【地域・文化団体との連携支援】

□高校文化部活動外部指導者派遣

学校教員に適切な指導者を得がたい文化部活動に対して、社会人指導者を派遣する。

□中学校文化部活動外部指導者派遣

学校教員に適切な指導者を得がたい文化部活動に対して、社会人指導者を派遣する。

【芸術鑑賞機会の提供】

［文化庁事業］

□子どものための優れた舞台芸術体験事業【巡回公演事業】

優れた舞台芸術の鑑賞及び公演団体による実演指導とワークショップ（国直接執行）

□「言葉」について考える体験事業

言葉による表現等について各界の第一人者による講習（国直接執行）

□「言葉」に関する参加体験型講習の指導者養成事業

言葉による表現等に関する指導方法について各界の第一人者による講習（国直接執行）

［その他事業］

□島根県児童演劇巡回公演
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（社）日本児童演劇協会と連携し、良質で安価な児童劇を提供（県予算措置なし）

□島根県青少年劇場小公演

（財）日本青少年文化センターと連携し、良質で安価な公演を提供（県予算措置なし）

□島根県青少年音楽鑑賞事業

島根県在住の音楽家を登録し、学校における公演を仲介する（ゼロ予算事業）

事 業 名 事 業 内 容 予算額（千円）

青少年文化活動 ・文化活動の参加意欲を喚起するため、知事によ ３６０

の向上・推進 る激励金授与、教育長による顕彰を実施する。

青少年文化活動 ・高校文化活動の窓口である島根県高等学校文化 ９，８６６

の普及・振興 連盟の活動を支援することにより、青少年文化

活動の振興を図る。

・高校文化活動に連接する中学校文化活動の育成

を図る。

地域・文化団体 ・学校文化部活動に社会人指導者を派遣すること ２，０１６

との連携支援 により、活動水準の維持・向上を図る。

芸術鑑賞機会の ・文化庁事業（国直接執行） －

提供 ・児童演劇、音楽公演を市町村に仲介する。（県

費予算措置なし）

小 計 １２，２４２



社会教育行政の展開
島根県教育庁社会教育課

１．社会教育法改正で明確になった「社会教育行政の任務」の遂行

【従来の任務】

□「個人の要望」に応じた学習への支援

□「社会の要請」に基づく学習への支援

【新たに加わる任務】

□ 学習成果の活用による社会全体の教育力の向上

□ 学校・家庭・地域の連携協力関係の構築

□ 学校への支援（「学社連携・融合」を含む）

□ 家庭教育への支援

２．身近な地域（概ね小学校区程度のエリア）における住民自治活動（協働）を

促進する取り組み

□ 住民自治活動（協働）を促進する具体的な取り組み

・ふるまい向上プロジェクト ・ふるさと教育推進事業 ・放課後子どもプラン

・実証！「地域力」醸成プログラム ・学校支援地域本部事業 など

□ 住民自治活動（協働）をコーディネートする人材の発掘・養成

・公民館職員

・学校支援地域本部の地域コーディネーター

・放課後子どもプランのコーディネーター、指導員等 など

３．社会教育法の制度設計（公民館、社会教育主事、社会教育委員）を生かす

取り組み

①公民館……………公民館の存在意義の明確化、予算・人員の確保

公民館職員の力量や志気の向上に向けた研修の充実 など

②社会教育主事……市町村教育委員会が自ら任用する社会教育主事の充実

派遣社会教育主事の一層の活用

社会教育主事の研修機会の充実 など

③社会教育委員……社会教育委員の役割の明確化、研修の充実

社会教育委員連絡協議会の活動の活性化 など
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中央教育審議会答申（H20.2.19）・島根県が注目した論点

島根県教育庁社会教育課

■「生涯学習社会」「生涯学習振興行政」「社会教育行政」の概念の整理

◇ 生涯学習社会：学歴社会の弊害を是正→「生涯学習の理念」が実現される社会へ

①国民一人一人がその生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習

することができ、また、その成果を適切に生かすことのできる社会

②学習成果の社会還元によって、地域社会の基盤強化につながる社会全体の教育力の

向上に貢献する社会 ＝「知の循環型社会」

③「個人の要望」（＝個人の興味・関心に基づく学習）と「社会の要請」（＝自立した

個人の育成、自立した地域社会の形成に資する学習）のバランスのとれた社会

◇ 生涯学習振興行政：教育行政だけでなく首長部局の施策も含めた総合調整機能

①個人の自発的学習のみならず、社会教育・学校教育で行われる多様な学習活動や、

首長部局において実施される学習活動をも包含し、「生涯学習の理念」を実現するた

めの施策の全体を総合的に調和・統合させるための行政

◇ 社会教育行政：生涯学習振興行政の中核を担うべき役割

■ 社会教育行政の本来的な任務

①国民一人ひとりの生涯を通じた学習への支援※
※「個人の要望」と「社会の要請」との調和に留意した学習支援

■ 社会教育行政の新たな任務

①学習成果の活用について社会教育行政の任務として明確に位置づけるべき。

②学校・家庭・地域の連携について社会教育行政の任務として明確に位置づけるべき。

③学校への支援（学社連携・融合を含む）について社会教育行政が積極的に担う役割

があることを明確にすべき。

④家庭教育への支援について社会教育行政の重要な任務としてより明確にすべき。

■ 社会教育施設の在り方

住民の地域社会への貢献や自立した地域づくりへの意識を高め、地域社会における

課題解決の機能を総合的に確保することが重要

①公民館……「地域における公共を形成するための拠点」となることが求められる。

②図書館……「地域の知の拠点」として質量両面の充実が図られるべき。

③博物館、青少年教育施設等の役割についても重要性が高まっている。

■ その他の論点

①社会教育行政を支える専門的職員（社会教育主事、司書、学芸員等）の在り方

②地域人材、NPO 等との連携の在り方

③教育委員会と首長との関係……社会教育行政の新たな任務②③に鑑み、教育委員会

が所管することが適当。 など
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社会教育行政の任務 イメージ図

【公民館】 【地域住民】

地 域

学
社
連

家
庭
教

支
援

●実証！「地域力」醸成プログラム

（県10/10）
・モデル公民館を選定

●ふるさと教育推進事業（県10/10）
・地域の「ひと・もの・こと」を活用したふるさと教育

・地域人材養成研修

●学校支援地域本部事業（国10/10）
・「学校支援地域本部」を設置

・専任コーディネーターの調整により、多様な

学校支援ボランティアを派遣

●放課後子どもプラン事業

（国・県・市町村 各1/3）
・放課後子どもプランの策定

・放課後子どもプランコーディネータの配置

・放課後子ども教室の運営

■社会教育行政の役割

・子どもたちを支える地域

の指導者の育成

・社会教育関係者、ＰＴＡ、

ＮＰＯ等のネットワーク

づくり

・公民館職員等社会教育

関係者のスキルアップ

■社会教育行政の役割

・地域の大人たちが学校を支援する気運醸成

・地域人材の発掘及びその供給システムの構築

・地域人材を対象とした研修実施

■社会教育行政の役割

・地域全体で子どもを育む実践活動を推進し、

家庭教育を地域が支援する気運を醸成

・地域人材を対象とした研修実施
■社会教育行政の役割

・自立した地域づくり、人づくりへの支援

●ふるまい向上プロジェクト

（県10/10）
・親学プログラム普及・開発

・公民館「ふるまい向上プロジェクト」
地 域

家 庭学 校 ＰＴＡ活動

学
社
連
携

・
融
合

家
庭
教
育

支
援

●実証！「地域力」醸成プログラム

（県10/10）
・モデル公民館を選定

●ふるさと教育推進事業（県10/10）
・地域の「ひと・もの・こと」を活用したふるさと教育

・地域人材養成研修

●学校支援地域本部事業（国10/10）
・「学校支援地域本部」を設置

・専任コーディネーターの調整により、多様な

学校支援ボランティアを派遣

●放課後子どもプラン事業

（国・県・市町村 各1/3）
・放課後子どもプランの策定

・放課後子どもプランコーディネータの配置

・放課後子ども教室の運営

●家庭教育の支援体制整備事業

（県１0/10）
・ＰＴＡ指導者を対象とする合同研修会の開催

■社会教育行政の役割

・子どもたちを支える地域

の指導者の育成

・社会教育関係者、ＰＴＡ、

ＮＰＯ等のネットワーク

づくり

・公民館職員等社会教育

関係者のスキルアップ

■社会教育行政の役割

・地域の教育資源「ひと・もの・こと」

を生かした教育活動のコーディネート

■社会教育行政の役割

・地域の大人たちが学校を支援する気運醸成

・地域人材の発掘及びその供給システムの構築

・地域人材を対象とした研修実施

■社会教育行政の役割

・学校と家庭、地域社会を結ぶ要としてのＰＴＡの

意識の醸成

■社会教育行政の役割

・地域全体で子どもを育む実践活動を推進し、

家庭教育を地域が支援する気運を醸成

・地域人材を対象とした研修実施
■社会教育行政の役割

・自立した地域づくり、人づくりへの支援

【市町村の社会教育行政の任務】
あ

■ 「個人の要望」・「社会の要請」に基づく学習への支援

■ 学習成果の活用による社会全体の教育力の向上

■ 学校・家庭・地域の連携協力関係の構築

■ 学校への支援（学社連携・融合を含む）

■ 家庭教育への支援
『社会教育関係三法の改正』

社会教育主事派遣
① 社会教育の実践者への

助言・指導

② 学校への助言

③ 家庭教育支援の実践者への助言

専門性に立脚した支援

●ふるまい向上プロジェクト

（県10/10）
・親学プログラム普及・開発

・公民館「ふるまい向上プロジェクト」

- 24 -



　

　

青少年や成人を対象に、教育目標
を定め、その実現に向けて組織的
に行われる教育活動を支援 する行
政運営 （学校の教育課程として行われる教育活動を除く）

【具体的には】
　○「社会の要請」に基づく学習支援
　○学習成果の社会への還元
　○学校・家庭・地域の連携への取り組み
　○学校への支援（学社連携・融合）
　○家庭教育への支援　など

社会教育行政

「社会全体の教育力」の向上

多様な学習機会を提供する幅広い
提供主体を対象に、総合調整機能
を果たす行政運営

【多様な学習機会と提供者の例】
 大学　　　　　 → 公開講座、放送大学
 社会福祉協議会 →「くにびき学園」
 市町村　　　　 → 各種の市民講座など
 ＮＰＯ法人　　 → 出雲学研究所など
 民間　　　　　 → 英会話、資格取得、ｶﾙﾁｬｰ
　　　　　　　　　 ｾﾝﾀｰ、生け花等の習い事
　　　　　　　　　 など
 生涯学習推進センター
　　　　　　　  →「しまね県民大学」(H20終了)

生涯学習振興行政

「個人の要望」に比重を置いた学習支援

社会教育研修センターとしての機能純化と社会教育課への課名変更について

県の役割として

（軸足を移す）

◎ＮＰＯ活動や民業とし
ての学習機会の多様化

◎厳しい財政状況のもと
限られた行政資源

◎地域の教育力の向上
など社会教育行政への
高まる期待

◎中教審答申や法改正
による「社会教育行政の
任務」の明確化

　①平成21年4月　生涯学習推進センターの機能を純化（しまね県民大学の終了など）
　②平成22年4月　同センターを「社会教育研修センター」に改称し、青少年の家へ移転・併設

　③平成22年4月　「生涯学習課」から「社会教育課」へ課名を変更
あ

この方向性に沿って、 県のスタンスを明確にする ために、次のことを実施する。

社会教育の実践者（公民館職員、ＮＰＯ関係者等）が求める専門的知見（学習支援プログラムや
ファシリテーション技術等）を提供する指導者養成機関へ

「個人の要望」と
「社会の要請」との調和



ふるまい向上プロジェクトに関わる取組

１ 「ふるまい向上プロジェクト」社会教育課の取組（計3,800千円）

◎親学プログラム普及・開発

「しまね学習支援プログラム」（通称：親学プログラム）を活用して多くの県民に学習機会を

提供するため、「親学ファシリテーター」の養成を行う。

◎公民館ふるまい向上プロジェクト

地域の教育力を生かし、公民館を中心とした親学ファシリテーターによる地域研修会の開催や、

地域の特性に合わせた「ふるまい研修会」（作法・しつけ・言葉づかい等）の開催を促進する。

２ 親学プログラム普及・開発（1,800千円）

○ 事業内容

①公民館職員、保育所・幼稚園・小学校教員等への研修支援

社会教育研修センター職員（社会教育主事）、親学ファシリテーター（ファシリテーター養成

講座修了者）を派遣し、親学プログラムの普及活動や親学ファシリテーターの人材発掘を行う。

②親学ファシリテーターの養成

親学ファシリテーター養成研修（１泊２日）を開催し、1 年間に 60 名の親学ファシリテーター

を養成する。（目標養成人数：4 年間で 240 名／小学校区に 1 名）

③保護者への意識啓発・研修活動

養成した親学ファシリテーターが中心となって、親学プログラムを活用した研修活動を行う。

④親学プログラム普及リーフレットの作成

乳幼児の保護者向けの親学普及リーフレットを作成する。（1 ～ 3 歳時検診等で配布）

⑤親学プログラムの開発

親学プログラム「児童・生徒編」（平成 22 年度）、「家庭教育支援編」（平成 23 年度）の開発を

行う。

３ 公民館ふるまい向上プロジェクト（2,000千円）

○ 事業内容

「ふるまい向上」に関わる公民館関係者向け研修の開催や公民館単位に実施する活動を助成する。

・説明会 島根県公民館連絡協議会（主催）で地域の実態に合わせて実施予定

・助成 例・・・＠５万程度×２０～３０公民館程度 （１公民館１０万円が上限）

○ 実施主体

島根県公民館連絡協議会・・・委託（説明会及び助成に関わる審査、事務）

４ その他

①ＰＴＡ組織への意識啓発

保健体育課の助成事業（ふるまい向上に関わるＰＴＡ活動助成事業：８箇所×１０万円）との連

携・協力及び島根県ＰＴＡ合同連絡協議会への働きかけや研修会の開催により、単ＰＴＡへのふ

るまい向上に対する意識高揚を図る。

②社会教育施設における意識啓発

県立図書館、県立青少年の家、県立少年自然の家での主催事業等において、社会教育研修センタ

ーと協力しながら、親学プログラムを組み入れた親子体験参加型イベント等を企画・実施するな

どの親のふるまい向上に対する意識高揚を図る。
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民間（社
会福祉協
議会、子
育てサロ
ン・子育
てサーク
ル・NPO
等） 

 

ふるまい向上プロジェクト 
～就学前の子どもの教育・養育・子育て支援（※）に対する

関係部局の連携した取組～  ※家庭教育支援を含む。 

小 学 校 

②保育所 

 

 

 

 0歳 

1歳 

2歳 

3歳 

 

4歳 

5歳 

6歳～ 

③在宅子育て 

 

①幼稚園 

  

100% 50% 0% 25% 75% 

①幼稚園＝教育委員会（私立は総務部） 
②保育所＝健康福祉部中心 
③在宅子育て＝健康福祉部中心 

養育環境割合 
子
ど
も

の
年
齢 

＜問題意識＞ 
いじめ、不登校、学力低下など様々な教育問題の解決に真正面から取組み、子どもを全人格的にはぐくむためには、小
学校からではなく、乳幼児期から一貫した教育・養育・子育て支援等の的を射た対策を講じる必要がある。 

子どもの養育環境及び担当部局の現状（島根県） 

１歳６ヶ月健診 

４ヶ月乳幼児健診 

３歳児健診 

就学時健診 

母子手帳 

母子保健 
（小児科医・
保健師・助
産師） 

乳児子育て家庭
全戸訪問事業 

社会教育
（公民館・
社会教育
主事等） 

社会福祉
（子育て
支援セン
ター・ファ
ミリーサ
ポートセ
ンター・ 
民生委
員・児童
委員・主
任児童委
員） 

全子育て家庭向け支援策の現状 

 

0歳 

1歳 

2歳 

3歳 

4歳 

5歳 

6歳～ 

子
ど
も

の
年
齢 

①社会教育、社会福祉、母子保健等の行政
と民間の行う支援策が存在 

②真に支援が必要な家庭ほど支援策を利用
しない傾向 

児
童
相
談
所 



義務教育課 

生涯学習課 
（親学、親子参加型
体験学習、地域の
教育力） 

ふるまい向上プロジェクト推進会議（仮称） 
（関係課のGLクラスで構成。辞令交付有り？） 

ふるまい向上コーディネーター（仮称） 
・推進会議、協議会の事務局（とりまとめ） 
・教育・養育・子育て支援の情報センター 
・幼稚園・保育所の教育充実、幼保を通し
た養育・子育て支援、幼小連携、小1プロ

ブレム対策を直接担当 

保健体育課 
（乳幼児の生

活習慣、食育） 

青少年家庭課 
（保育、青少年健全育
成、児童相談、児童養
護、少子化対策） 

健康推進課 
（母子保健） 

ふるまい向上プロジェクトを実施するための組織の再構築 

＜組織再構築の基本的な考え方＞ 
乳幼児期の教育・養育・子育て支援に教育委員会が積極的に乗り出し、健康福祉部と一層の連携をとる。 

 

ふるまい向上プロジェクト推進協議会（仮称） 
（関係部局、PTA、公民館、幼稚園、保育所、県警など含め春に開催。11月の教育フォーラムで状況報告） 

PTA 

公民館 

子育て支援関係者 幼稚園 

保育所 県警 
 

構成員として参画 

連携 

連携 

連携 

連携 

連携 
総務部総務課 
（私立幼稚園） 

特別支援教育室 
（発達障害等） 

障害者福祉課 
（発達障害等） 

地域福祉課 
（児童委員等） 

日頃から教育・福祉
関係各課同士で直接
連携しつつ、情報は
コーディネーターに必
ず集まるようにする。 



ふるさと教育推進事業

１．経緯
・第一期の３年間（H17～H19）の「ふるさと教育」通じて、学校、市町村教委、地

域住民など幅広い関係者が「学社連携・融合」（＝学校教育と社会教育とが連携し

た教育活動）の意義や効果について理解 → 事業継続を強く要望。

２．第二期（H20～H22）の方向性
①「ふるさと教育」の方法論の熟度を高める

・教育課程としての「ふるさと教育」の効果・有用性を一層高めていくため、「学社

連携・融合」の在り方を含め、具体的な方法論の熟度を上げていくことが必要。

・地域の創意工夫を生かすという原点を大切にしながら、方法論に関する事例収集、

分析を進め、その成果を教育現場へ還元する仕組みを構築することが必要。

・地域の人材を発掘・養成するための研修については、県と市町村との役割分担を

明確にした上で、充実強化することが必要。

1)県は、方法論に関する調査研究の成果を還元する観点から、専門的研修を担当。

2)市町村は、ふるさと教育の意義についての周知徹底や地域人材の掘り起こしに

つながる講座など、基礎的研修を担当。

② 地域人材の発掘・供給の円滑化と定着を図る

・これまでの第一期（H17～H19）の成果として、地域の大人たちが学校教育を支援

する取り組みの重要性について幅広い関係者の理解が得られたところだが、「学社

連携・融合」の取り組みを今後も末永く継続していくためには、地域人材の発掘

供給の流れを円滑化し、その定着を図ることが必要。

・このため、第二期（H20～H22）においては、地域の人材バンク機能を担う公民館

活動との連動性を高める方向性を明確に打ち出すこととする。

・すなわち、「学社連携・融合」の意義や効果を手探りで模索した第一期から、県の

交付金に頼らなくとも地域人材が学校教育を末永く支援する第三期（H23～）へと、

タスキをつなぐ重要な移行期として第二期を位置づける。

３．市町村交付金の算定方法
【第一期（H17～H19）の算定方法】

(1)各市町村教育委員会×＠300千円… ネットワーク会議、地域人材養成研修、広報

(2)各小学校区×＠100千円…………… 学校・地域活動費（各種物件費）

(3)各小学校・中学校×＠75千円…… 特別非常勤講師報酬、学校支援ボランティア謝金

【第二期（H20～H22）の算定方法】

(1)各市町村教育委員会×＠200千円

①地域人材養成研修＠100千円…… 県との役割分担を前提にした基礎的研修の開催

②公民館連携事業＠100千円……… 地域人材の発掘を図る講座、人材バンクの整備等

公民館活動との連動性を高める事業

(2)各小学校・中学校×＠100千円

①特別非常勤講師報酬

②学校支援ボランティア謝金

③学校・地域活動費（各種物件費）
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ふるさと教育推進事業 
 

 
 
   

子どもの現状 
  ・自然体験や社会体験、生活体験の不足。 
  ・善悪の判断、規範意識の低下、思いやりの心の欠如。 
  ・家庭や地域の教育力の低下。 

学校･家庭･地域の連携協力による｢ふるさと教育｣推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■市町村教育委員会へ「ふるさと
教育の基本方針」等を提示 

■各小中学校への指導            
全体計画、年間指導計画の立案 

■「ふるさと教育」の実践に対し､
県から市町村へ交付金を助成 

■県の機関・施設のもつ人材、情
報、学習機会を提供 

■学校と地域をむすぶ人材の育成 
 
【新たな視点】 
■「学社連携・融合」の具体的な

方法論の熟度を上げる。 
■「ふるさと教育」と公民館活動

との連動性を高める。 

「しまね教育ビジョン２１」 
 ○ふるさと島根への愛着を深め、ふるさとに誇りをもつ子ども 
 ○心豊かでたくましく、明日の島根を担う子ども 

・心の教育の推進 

・生きる力の育成 

・忍耐力の育成 

・規範意識の醸成 

・教員の資質向上 

・教育をめぐる 

「社会病理現象」

・地域社会の変容

・様々な体験不足
期待 不安 

島 根 県 市町村……各学校及び地域関係 
者と協議し、具体的 
な「ふるさと教育推 
進計画」を策定する  

  
◎ふるさと教育全体計画の作成 …… 全小中学校 

         年間 35 時間以上 
（教育課程内で総合的な学習等の時間を使って） 

 

発
展
・
補
完
・
深
化

35
ｈ 

学校で学ぶ

地域に学ぶ

地域で学び 

地域で育む 

■学校で教師と子ども達で学習する。 

■地域の人に学校にきてもらう  

  ・ゲストティーチャー 
  ・いっしょに活動する 

■地域へ出かけて学習する  

  ・地域のことを学ぶ（施設で、現地で）

  ・地域の人に学ぶ 

（地域の人といっしょに） 

・県の施設・人材を活用して 

■学校の授業と連携して行う事業 

 

■地域で放課後、土日等を利用して活動 

＜ねらい＞ 
●「見る」「触れる」「知る」

「理解する」「考える」「実
践する」「行動する」「提案
する」を視点に 

●子どもの発達段階に応じて 
●市町村が中心になって、地

域の「ひと」「もの」「こと」
を活用し 

●学校、家庭、地域が一体と
なったふるさと教育を体系
的に推進する 

連 携 

【例】親子ふるさと共同体験活動 

      通学合宿・長期自然体験活動

      ふるさと探訪自然体験活動 

人材育成・連携  
○ふるさと教育ﾈｯﾄﾜｰｸ会議 
○ふるさと教育ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ研修 

期 待 さ れ る 効 果 

【子ども】 
豊かな心・感性を育む 
地域への誇りと愛着 
学ぶ意欲の向上 

【地 域】 
地域の大人の積極的な関与 
地域の教育力の向上 

【学 校】 
特色ある学校づくり 
地域に開かれた学校づくり 
教員の意識改革 

学校

例 
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島根県の放課後子どもプラン 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１９年度から国の放課後子どもプラン推進事業がスタートし、各市町村においては地域の実情に応

じながら、留守家庭の児童に対し毎日の生活の場を提供する「放課後児童クラブ」に加え、地域の大人た

ちが異年齢の子どもたちに交流・体験の場を提供する「放課後子ども教室」の開設も進み、着実にその推

進は図られています。 

◇島根の放課後子どもプランとは？ 

地域の宝である子どもを地域全体で育むという基本理念に基づき、群れて遊

ぶことが少なくゲームやテレビで過ごしがちな子どもに、地域の大人たちの力

を結集して放課後や休日を健やかに過ごすことができる環境を保障し、地域で

の子どもの育ちを支えようとするものです。

◇島根県では、次のように推進されることをめざしています。

プラス この取り組みを通して、次のような目的意識を持つことも大切です。 

①地域の教育力の再構築 
「放課後子どもプラン」は、地域の教育力を再構築していく具体的なきっかけとなるものであり、でき

るだけ多くの地域住民が参画し、広く情報を共有することで、大きな推進力にしていくことが望まれます。

②学校と地域社会との連携協力や信頼関係の構築 
学校と地域社会との連携協力や信頼関係の構築に向けて、「放課後子どもプラン」を十分に活かしてい

く必要もあります。 

③家庭の教育力の向上 
保護者を便利なサービスの利用者の側に留めておくのではなく、例えば地域の様々な行事や活動とつ

ながるきっかけを提供するなど、「放課後子どもプラン」を家庭の教育力の向上に結びつけていくとい

う理念を持つことが重要です。 

社会総がかりで子どもの

育ちを支える気運の醸成と

仕組みづくりのため、すべて

の小学校区ごとに地域内の

子どもの放課後や休日の過

ごし方が検討・対応される場

づくりをめざします。 

国庫補助事業である「放課後子ども

教室推進事業」や「放課後児童健全育

成事業」の推進をはじめ、放課後の子

どもたちを対象とした様々な取り組み

が、地域の実態に応じて、相互に連携

協力しながら総合的・体系的に推進さ

れることをめざします。 

関係機関が、より連

携を強め、取り組みの

推進にあたることを

めざします。県の関係

各課も連携体制を確

立し、関連施策の推進

をはかります。 

１ ２ ３
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◇プラン推進のポイントは「地域内の子どもの放課後や休

日の過ごし方が検討・対応される場づくり」です。 

放課後子どもプランの進め方 

地域の子どもたちにとって、「放課後や休日に安全で安心でき

る生活の場があるのか。」「異年齢など多様な関わりや群れて遊

ぶ機会があるのか。」「様々な活動や体験の機会があるのか。」

など、放課後や休日の地域での過ごし方について地域（小学校

区程度）で検討する場を作る。 

検討をもとに地域ご

とに子どもたちの生

活や活動の形をプラ

ンニングする。 

プランに沿って

地域の実態にあ

った活動に取り

組む。 

１ ２ ３

「検討の場」を地域の子どもの育ちについて 
関係者の共通理解やネットワーク化を図る場に 

※関係者：放課後子ども教室や放課後児童クラブの関
係者、行政関係者（教育委員会及び福祉部局）、学校
関係者、社会教育関係者（公民館等）、児童福祉関係
者、ＰＴＡ関係者及びスポーツ少年団関係者や子ども
会関係者など、放課後や休日に地域の子どもたちと関
わる多くの地域住民 

例
え
ば
…

② 保護者が子ども教室や児童クラブなどを単に便利なサービスの享受と考えるのでは

なく、できるだけ積極的に地域の取り組みに関わっていく姿勢をもつためにも、検討

の場にＰＴＡ関係者が参加するのはもちろんですが、検討の場を通して放課後や休日

に子どもたちに関わる多くの関係者が「保護者と地域との接点」や「保護者の参画」

を意識することも必要です。 

③ 学校も地域のニーズや活動の内容に関心を持ち、家庭や地域とともに子どもを育て

ていくという思いをさらに強くするためにも、検討の場を通した家庭・地域社会との

連携強化が必要になります。 

① 特別な支援が必要な子どもの様子やニーズ等を把握し障がいのある子どもや不登校

の子どもたちもともに地域で活動できる取り組みにするためには、学校と家庭だけの連

携ではなく、放課後や休日に子どもたちと関わる子ども教室や児童クラブ、そしてスポ

ーツ少年団や子ども会、公民館などの関係者も相互に連携する必要があります。 １
２
市
町
７
６
校
区
に
設
置 

（
２
２
年
２
月
現
在 

中
学
校
区
レ
ベ
ル
も
含
む
） 

◇プラン推進のバロメーターは 

「放課後子ども教室」と「放課後児童クラブ」の活用です。
放課後子どもプランは地域の実情に応じ、地域にある既存の組織や取り組みなどをうまく活用・連携しても進

めていくことはできます。しかし、国庫補助事業である「放課後子ども教室推進事業（放課後子ども教室）」と

「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）」という２大メニューを活用することは大きなポイントです。

 

☆両事業で約８０％の小学校区をカバー（２２年２月現在）

放課後子ども教室推進事業 ：「子どもの居場所」と

して公民館や学校の余裕教室を活用し、地域の大人が

ボランティアとして参画し、放課後や週末に子どもた

ちが体験や交流を行う場として開設されてきたもので

す。異年齢で自由に遊んだり、文化体験やスポーツを

楽しんだり、ものづくりや読書をするなど内容や実施

の形態は地域によって様々です。 

放課後児童健全育成事業 ：保護者が労働等

により昼間家庭にいない児童（小学校に就学

しているおおむね１０歳（小学３年生）未満

の児童）に対して生活の場を提供するもので

す。専用のスペースがあり、専任の指導員が

配置されています。 

「放課後子ども教室」 「放課後児童クラブ」 

16 市町 133 教室開設（２２年２月現在） 18 市町 175 教室開設（２２年２月現在）

※国庫補助対象外クラブを含む 



ｈ１９ ｈ２０ h２１
ｈ２２

(予定） ｈ１９ ｈ２０ ｈ２１ ｈ１９ ｈ２０ ｈ２１

　放課後子どもプランに関わる検討の場等の設置状況
（平成２２年２月現在）

小学校区レベルでも策定
予定（22年5月・3校区）

小学校区レベルでも策定
(１４校区）

雲南市教育基本計画
の中に明記

22年３月策定予定

（子ども教室のみ）

両方

両方

補助事業のいずれか
を実施している

両方両方

クラブ
のみ

クラブ
のみ

両方

市町村レベルの運営委員会・検討委員会等、
検討の場を設置している

市町村レベルで子どもプラン事業計画・基本
計画等を策定している

小学校区レベルでも設置
(２１校区）

小学校区レベルでも設置
(１６校区）

22年１２月策定予定

策定予定
（時期未定）

小学校区レベルでも設置
(１４校区）

両方

両方

両方

両方

小学校区レベルでも設置
(４校区）

クラブ
のみ

両方 両方

小学校区レベルでも策定
(１４校区）

松江市

安来市
クラブ
のみ

クラブ
のみ

両方両方 両方

両方

小学校区レベルでも設置
(１４校区）

1

2

3 東出雲町
小学校区レベルでも設置

(２校区）

4 出雲市 両方 両方

小学校区レベルでは設置
（２校区）

小学校区レベルでは設置
（２校区）

6 奥出雲町 両方 両方

5 雲南市 両方 両方

大田市 両方

7 飯南町

8 斐川町 両方

9 浜田市 両方 両方 両方

両方10
小学校区レベルでも設置

(１校区）

中学校区レベルでも設置
(1校区）

小学校区レベルでも設置
(２校区）

両方

両方

両方

両方

両方

両方

両方

両方

・・・設置又は策定

20 20 20 20 13 15(小・中学校区レベル
５２校区）

17(小・中学校区レベル
７６校区）

4 7 8

小学校区レベルでも設置
(３校区）

海士町エンゼルプラン
の中に明記

小学校区レベルでも設置
予定（22年４月・５校区）

次世代育成支援行動計
画の中に明記

設置予定（22年4月）・小
学校区レベルでも設置予

定（22年４月・１校区）

22年度中策定予定

次世代育成行動計画
の中に明記

両方

教室
のみ

教室
のみ

小学校区レベルでも設置
(４校区）

小学校区レベルでも設置
(３校区）

小学校区レベルでも設置
(５校区）

次世代育成支援行動計
画の中に明記

両方

大田市 両方

江津市

両方

両方

10 (１校区） (２校区）

両方

13 美郷町

両方

12 川本町 両方
教室
のみ

11

教室
のみ

教室
のみ

小学校区レベルでも設置
(３校区）

両方

両方

両方

小学校区レベルでは設置
（９校区）

中学校区レベルでも設置
(1２校区）

クラブ
のみ

中学校区レベルでも設置
(12校区）

両方

クラブ
のみ

邑南町

両方

クラブ
のみ

クラブ
のみ

両方両方

クラブ
のみ

クラブ
のみ

クラブ
のみ

両方 両方

クラブ
のみ

14

15 益田市

16 津和野町

両方

クラブ
のみ

村社会教育委員の会で
検討（7月）

小学校区レベルでも設置
(１校区）

計

21 隠岐の島町 両方 両方

20 知夫村

17 吉賀町
クラブ
のみ

18 海士町

両方19 西ノ島町 両方

両方

両方

両方

両方

両方

教室
のみ

教室
のみ

・・・設置又は策定

 （平成22年２月島根県教育庁生涯学習課実施　放課後子どもプラン及び放課後子ども教室実施状況市町村アンケートより）

・・・設置又は策定
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h19 h20 h21 h22 h19 h20 h21 h22 h19 h20 h21 h22 h19 h20 h21 h22 h19 h20 h21 h22 h19 h20 h21 h22 h19 h20 h21 h22 h19 h20 h21 h22 h19 h20 h21 h22

松江市 16 17 21 29 15 17 21 29 34 36 42 44 24 25 26 26 3 5 5 6 12 13 10 3 12 12 16 23 7 4 3 1 34 34 34 33

安来市 0 0 0 0 0 0 0 0 8 9 9 10 8 9 9 10 0 0 0 0 8 9 9 10 0 0 0 0 9 8 8 7 17 17 17 17

東出雲町 0 1 2 3 0 1 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 0 0 0 0 3 2 1 0 0 1 2 3 0 0 0 0 3 3 3 3

出雲市 10 15 16 17 10 15 17 18 29 31 36 35 23 23 26 26 4 5 3 3 17 17 12 11 6 7 14 15 11 9 9 9 38 38 38 38

雲南市 26 26 25 26 25 21 21 21 8 9 9 9 5 6 6 6 20 15 15 15 0 0 0 0 5 6 6 6 0 0 0 0 25 21 21 21

奥出雲町 6 7 10 10 6 7 10 10 3 3 4 4 3 3 4 4 5 6 7 7 2 1 1 1 1 2 3 2 3 2 0 0 11 11 11 11

飯南町 2 3 3 3 2 3 3 3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 0 0 0 0 1 1 1 1 2 1 1 1 4 4 4 4

斐川町 7 7 7 7 4 4 4 4 6 6 6 6 4 4 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 4 4 0 0 0 0 4 4 4 4

浜田市 6 7 8 6 5 6 7 6 16 17 18 18 16 16 16 16 1 2 3 3 12 12 12 13 4 4 4 3 9 8 7 6 26 26 26 25

大田市 28 15 13 13 14 14 12 11 6 6 6 5 3 3 4 4 12 12 9 9 1 1 1 2 2 2 3 2 7 6 9 9 22 22 22 21

江津市 2 7 8 10 2 6 6 7 6 6 6 6 6 6 6 6 0 3 3 3 4 3 3 2 2 3 3 4 3 1 1 1 10 10 10 10

川本町 3 1 1 3 3 3 3 3 1 0 0 0 1 0 0 0 2 3 3 3 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 3 3 3 3

美郷町 2 2 2 2 2 2 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 2 2

邑南町 0 0 0 9 0 0 0 9 7 7 8 8 7 7 8 8 0 0 0 1 7 7 8 0 0 0 0 8 2 2 1 0 9 9 9 9

益田市 12 13 13 13 11 12 12 12 10 11 12 12 10 10 10 10 3 3 3 3 2 1 1 1 8 9 9 9 7 7 7 7 20 19 19 19

津和野町 0 0 0 1 0 0 0 1 2 2 2 2 2 2 2 2 0 0 0 0 2 2 2 1 0 0 0 1 5 5 5 5 7 7 7 7

吉賀町 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 5 5 5 5 5 5 0 0 0 0 5 5 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 5 5

海士町 1 1 1 1 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0 2 2 2 2

西ノ島町 1 1 1 1 3 3 3 3 2 2 1 1 2 2 1 1 1 1 2 2 0 0 0 0 2 2 1 1 0 0 0 0 3 3 3 3

知夫村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1

隠岐の島町 3 3 3 3 3 4 4 3 10 6 6 6 9 6 6 5 0 2 2 1 6 4 4 3 3 2 2 2 2 3 3 1 11 11 11 7

県計 125 126 134 157 107 120 129 147 158 161 175 176 133 132 138 138 55 62 60 61 81 77 69 52 52 56 69 85 68 57 55 48 257 252 252 245

校区対比 48.6 50.0 53.2 63.8 41.6 47.6 51.2 59.8 61.5 63.9 69.4 71.5 51.8 52.4 54.8 56.1 21.4 24.6 23.8 24.8 31.5 30.6 27.4 21.1 20.2 22.2 27.4 34.6 26.5 22.6 21.8 19.5

   放課後子ども教室および放課後児童クラブ　市町村別実施状況（平成22年3月現在）

市町村名

※放課後子ども教室数等は平成2１年度放課後子どもプラン推進事業費県費補助金事業計画書及び平成22年２月島根県教育庁生涯
学習課実施　放課後子どもプラン及び放課後子ども教室実施状況市町村アンケートによる。

※放課後児童クラブ数は厚生労働省放課後健全育成事業実施状況調査（平成21年5月1日現在）による。補助対象外クラブを含む。

開設教室
数（放課後
子ども教室

数）

開設小学
校区数

開設クラブ
数（放課後
児童クラブ

数）

未実施校
区数

小学校区
数

※22年度数値は見込み(平成22年度仮申請及び聞き取り等による）

開設小学
校区数

放課後子ども教室
について（A)

放課後児童クラブ
について（B)

Aのみ実施
の校区数

Bのみ実施
の校区数

AB両方実
施の小学
校区数
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実証！「地域力」醸成プログラムとは…
島根県教育庁社会教育課

【 課題意識は… 】

■「地域力」が、真正面から問われています。

（１）いじめ、自殺、不登校、虐待、学力・体力の低下、生活習慣の乱れなど、子ど

もの教育をめぐる現代社会の危機的状況は、様々な要因が複合的・重層的に絡み

合って生じており、一種の「社会病理現象」とでも言うべき様相を呈しています。

（２）この深刻な事態を打開するためには、学校・家庭・地域が、それぞれの役割と

責任を十分に自覚し相互のしっかりとした信頼関係を築きながら、社会総がかり

で教育力を再生していく必要があります。

（３）すなわち、「地域力」（自治・自立の理念に基づく地域の底力）が、真正面から

問われる状況にあると考えます。

（４）このため、モデル公民館の具体的活動を通じて「地域力」醸成のプロセスを実

証することにより、「地域力」の重要性について世論を喚起したいと考えます。

■ 公民館には、「地域力」を醸成するソフトウェアがあります。

公民館には、地域の課題解決に向けて住民を巻き込み、主体的な学習・実践活動に

結びつけていくソフトウェアがあります。

（１）地域課題（地域福祉、安全安心、環境、子育てなど）を住民自ら解決していく

（２）地域づくりに意欲を燃やす住民・ＮＰＯ法人等が集まってくる

（３）子どもから高齢者まで幅広い世代の住民を巻き込む

（注）「地域力」とは、住民が自ら地域の課題を掘り下げ、その解決に向けた主体的な
学習・実践活動に結びつけていく力、すなわち自治・自立の理念に基づく地域
の底力のことを表しています。最近、「ソーシャル・キャピタル」という呼称
でも注目を集めています。

【 公民館を取り巻く状況は… 】

■ 閉塞感打破への期待感があります。

（１）厳しい経済環境や財政縮小に伴い、地域は疲弊しています。

（２）限界集落、著しい少子高齢化、若者の県外流出の加速化が進んでいます。

（３）この閉塞感を打破し、地域の元気を取り戻してほしいという強い期待感があり

ます。
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■ 市町村合併後の地域の自立を模索する動きが出てきました。

（１）市町村合併後の慌ただしさはおおむね収束し、支所（旧町村）機能の見直しの

動きが見られます。

（２）地域に密着した「世話役」機能が後退しています。（例:市町村議員定数の縮減）

（３）自立した地域づくりを急がなければ、広域化した行政区域の中で埋没してしま

いかねない、といった危機感があります。

■ 子どもの教育をめぐる深刻な「社会病理現象」が見られます。

（１）家庭は、子どもに基本的な生活習慣や規範意識などを身につけさせ、心身の調

和のとれた発達を促す上で第一義的な責任を負っていますが、少子化、核家族化、

価値観の多様化、雇用の流動化など社会の大きな変化の中で、教育力の低下が懸

念されています。

（２）学校は、いじめ、不登校、学力・体力の低下、生活習慣の乱れなど根が深く深

刻な教育問題への対応に追われ、子どもや家庭と丹念に向き合う心理的・時間的

な余裕を失いつつあります。

（３）地域は、かつては濃密な人間関係を背景として日常生活の営みの中に教育力を

宿していましたが、今やその力を失いつつあり、学校への支援を含め、地域全体

で子どもを育む仕組みを意識的に再構築していく必要に迫られています。

（４）わが国は、バブル経済崩壊後の「失われた１０年」からの脱却を目指す中で、

経済効率至上主義に陥り、心の豊かさが置き去りにされてきました。

（注）「社会病理現象」とは、いじめ、自殺、不登校、虐待、学力・体力の低下、生活

習慣の乱れなど、複合的・重層的要因によって生じている教育の危機的状態を

表わしています。

■ 地域の大人が子どもの教育に関わっていく兆しが見られます。

（１）このような状況の中、島根県では、次のような取り組みが進んでいます。

①「ふるさと教育」では、地域の大人たちが学校の教育課程（総合的な学習など）

に積極的に関わりながら「地域を学ぶ・地域で学ぶ・地域に学ぶ」ための学社

連携・融合の取り組みを、県内全ての公立小中学校・全学年・全学級で実施し

ています。

②「放課後子どもプラン」では、「地域の子どもを地域で育む」取り組みを進め、

年齢の異なる子どもたちが体験・交流する場を提供しています。

（２）「ふるさと教育」「放課後子どもプラン」の現場では、地域の「ひと・もの・こ

と」の情報バンクである公民館がそれぞれの活動に深く関わっています。

（３）これらの取り組みにより、地域の大人が子どもの教育に積極的に関わっていく

兆しが見え始めています。

■ 公民館活動は、地域によって大きな格差・温度差があります。

（１）おおむね小学校区単位に設置され、地域住民と密着した公民館の活動は、市町

村合併後の地域において「最後の砦」となる貴重な社会資源です。
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（２）それぞれの沿革から、設置運営形態（公設公営方式、公設自主運営方式など）

や、所管部局（教育委員会所管、首長部局所管）、職員体制（市町村職員、協議会

職員、常勤職員・非常勤職員）など、多種多様な方法で運営されています。

（３）市町村合併後の行財政改革の必要性や、合併に伴う各種行政サービスのレベル

調整の一環として、公民館の予算・人員の削減や公民館再編・統合の動きも散見

されます。

（４）社会教育施設としての本来の姿である主体的な学習・実践活動よりも、行政の

出先機関的な役割が優先されがちな傾向も見られます。

■ 事業の実績及び効果

①モデル公民館の選定

・県内の公民館から公募した企画提案を審査するため、公開で企画プレゼンテー

ション大会を開催。

・大会には、提案者だけでなく、県内の公民館職員、社会教育関係者、県・市町

村の職員等が200名程度参加。「地域力醸成」を目指す公民館の熱意・意欲を

体感し、今後の公民館活動の方向性を考える上で貴重な機会となっている。

【選定実績】

H19 年度 H20 年度 H21 年度 計

応募数 ２４件 ２４件 １５件 ６３件(109 館) 20 市町村

選定数 １２件 １２件 １３件 ３７件( 74 館) 15 市町村

※県内公民館等数：346 館

②実証事業の情報発信及び効果

・モデル公民館の選定から具体的な実践活動に至るまで、事業の様々な段階にお

いてマスメディアで紹介されたほか、県のホームページ等を通じた広報を展開

し、公民館活動に関する情報発信が拡大。

・この結果、公民館職員の意欲の向上や住民自治活動の気運醸成に繋がっている。

※平成２０年度事業延べ参加者数 ２６，５８３名

■ 今こそ公民館活動に光を当てる必要があります。

（１）公民館活動の歴史は終戦直後に遡ります。公民館は、青年団、婦人会とともに

戦後復興の原動力となった学習運動が原点です。つまり単なる箱モノではなく、

住民の自主性・主体性に立脚した住民自治活動であり、現在の地域づくりの理念

とも相通ずるものです。

（２）しかし、公民館制度創設から６０年近く経過する中で格差・温度差が拡大し、

全国的にも逆風が吹き荒れていると言われています。

（３）こうした状況のもと、公民館活動が永年にわたって培ってきた「地域力」醸成

の取り組みに光を当てることにより、地域の大人を巻き込んだ学習・実践活動の

重要性について、広く県民の皆様に再認識を促したいと考えます。



　　　　島根県教育庁社会教育課

大人世代を巻き込む！
モデル事業による実証

実証！ 「地域力」醸成プログラム

公民館には「地域力」を醸成するソフトウェアがある

【趣旨】

“人づくり”の拠点である公民館が培ってきた「地域力」醸成のノウハウ（＝地域の課題を掘り下げ、そ

の解決に向けた学習・実践活動に大人世代を巻き込んでいく仕組み）をモデル公民館を選定して実証

【事業内容】

①モデル公民館の選定件数 ３３カ所程度（継続２５カ所程度 新規８カ所程度）

実証事業

平成2２年度予算額 1０,000千円（島根県公民館連絡協議会へ事業委託）

□閉塞感打破への期待感 □市町村合併後の地域の自立に向けた動き □子どもの教育を巡る「社会病理現象」

【社会病理現象】

いじめ、自殺、不登校、児童虐待、学力低下、体力低下、生活リズムの乱れ、引きこもり、社会体験の不足など

・ 地域教育力が低下していると認識している人の割合 ： 55.6％

・ 低下している要因‥‥個人主義が浸透しているため ： 56.1％

課題意識

島根の現状

“人づくり”の拠点である公民館が培ってきた

モデル事業による実証

実証！ 「地域力」醸成プログラム

公民館には「地域力」を醸成するソフトウェアがある

【趣旨】

“人づくり”の拠点である公民館が培ってきた「地域力」醸成のノウハウ（＝地域の課題を掘り下げ、そ

の解決に向けた学習・実践活動に大人世代を巻き込んでいく仕組み）をモデル公民館を選定して実証

【事業内容】

①モデル公民館の選定件数：３３カ所程度（継続２５カ所程度・新規８カ所程度）

②選定方法

・島根県公民館連絡協議会に「モデル公民館選定委員会」を設置

・選定委員会は、学識経験者、公民館運営に造詣の深い者などで構成

・公民館職員、地域住民、NPO法人、社会教育主事等の英知を結集して企画内容を具体化

③実施段階での支援

・公民館、地域住民等の自主性・主体性を精一杯引き出すことを基本とする

・必要に応じて、社会教育関係者が、重点的に現場を応援

・実証事業に要する経費について、モデル公民館の実情を踏まえて助成

・「ふるさと教育」、「放課後子どもプラン」など県教委重点事業においても、公民館活動との連携を一層強化

実証事業

平成2２年度予算額 1０,000千円（島根県公民館連絡協議会へ事業委託）

□閉塞感打破への期待感 □市町村合併後の地域の自立に向けた動き □子どもの教育を巡る「社会病理現象」

【社会病理現象】

いじめ、自殺、不登校、児童虐待、学力低下、体力低下、生活リズムの乱れ、引きこもり、社会体験の不足など

・ 地域教育力が低下していると認識している人の割合 ： 55.6％

・ 低下している要因‥‥個人主義が浸透しているため ： 56.1％

課題意識

島根の現状

① 住民主体の学習活動に結びつくことで、息の長い取り組みにつながる。→ 大人の意識改革

② 熱意ある住民・NPO法人等と公民館との接点を拡大し、継続的な人材交流が生まれる。

公民館活動に光をあてる意義

公民館活動＝地域の「ひと・もの・こと」を結集するソフトウェア

「地域力」醸成の気運 → 地域の元気を取り戻す

“人づくり”の拠点である公民館が培ってきた
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社会教育主事派遣制度の概要

子どもたちを取り巻く しまね教育ビジョン２１

様々な課題 心豊かでたくましく （１）学校・家庭・地域の連携

○学校教育をめぐる課題 明日の島根を担う 協力による教育力の充実

○家庭教育をめぐる課題 子どもの育成 （２）社会教育の振興による
○地域社会をめぐる課題 生涯学習社会の実現

県の社会教育主事を市町村教育委員会へ派遣

以下の項目に重点を置きながら、地域における社会教育及び「学社連携・融合」の推進に
関する事務に従事することを目的に、県の社会教育主事（社会教育主事資格を有する教員）
を、希望する市町村教育委員会へ派遣する。

【重点項目】
①学校・家庭・地域が連携協力した社会教育及び「学社連携・融合」の推進
②地域の「ひと・もの・こと」を生かしたふるさと教育の推進
③市町村合併後の地域の自立に向けた人づくり・地域づくりの推進

【職務】
◆「学社連携・融合」の理念に基づく学校教育の充実と地域教育力の向上

○「学社連携・融合」の推進体制づくりとその運営に係る支援
○県教委の重点施策（ふるさと教育、放課後子どもプラン等）の推進
○地域の教育資源「ひと・もの・こと」を生かした教育活動のコーディネートと支援
○上記の課題に関する公民館活動との連携の構築

◆地域における子どもたちの豊かな体験活動の充実
○子どもたちを支える地域の大人の組織づくりと指導者の育成・養成
○青少年教育事業の企画、立案、運営
○地域の社会教育関係者、ＰＴＡ、ＮＰＯ等のネットワークづくり

◆市町村の社会教育担当者の養成
○公民館主事等社会教育関係者の養成 等

【派遣者数と派遣先】（平成２２年度）
◆派遣者数 ２１名
◆派遣先市町村数 ６市７町１村

【派遣期間】
原則として４年以内

期待される効果

◆「学社連携・融合」による学校教育の充実、地域社会との連携強化
○開かれた学校づくり、特色ある学校づくりの推進
○地域をあげて学校を支援する気運の醸成 など

◆学校・家庭・地域が一体となった地域ぐるみの教育の推進
○ふるさとに愛着と誇りをもつ心豊かな子どもの育成
○地域の教育力の向上
○家庭の教育力の向上 など

◆地域の大人や高齢者を対象とする社会教育の推進
○地域の自立に向けた人づくり・地域づくり
○地域の課題解決に向けた幅広い学習・実践活動の推進
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平成２２年度 派遣社会教育主事配置図 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

     ６市７町１村 ２１名 

東出雲町 

海士町

知夫村 

松
江
市 

吉賀町 

津和野町

浜田市

大田市 

出雲市 斐川町

西ノ島町 

隠岐の島町 

益田市 

邑南町 

安来市 雲南市 

美郷町 

奥出雲町

飯南町 
江津市 

川本町 



← → ←
一部改正

　　　　年 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
　　　 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ H１１ H１２ H１３ H１４ H１５ H１６ H１７ H１８ H１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２
松 江 市 1 1 1 1 1 1
鹿 島 町 1 1 1 1 1 1 1 1 1
島 根 町 0.5 0.5
美保関町 1 1 1 1 1 1
八 雲 村 1 1 1 1 1 1 1 1
玉 湯 町 1 1 1 1 1 1 1 1 1
宍 道 町 0.5 0.5 1 1 1
八 束 町 1 1 1 1 1 1
安 来 市 1 1
広 瀬 町
伯 太 町

東出雲町 東出雲町 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 東出雲町

出 雲 市
平 田 市 1 1 1
佐 田 町 1 1 1 1 1 1 1
多 伎 町 1 1 1 1 1 1 1 1 1
湖 陵 町 1 1
大 社 町 1 1 1 1 1 1 1 1 1
大 東 町 1 1 1
加 茂 町 1 1 1 1 1 1 1 1 1
木 次 町 1 1 1 1
三刀屋町 1 1 1 1
吉 田 村 1 1 1 1 1 1 1 1
掛 合 町 1 1 1 1 1 1 1 1 1
仁 多 町
横 田 町 1 1 1
頓 原 町 1 1
赤 来 町 1 1 1 1 1 1 1

斐川町 斐 川 町 1 0 0 斐川町

大 田 市 1 1 1 1

温泉津町 1 1 1 1 1 1
仁 摩 町 1 1
浜 田 市 0.5 0.5 1 1 1 1 1 1
金 城 町 0.5 0.5 1 1 1
旭    町 1 1 1 1 1 1 1 1
弥 栄 村 1 1 1 1 1 1 1
三 隅 町 0.5 0.5 1 1 1
江 津 市 0.5 0.5 1 1 1 1 1 1
桜江町 1 1 1

川本町 川 本 町 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 川本町
邑 智 町 1 1 1 1 1 1 1 1
大 和 村 1 1 1
羽須美村 0.5 0.5 1 1 1 1 1 1
瑞 穂 町 0.5 0.5
石 見 町 1 1 1 1 1 1
益 田 市 1 1 1 1 1 1
美 都 町 1
匹 見 町 1 1 1 1 1
津和野町 1 1 1 1 1 1 1
日 原 町 0.5 0.5 1 1
柿 木 村
六日市町 0.5 0.5 1 1

海士町 海 士 町 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 海士町
西ノ島町 西ノ島町 0.5 0.5 0 0 西ノ島町
知夫村 知 夫 村 0.5 0.5 1 1 0 1 知夫村

隠岐の島町 隠岐の島町 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 隠岐の島町

派遣者数 29 29 30 32 32 32 29 32 32 25 21 19 18 19 21

市 2 4 3 4 4 5 5 5 5 6 7 7 6 6 6
町村 26 30 32 27 27 26 23 26 26 6 5 4 5 6 8

28 34 35 31 31 31 28 31 31 12 12 11 11 12 14

社会教育主事派遣人数の推移

派遣社会教育
主事（県負担

10/10）

事務所 市町村名 市町村名

松
江

松江市 5 4 4 4 松江市

安来市

2 雲南市

0

2

2 出雲市

安来市

出
雲

出雲市 3 2

雲南市 3 2

奥出雲町 奥出雲町

飯南町

10

1

1 1 1

44

2

1

江津市

1

3

1

4 浜田市3

1 大田市

飯南町

11

1

邑南町0

0 美郷町0

浜
田

大田市

美郷町

1

1

浜田市 4

江津市

地域教育コーディネーター（市町村負担１／２） →派遣社会教育主事
（市1/2、町村1/4）

4

1

益田市

津和野町 2

邑南町

益田市 1

吉賀町

1 津和野町1

1

隠
岐

益
田

1

吉賀町 1 1

1 1

1

4

1

0

2

1

1

0 0

1 1 0

11 1
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学校支援地域本部事業

１．事業の背景と趣旨

家庭は、子どもに基本的な生活習慣や規範意識などを身につけさせ、心身

の調和のとれた発達を促す上で第一義的な責任を負っていますが、少子化、

核家族化、価値観の多様化、雇用の流動化など、社会の大きな変化の中で、

教育力の低下が懸念されています。

また学校は、いじめ、不登校、学力・体力の低下、生活習慣の乱れなど、

様々な教育課題に対応しており、一人一人の子どもや保護者と向き合う十分

な時間を確保することが困難となってきています。

そして地域社会は、かつては濃密な人間関係を背景として日常生活の営み

の中に教育力を宿していましたが、今やその力が低下しつつあり、地域全体

で子どもを育む仕組みを意識的に再構築していく必要に迫られています。

このような現状を打開するためには、学校・家庭・地域がそれぞれの役割

と責任を十分自覚するとともに、互いに信頼しあえる関係を築きながら社会

総がかりで教育力を充実していく必要があります。

学校支援地域本部事業は、学校と地域との連携強力体制を構築するため、

地域をあげて学校を支援する気運を醸成するとともに、多様な形態のボラン

ティア活動を掘り起こそうとするものです。

２．事業の内容

（１）各市町村に実行委員会を設置

・学校を支援する気運醸成のための広報活動を展開

・コーディネータ、ボランティア等の地域人材を養成する講座を開催

（２）モデル中学校区に学校支援地域本部を設置

・専任コーディネータを配置し、多様な形態のボランティア活動について

学校と地域人材との間の調整を担当

【ボランティア活動の例】

地域の「ひと・もの・こと」を活用したふるさと教育

クラブ活動の指導・補助

学校の環境整備活動

通学路の安全安心を支える見守り隊

学校と地域が連携して行う地域行事 など
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地域（専任）コーディネーター

協議会（市町村実行委員会）

学校支援地域本部の設置

学 校 支 援 地 域 本 部 事 業
― 地域ぐるみで学校運営を支援する体制を整備 ―

子
ど
も
と
向
き
合
う
時
間
の
拡
充

社

２２年度予算額 １３０，５３６千円

Ｈ２０～２２年度にモデル実施

協
力
依
頼

学 校

学
校
支
援

従来の学校支援事業

学校支援ボランティア

調
整
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【退職者】

○団塊世代（昭和22年～24年生まれ）

【有資格者】（免許取得者）
（例）教員、社会教育主事、司書、学芸員、情報処理技術者、保育士、看護師、栄養士 等

【様々な仕事・特技を持つ人】

（例）プロアマスポーツ経験者、海外勤務経験者、造園業、大工、レクリエーション指導、調理師、和裁・洋裁 等

【学習支援活動】
○総合的な学習の時間の指導者

○豊かな体験活動指導員

○子どもと親の相談員 等

【部活動指導】
○地域のスポーツ指導者 等

【環境整備】

○学校図書館支援スタッフ 等

【登下校安全確保】
○地域学校安全指導員 等

【合同行事の開催等】
○学校・地域合同行事開催における指導

者 等

【学習支援活動】
各々の授業において、担当教員の補助として

支援（教員免許状取得者等)

【部活動指導】
部・クラブ活動の指導者を支援

（スポーツ経験者・文化芸術経験者等）

【環境整備】
校内環境整備の支援

（造園業関係者・電気技師等）

【登下校安全確保】
登下校中における通学路の安全指導

（保護者、自治会等）

【学校行事の開催等】
学校及び地域等が連携して行う、学校行事や合同行

事の実施。

地域（専任）コーディネーター

協議会（市町村実行委員会）

学校支援地域本部の設置

学 校 支 援 地 域 本 部 事 業
― 地域ぐるみで学校運営を支援する体制を整備 ―

子
ど
も
と
向
き
合
う
時
間
の
拡
充

社
会
教
育
で
学
ん
だ
成
果
を
生
か
す
場
に

地
域
の
教
育
力
を
向
上

学校支援活動に参加する

意欲のある地域住民が協力

２２年度予算額 １３０，５３６千円

Ｈ２０～２２年度にモデル実施

※知識・技能、経験により、学校支援協力者と

して活動（地域コーディネーターが調整）

協
力
依
頼

学 校

学
校
支
援

従来の学校支援事業



平成２１年度　学校支援地域本部事業　実施状況一覧表

中学校 小学校 教委 公民館 その他

4 1 4 4 0 0 0 0
1 第一中学校支援地域本部 1 1 1
2 第四中学校支援地域本部 1 1 1
3 湖南中学校支援地域本部 1 1 1
4 本庄中学校支援地域本部 1 1 1 1

1 3 1 0 0 1 0 0
1 東出雲町学校支援地域本部 1 3 1 1

13 36 24 10 14 0 0 0
1 第一中学校区学校支援地域本部 1 3 1 1
2 第二中学校区学校支援地域本部 1 1 2 1 1
3 第三中学校区学校支援地域本部 1 3 2 1 1
4 河南中学校区学校支援地域本部 1 2 1 1
5 浜山中学校区学校支援地域本部 1 2 1 1
6 南中学校区学校支援地域本部 1 3 2 1 1
7 平田中学校区学校支援地域本部 1 6 2 1 1
8 旭丘中学校区学校支援地域本部 1 3 2 2
9 光中学校区学校支援地域本部 1 3 1 1
10 佐田中学校区学校支援地域本部 1 2 3 1 2
11 多伎中学校区学校支援地域本部 1 2 3 1 2
12 湖陵中学校区学校支援地域本部 1 1 2 1 1
13 大社中学校区学校支援地域本部 1 5 2 2

7 21 30 7 23 0 0 0
1 大東中学校区学校支援地域本部 1 6 8 1 7
2 海潮中学校区学校支援地域本部 1 1 2 1 1
3 加茂中学校区学校支援地域本部 1 1 2 1 1
4 木次中学校区学校支援地域本部 1 5 6 1 5
5 三刀屋中学校区学校支援地域本部 1 4 6 1 5
6 吉田中学校区学校支援地域本部 1 3 4 1 3
7 掛合中学校区学校支援地域本部 1 1 2 1 1

2 4 3 0 0 0 3 0
1 頓原地域学校支援地域本部 1 2 2 2
2 赤来地域学校支援地域本部 1 2 1 1

2 4 1 0 0 1 0 0
1 斐川町学校支援地域本部 2 4 1 1

9 27 55 0 0 0 47 8
1 第一中学校区学校支援地域本部 1 5 5 3 2
2 第二中学校区学校支援地域本部 1 3 4 4
3 第三中学校区学校支援地域本部 1 2 10 10
4 第四中学校区学校支援地域本部 1 1 2 2
5 浜田東中学校区学校支援地域本部 1 4 3 1 2
6 金城中学校区学校支援地域本部 1 3 12 12
7 旭中学校区学校支援地域本部 1 4 12 10 2
8 弥栄中学校区学校支援地域本部 1 1 1 1
9 三隅中学校区学校支援地域本部 1 4 6 6

1 1 1 0 0 0 1 0
1 仁摩中学校区学校支援地域本部 1 1 1 1

4 10 11 3 7 0 0 1
1 江津市学校支援地域本部 4 10 11 3 7 1

1 1 1 0 0 1 0 0
1 美郷町学校支援地域本部 1 1 1 1

1 3 3 0 0 0 3 0
1 邑南町地域学校支援地域本部 1 3 3 3

1 1 7 3 3 0 1 0
1 西益田地区教育協働化推進事業本部 1 1 7 3 3 1

2 5 7 0 0 0 7 0
1 津和野地域支援本部 1 3 4 4
2 日原地域支援本部 1 2 3 3

4 5 7 0 0 0 7 0
1 六日市地域支援本部 4 5 7 7

1 2 1 0 0 1 0 0
1 海士町立学校支援地域本部 1 2 1 1

1 3 1 0 0 1 0 0
1 西ノ島学校支援地域本部 1 3 1 1

6 11 6 0 1 0 5 0
1 隠岐の島町学校支援地域本部 6 11 6 1 5

60 138 163 27 48 5 74 9

吉賀町
吉賀町学校支援地域本部事業実行委員会

8 大田市
仁摩地区学校支援実行委員会

12 益田市

14

津和野「学びの協働」実行委員会

配置場所
学校支援地域本部

地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等実行委員会

人数

対象学校数

中学校 小学校

7 浜田市

江津市学校支援地域本部事業実行委員会
9

出雲市学校支援実行委員会

雲南市学校支援地域本部実行委員会

4 雲南市

飯南町学校支援地域本部実行委員会

10

11

斐川町学校支援・地域教育力推進協議会

5 飯南町

6 斐川町

はまだっ子活動支援運営委員会

益田市教育協働化推進事業実行委員会

邑南町
邑南町学校支援実行委員会

江津市

美郷町学校支援実行委員会
美郷町

2 東出雲町

松江市1

学校・家庭・地域を結ぶ子ども事業ネットワーク会議

東出雲町学校支援地域本部事業実行委員会

H21.12現在

市町村

合　　　　　　　計　　　　（１７実行委員会　４８本部）

16

3 出雲市

13 津和野町

西ノ島町
西ノ島学校支援地域本部実行委員会

隠岐の島町
隠岐の島町学校支援地域本部実行委員会

15 海士町
海士町学校支援地域本部実行委員会

17
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県立図書館機能強化事業（子ども読書活動推進事業）
島根県教育庁社会教育課

１．基本的考え方

① 子どもの読書活動を促進するため、策定した第二次「島根県子ども読書活動推進計画」

（H21～H25年度）において、市町村への支援措置を含めた具体的な実現方策を明らか

にした。

② 子ども読書活動を促進する取り組みは、広範・多岐にわたっており、幅広い関係者の

役割分担と連携による総合的な取り組みが必要になるが、第二次計画（H21～H25年度）

においては、特に義務教育段階における「学校図書館活用教育」を集中的に全県展開

することにより、この事業を牽引役にしながら気運醸成を進め、すそ野の広い県民運

動に結びつけていきたい。

③「学校図書館活用教育」の全県展開を図るためには、次の４つの施策が重要になる。

(1)小中学校の体制整備：全ての公立小中学校で「学校図書館活用教育」を実現するた

めには、教育課程上の位置づけや年間指導計画の作成など校内体制の整備が不可欠

であり、管理職研修や司書教諭の計画的養成などを進める。【義務教育課】

(2)学校図書館への人材配置：別途創設する財政支援制度により、市町村による学校司

書等の配置を促進する。【義務教育課】

(3)配置される人材の専門性を高める人材養成研修：市町村支援・学校図書館支援を使

命とする県立図書館が積極的な役割を担うため、司書の勤務ローテーション再編成

によって人材養成研修を強力に推進する体制を確保し、学校図書館に配置される人

材の専門性を高める研修を大規模に展開する。【社会教育課】

(4)学校図書館活用教育図書の整備：学校図書館活用教育が一層充実したものとなるよ

う、その指針となる「学校図書館活用教育図書」（基本パッケージ）を策定し、県立

図書館への配備に加え、市町村公立図書館に図書を寄託することによって基盤整備

を行い、学校図書館活用教育の更なる推進を図る。【社会教育課】

２．県立図書館における事業内容

（１）学校図書館活用教育図書の整備 【Ｈ２２新規】

□ 小･中学校向け「学校図書館活用教育図書」（基本パッケージ）を配備

・授業等で使用する図書の核となる基本パッケージ（約 2000 冊）をリスト化、購入

・H22 は県立図書館 2 箇所への配備と市町村立図書館 10 箇所に寄託

（２）専門的知見に基づく人材養成研修 【継続】

□「学校図書館活用教育」に関わる人材養成研修を実施

・県立図書館の司書の専門性を活用した人材養成研修を拡充

1)学校司書、ボランティア等の専門性を高めるための専門講座

2)読書ボランティア等の発掘・養成に結びつけていく人材養成講座

（３）県立図書館の直接サービス（開館日・開館時間）の改善 【継続】

□ より利用しやすい図書館として、子ども読書活動推進の気運醸成を図る

・開 館 日：祝日・振替休日を開館

・開館時間：３月と１０月の開館時間を平日１９時まで延長
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小学校40.8％　100／245校　中学校41.2％　42／102校

　

背 景
H22当初予算額　66,685千円

　○子どもの教育を巡る社会病理
　子どもの学ぶ意欲や学力・体力の低下、問題行動、読書離れ、読解力の低下など 　・学校図書館図書標準を達成している学校

　・学校図書館に司書を配置している学校
小学校19.6％（全国45.2％）　中学校24.5％（全国39.4％）
小学校30.6％（全国38.2％）　中学校20.6％（全国39.2％）

県立図書館機能強化事業

○島根の小中学校図書館の現状 ※文部科学省調べ

図書館

県立図書館

学
校
図
書
館
を
計
画
的

第
二
線
図
書
館
機
能

第
一
線

〔H21実施内容〕

小学校：図書標準の達成率の低い

学校へ直接貸出

直近：21年9月現在(義務教育課調べ)

市町村は県

立図書館の

蔵書をネット

市町村のニー

ズに合わせて

研修実施。巡

回訪問による

県立図書館（松

江）、西部読書

普及センター

（浜田）における

ﾚﾌｧﾚﾝｽ

学校図書館への

資料支援

専門的知見に基づく

人材養成研修（研修支援）

学校図書館

司書等研修

989千円
学校教育への

サポートなど、

通常の司書業

務以上の知識

や訓練が必要。各種研修学校図書館活用教育

図書整備事業

読

書

習

県立図書館の使命
（１）学校図書館への支援

（２）専門的知見に基づく人材養成

業務やサービスの改善
（開館日・開館時間の増など）

図書館

県立図書館

市町村立図書館

学
校
図
書
館
を
計
画
的
に
活
用
し
た
教
育
活
動
の
展

学校

第
二
線
図
書
館
機
能

第
一
線
図
書
館
機
能

〔H21実施内容〕

小学校：図書標準の達成率の低い

学校へ直接貸出

直近：21年9月現在(義務教育課調べ)

市町村は県

立図書館の

蔵書をネット

検索、搬送シ

ステムを通じ

て借受。学校

市町村のニー

ズに合わせて

研修実施。巡

回訪問による

情報提供や電

県立図書館（松

江）、西部読書

普及センター

（浜田）における

各学校への団

目標：「子ども読書県しまね」の達成

読書活動の推進と学力向上

ﾚﾌｧﾚﾝｽ

市町村立図書館等の使命
「学校に身近な図書館」として、学校図書館と密に

関わりその活動を支えるという本来の使命について、

学校図書館への

資料支援

専門的知見に基づく

人材養成研修（研修支援）

学校図書館

司書等研修

989千円
学校教育への

サポートなど、

通常の司書業

務以上の知識

や訓練が必要。各種研修学校図書館活用教育

図書整備事業

60,000千円
基本パッケージ（約2000
冊）を県立図書館と西部

読書普及センターにそれ

ぞれ配備すると共に、市

町村公立図書館に寄託し

て、周辺の小中学校で共

学校図書

読

書

習

慣

の

確

立

県立図書館の使命
（１）学校図書館への支援

（２）専門的知見に基づく人材養成

蔵書の整備（児童生徒の豊かな心

読書センター機能

調べ学習支援（児童生徒の自立的・

学習情報センター機能

業務やサービスの改善
（開館日・開館時間の増など）

学校図書館活用教育の推進

図書館

県立図書館

市町村立図書館

学
校
図
書
館
を
計
画
的
に
活
用
し
た
教
育
活
動
の
展

学校

第
二
線
図
書
館
機
能

第
一
線
図
書
館
機
能

〔H21実施内容〕

小学校：図書標準の達成率の低い

学校へ直接貸出

直近：21年9月現在(義務教育課調べ)

市町村は県

立図書館の

蔵書をネット

検索、搬送シ

ステムを通じ

て借受。学校

市町村のニー

ズに合わせて

研修実施。巡

回訪問による

情報提供や電

県立図書館（松

江）、西部読書

普及センター

（浜田）における

各学校への団

目標：「子ども読書県しまね」の達成

読書活動の推進と学力向上

ﾚﾌｧﾚﾝｽ

市町村立図書館等の使命
「学校に身近な図書館」として、学校図書館と密に

関わりその活動を支えるという本来の使命について、

学校図書館への

資料支援

専門的知見に基づく

人材養成研修（研修支援）

学校図書館

司書等研修

989千円
学校教育への

サポートなど、

通常の司書業

務以上の知識

や訓練が必要。各種研修学校図書館活用教育

図書整備事業

60,000千円
基本パッケージ（約2000
冊）を県立図書館と西部

読書普及センターにそれ

ぞれ配備すると共に、市

町村公立図書館に寄託し

て、周辺の小中学校で共

学校図書

読

書

習

慣

の

確

立

県立図書館の使命
（１）学校図書館への支援

（２）専門的知見に基づく人材養成

蔵書の整備（児童生徒の豊かな心

読書センター機能

調べ学習支援（児童生徒の自立的・

学習情報センター機能

業務やサービスの改善
（開館日・開館時間の増など）

学校図書館活用教育の推進
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平成２２年度　県内市町村における事業実施予定一覧

学校支援地域本部
事業

放課後子ども教室
推進事業

ふるさと教育推進
事業

実証！「地域力」醸
成プログラム

社会教育主事派遣
制度

松江市 ○ ○ ○ ○ ○

安来市 ○ ○ ○

東出雲町 ○ ○ ○ ○

出雲市 ○ ○ ○ ○

雲南市 ○ ○ ○ ○ ○

奥出雲町 ○ ○ ●

飯南町 ○ ○ ○ ○ ○

斐川町 ○ ○ ○

浜田市 ○ ○ ○ ○ ○

大田市 ○ ○ ○ ○ ○

江津市 ○ ○ ○ ○

川本町 ○ ○

美郷町 ○ ○ ○ ○

邑南町 ○ ● ○ ○

益田市 ○ ○ ○ ○ ○

津和野町 ○ ● ○ ○ ○

吉賀町 ○ ○ ○ ○

海士町 ○ ○ ○ ○ ○

西ノ島町 ○ ○ ○

知夫村 ○ ●

隠岐の島町 ○ ○ ○ ○ ○

計 17 18 21 15 14

(新規実施箇所は未定）

国　事　業 県　事　業

※●はH22年度新規
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Ⅲ 県立社会教育施設の概要



ＴＥＬ ０８５３－６７－９０６０ ＦＡＸ ０８５３－６９－１３８０

E-mail
tobu_shakaikyoiku@pref.shi
mane.lg.jp

ホームページ
http://www.pref.shimane.lg
.jp/tobu_shakaikyoiku/

施設の設置目的

①市町村担当者・公民館職員・NPO関係者など地域における社会教育・生涯学習の指導者養成
のための研修を実施。
②社会教育・生涯学習に関する学習相談や講師等各種情報を提供。
③学校と家庭・地域の連携推進。
これらを通じて、県民の生涯学習の振興に資することを目的として設置。
　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に規定された教育機関であり、「島根県立生涯
学習推進施設条例」に基づいて設置され、「生涯学習の振興のための施策の推進体制の整備に
関する法律」で規定された事業を実施している。

施設概要※ ・東部社会教育研修センター事務室　 　視聴覚センター
　（サン・レイク２階平面図）

設置年度 平成７年度（平成２２年度　移転、名称変更）

１-(1)．東部社会教育研修センター
施設所在地 出雲市小境町１９９１－２　（県立青少年の家「サン・レイク」　２階）

連絡先等

■

和

216

和

213

ｾ

ﾝ

ﾀ

ｰ

救助袋

和

215

ＷＣ女

洋

201

和

218

湯沸室

東部社会教育
研修センター

和

211

視

聴

覚

リ

ー

ダ

ー

室

2

0

3

リ

ー

ダ

ー

室

2

0

4

リ

ー

ダ

ー

室

2

0

5

ＷＣ男

資

料

室

ＷＣ男

調光室 調整室

試食室

多目的ホール

V編集室

ＥＶ

調理実習室

■

準備、検収室

自動販売機

憩いの間

（和室研修室）
和

209

大和室

208

洋

202

和

210

談話室

（大和室）

206

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ室

和

219 大和室

207

救助袋

非常口

↓

→

↑ 和

214

→
倉庫ＥＶ

ＷＣ女
和

212

ﾘﾈﾝ室

和

217

←

多目WC 倉庫

茶室

（事務室）
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施設整備費

運営形態
　　青少年の家　参照

業務内容

①社会教育・生涯学習の指導者養成・研修
　　・市町村社会教育関係者や公民館職員、家庭教育支援者などの専門的スキルを高める研修
　　　の実施
　　・しまね学習支援プログラムの普及、検証・開発
　　・社会教育主事資格取得講習の島根会場（東部・西部）の運営
②社会教育・生涯学習の学習相談と情報の提供
　　・社会教育・生涯学習に関する学習情報の提供
　　・社会教育・生涯学習に関する調査・研究
　　・情報誌「しまねの社会教育だより」の発行
　　・体験活動・ボランティア活動支援センターの運営
　　・視聴覚センターの運営
③学校と家庭・地域の連携推進
　　・「学社連携・融合」の理念に基づく「ふるさと教育」の推進

■

和

216

和

213

ｾ

ﾝ

ﾀ

ｰ

救助袋

和

215

ＷＣ女

洋

201

和

218

湯沸室

東部社会教育
研修センター

和

211

視

聴

覚

リ

ー

ダ

ー

室

2

0

3

リ

ー

ダ

ー

室

2

0

4

リ

ー

ダ

ー

室

2

0

5

ＷＣ男

資

料

室

ＷＣ男

調光室 調整室

試食室

多目的ホール

V編集室

ＥＶ

調理実習室

■

準備、検収室

自動販売機

憩いの間

（和室研修室）
和

209

大和室

208

洋

202

和

210

談話室

（大和室）

206

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ室

和

219 大和室

207

救助袋

非常口

↓

→

↑ 和

214

→
倉庫ＥＶ

ＷＣ女
和

212

ﾘﾈﾝ室

和

217

←

多目WC 倉庫

茶室

（事務室）
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ＴＥＬ ０８５５－２４－９３４４ ＦＡＸ ０８５５－２４－９３４５

E-mail
seibu_shakaikyoiku@pref.shim
ane.lg.jp

ホームページ
http://www.pref.shimane.lg.jp
/seibu_shakaikyoiku/

施設概要

・西部社会教育研修センター　事務室　研修室　学習相談室　情報閲覧コーナー
　　放送大学コーナー
　　（いわみーる３階平面図）

設置年度 平成１２年度（平成２２年度　名称変更）

施設の設置目的

①市町村担当者・公民館職員・NPO関係者など地域における社会教育・生涯学習の指導者養成の
ために研修を実施。
②社会教育・生涯学習に関する学習相談や講師等各種情報を提供。
③県民への学習機会の提供
これらを通じて、県民の生涯学習の振興に資することを目的として設置。
　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に規定された教育機関であり、「島根県立生涯学
習推進施設条例」に基づいて設置され、「生涯学習の振興のための施策の推進体制の整備に関
する法律」規定された事業を実施している。

1-(2)．西部社会教育研修センター

施設所在地 浜田市野原町（西部総合福祉センター「いわみーる」３階の一部）

連絡先等

西部社会教育研修センター

運営形態
～Ｈ１６：県直営
Ｈ１７～：県直営と指定管理の併用
　　(施設管理は、複合施設である西部総合福祉センターを指定管理者が管理）

施設概要

施設整備費

業務内容

①社会教育・生涯学習の指導者養成・研修
　　・市町村社会教育関係者や公民館職員、家庭教育支援者などの専門的スキルを高める研修
　　　の実施
　　・しまね学習支援プログラムの普及、検証・開発
　　・社会教育主事資格取得講習の島根会場（東部・西部）の運営
②社会教育・生涯学習の学習相談と情報の提供
　　・社会教育・生涯学習に関する学習情報の提供
　　・社会教育・生涯学習に関する調査・研究
　　・情報誌「しまねの社会教育だより」の発行
③県民への学習機会の提供
　　・放送大学コーナーの運営

西部総合福祉センター（いわみーる）に計上。

西部社会教育研修センター
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平成２２年度 県立東部・西部社会教育研修センターの事業概要  

研修センター機能 ： 「地域力」の醸成に資する『社会教育指導者・担当者』の養成 

   生涯学習の理念が実現される社会に向けて、「地域力」の醸成に資する社会教育指導
者・担当者（市町村社会教育担当者、公民館職員等）の養成に重点をおき、計画的な研修
を実施する。 
  

  

・県内各市町村に社会教育 
 の指導者・担当者がバラ  
 ンスよく存在するように研 
 修・講座を実施する。 
・社会教育主事の資格を有 
 する人材養成のため，文 
 部科学省より委託を受け，  
 社会教育主事講習を実施 
 する。 

・市町村の社会教育関係者 
 が地域住民の学習の際に 
 気軽に活用できる「しまね 
 学習支援プログラム（親学  
 プログラム）」を開発する。 

・広く県民に生涯学習・社  
 会教育に関する情報を  
 提供するとともに社会教  
 教育に関する講師・プロ 
 グラム等を提供する。 

① 社会教育にかかわ
る人材養成研修事業 

② しまね学習支援プロ
グラムの普及・開発事業 

③ 社会教育の情報
提供事業 

④ 生涯学習・社会教
育に関する教材貸出
事業 

□基礎研修 
・しまねの社会教育入門 
・社会教育施設入門 
・参加型学習入門 
・コミュニケーション術入門 
・プレゼンテーション術入門 

□専門研修 
・コミュニケーションプログラム   
 実践講座 
・コーディネート術実践講座 
・参加型学習実践講座 
・プログラム立案実践講座 

□課題別研修 
・学校教育と社会教育 
・子ども理解と社会教育 
・家庭教育と社会教育「親学  
 ファシリテーター養成講座」 

□メディア研修 （東部）※講座名称は仮称 
・チラシ・広報誌作成入門 
・パソコンを使った映像編集入門 
・パワーポイント入門 

□オプション・出前講座 
・親学プログラムを中心に要望に応じた講座の実施 

□社会教育主事講習  
           ［B］ 

親学プログラム（第１
弾）の普及・検証 

親学プログラム検討
委員会の開催 

親学プログラム（第２
弾）の普及、開発・検
証、試行版の作成 

情報誌「しまねの社 
会教育だより」の発行 

教材の貸出・閲覧 

・生涯学習・社会教育に 
 関する視聴覚機器や 
 教材の貸出、図書や 
 市町村の資料等の提 
 供を行う。 
・放送大学学生，視聴体 
 験希望者に放送大学 
 の授業テープの室内 
 視聴や貸出を行う。  
 （西部）  

学習相談，学習情報
の提供・整理 

□公民館長、社会教育委員研修 

視聴覚センター・情
報閲覧コーナーの
運営 

体験活動・ボランティ
ア活動支援センター
の運営 



２．図書館

ＴＥＬ 0852-22-5725 ＦＡＸ 0852-22-5728

E-mail
tosyokan@pref.shima
ne.lg.jp

ホームページ
http://www.lib-
shimane.jp/

本館：松江市内中原町５２
西部読書普及センター：浜田市長沢町１５５０－１

施設所在地

施設概要※

連絡先等

昭和25年設置年度

施設の設置目的

生涯学習の拠点施設「知の拠点・ナビゲーター」「県内読書施設の総本山」として、県民がだれ
でも、どこでも、図書館サービスを受けられる島根の実現を目指し、２１年３月に策定した「島根
県立図書館振興計画」の５つの目標及び使命（ミッション）の達成を２５年度までの目標とする。
①地域の図書館を支援する図書館
②郷土の歴史や文化を大切にし、情報発信する図書館
③子どもの読書活動を支援する図書館
④地域社会や住民に役立つ課題解決型図書館
⑤情報の拠点になる図書館
　

鉄筋地上2階地下2階建

1階：こども室・学習室・集会室・館外奉仕室・

書庫・コンピュ-タ-室他 2,192.28㎡

2階：一般資料室、中央カウンタ-、郷土資料室、

参考資料室、館長室、事務室他

1,752.36㎡

地下書庫：1,453.60㎡ 駐車場４６台、駐輪場

173.70㎡

蔵書数682,440冊（西部読書普及センタ－含む）

設置根拠:社会教育法、図書館法、島根県立図書館条例
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①地域の図書館を支援する図書館
（１）全県域市町村立図書館等への運営支援
（２）全県的図書館相互協力ネットワークの構築
（３）図書館サービスを支える司書研修センター機能の充実
（４）先進的図書館事業の実施と市町村立図書館等へのフィードバック
②郷土の歴史や文化を大切にし、情報発信する図書館
（１）郷土資料の収集・保存
（２）郷土資料の提供
（３）郷土関係レファレンス（調査・相談）の充実
（４）郷土資料のPR・紹介
③子どもの読書活動を支援する図書館
（１）子どもの読書の普及・啓発
（２）学校図書館への積極的支援
（３）島根の子ども読書センター機能の充実
（４）「子ども読書活動推進計画」の実施
④地域社会や住民に役立つ課題解決型図書館
（１）地域社会の課題解決・調査研究支援
（２）住民の生活上の問題解決支援
⑤情報の拠点になる図書館
（１）蓄積してきた資料・情報を活用した提供、調査サービス
（２）情報技術の活用による図書館サービス
（３）遠隔地、高齢者、障害者等利用者像を想定したサービス

業務内容※

施設整備費※ ２．０億円（S43竣工）、３．５億円（S58増築）、２．６億円（H13改修）

県直営運営形態

鉄筋地上2階地下2階建

1階：こども室・学習室・集会室・館外奉仕室・

書庫・コンピュ-タ-室他 2,192.28㎡

2階：一般資料室、中央カウンタ-、郷土資料室、

参考資料室、館長室、事務室他

1,752.36㎡

地下書庫：1,453.60㎡ 駐車場４６台、駐輪場

173.70㎡

蔵書数682,440冊（西部読書普及センタ－含む）

設置根拠:社会教育法、図書館法、島根県立図書館条例
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平成２１年度主要事業実績（県立図書館） 

■県立図書館機能強化事業（子ども読書推進活動事業） 

（１）学校用団体貸出強化 

○小学校  学校図書館図書標準５０％に満たない１４校に、５０万円分（２５０～

３００冊）の図書を一括貸出。 

○中学校  中学校用図書を１００万円分（約６００冊）新規購入し、県立図書館と

西部読書普及センターにそれぞれ配備。 

 
（２）学校図書館司書及びボランティア初任者研修 

○学校図書館司書等初任者研修（５カ所×１回、２カ所×２回 計９回） 

第１回 学校図書館の基本等講義他 講師：県立図書館職員他 

４～５月 教育事務所管内５カ所で実施 参加：１８０人 

第２回 レイアウトや環境整備他  講師：渡辺暢恵氏 

７月   東西２カ所で実施      参加：１６８人 

第３回 ブックトークの実践他   講師：岡山市学校司書３名 

８月   東西２カ所で実施      参加：１４４人 

○学校図書館ボランティア初任者研修（３カ所×２回、４カ所×１回 計１０回） 

第１回 学校図書館の基本等講義他 講師：県立図書館職員他 

６月   東部、浜田、益田、隠岐４カ所で実施 参加：１２０人 

第２回 図書の装備、補修 演習  講師：県立図書館職員 

１１月  東部、西部、隠岐３カ所で実施    参加：１２３人 

第３回 小中学生に薦める図書紹介 講師：小田川美由紀氏他 

２～３月 東部、西部、隠岐３カ所で実施 

○学校図書館活用教育研修会（東西２カ所で実施） 

学校図書館を活用した教育の必要性と、実践的な情報活用スキルについて講義 

講師：高鷲忠美氏、片岡則夫氏  東部、西部２カ所で実施  参加：１７０人 

 

■電算システムの更新 

電算システムを更新し、サーバーを専門業者のデータセンターに置くハウジング方式

とＡＳＰ/ＳaaＳを採用した、「島根県立図書館情報システム」を導入し、７月２２日に

稼動した。下記新規機能を持ち、県民サービスの一層の向上を図った。 

○横断検索システム 

県内の公共、大学・高専図書館等の所蔵情報を一回の検索で横断的に検索でき、

相互貸借を管理できるシステム。 

○コミュニケーションシステム 

県内の図書館員が、情報の交換や共有を WEB 上で行うことを可能にするシステム。 

○パスファインダー公開システム 

利用者が資料を調査する際のナビゲーションとして、資料のリスト、参考調査（レ

ファレンス）の情報等を WEB 上で県内図書館が協同作成・編集し、公開出来るシス

テム。 

 

■祝日開館、開館時間延長 

学校図書館支援に伴う嘱託員増員（３名）にあわせ、祝日の開館と１０月、３月の開

館時間延長（６時→７時）を実施した。 
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〈館内奉仕用〉

区分 平 成 20 年 度
平成19年度末

受 高 (冊)
払 高(冊) 年度末冊数 構成比(％) 蔵 書 冊 数

分類 購 入 寄 贈 ＊その他 計
総 記 342 136 0 478 1 27,371 4.8 26,894
哲 学 390 97 0 487 20 23,596 4.2 23,129
歴 史 754 476 1 1,231 16 50,977 9.0 49,762
社会科学 1,562 788 2 2,352 14 75,550 13.3 73,212
自然科学 819 133 12 964 22 28,596 5.1 27,654
工 学 384 207 2 593 15 26,470 4.7 25,892
産 業 317 221 0 538 4 21,397 3.8 20,863
芸 術 590 250 0 840 15 29,218 5.2 28,393
語 学 252 19 2 273 3 11,707 2.1 11,437
文 学 1,535 193 2 1,730 24 80,672 14.3 78,966
参 考 720 121 0 841 5 16,698 3.0 15,862
郷 土 783 1,879 9 2,671 179 85,506 15.1 83,014
＊その他 541 111 1 653 20 35,882 6.3 35,249
子 ど も 1,628 69 148 1,845 1 52,294 9.2 50,450
合 計 10,617 4,700 179 15,496 339 565,934 100.0 550,777

＊分類の「その他」には、岩波文庫、ジュニア図書、一般の文芸カセット・ＣＤ・ビデオを含む。
＊受高の「その他」は、生産・編入・移籍を表す。（子どものその他には、あそび教材を含む。）

〈館外奉仕用〉

区分 平 成 20 年 度 平成19年度末

分類 受 高(冊) 払 高(冊) 年度末冊数 構成比(％) 蔵 書 冊 数

総 記 44( 27) 0( 0) 1,402( 810) 1.3 1,358( 783)
哲 学 39( 19) 0( 0) 739( 297) 0.5 700( 278)
歴 史 36( 13) 0( 0) 1,400( 603) 1.0 1,364( 590)
社 会 科 学 99( 42) 0( 0) 3,319( 1,781) 2.9 3,220( 1,739)
自 然 科 学 70( 30) 0( 0) 1,937( 868) 1.4 1,867( 838)
工 学 89( 41) 0( 0) 2,964( 1,476) 2.4 2,875( 1,435)
産 業 28( 11) 0( 0) 1,144( 457) 0.7 1,116( 446)
芸 術 73( 37) 0( 0) 2,075( 855) 1.4 2,002( 818)
語 学 18( 8) 0( 0) 537( 163) 0.3 519( 155)
文 学 762( 421) 0( 0) 16,034( 9,287) 15.1 15,272( 8,866)
子 ど も 3,106(1,457) 0( 0) 64,290(37,740) 61.5 61,184(36,283)
成人グループ用 225( 60) 240( 0) 8,445( 1,890) 3.1 8,460( 1,830)

子どもグループ用 100( 40) 120( 0) 12,220( 5,100) 8.3 12,240( 5,060)
合 計 4,689(2,206) 360( 0) 116,506(61,327) 100.0 112,177(59,121)
（ ）内は、西部読書普及センター分

①事業実績（平成21年度）

(1) 館内奉仕（一部見込み数を含み、最終確定数と異なる場合がある。）

ｱ 開館日数・入館者数

年 間 開 館 日 数 285日

年 間 入 館 者 数 289,000人

一日平均入館者数 1,014人

ｲ 登録・貸出状況

・登録者数

来 館 50,200人 ＊平成元年度からの累計
個 人

郵 送 53人 〃

団 体 161団体 〃
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・貸出冊数・人数

区 分 貸 出 冊 数 貸出延人数(件数) インターネット利用貸出冊数

来 館 251,000 80,000 件 数 冊 数
個 人 1日平均 1日平均

郵 送 350 150 1,900 6.6 7,300 25.5

団 体 9,900 7,400

計 261,250 87,550

一 日 平 均 917 307

ｳ 調査相談（レファレンス）

・受付件数 9,800件

ｴ 予 約（リクエスト、リザーブ、購入希望）

・受付冊数 16,400冊

ｵ 各種講座受講者数

「出雲風土記」 しまね文学 古文書を読む会 古文書を読む会 成人読書会

を読む会(毎月) 散歩(毎月) -近世- (毎月) -中世- (毎月) (毎月)

834人 269人 687人 290人 219人

子どもおたの 親子で絵本を おとうさんといっし
ょに絵本を読む会 子どものつどい 合 計

しみ会(毎月) む会(隔週) （毎月）

420人 370人 110人 79人 3,278人
(インフル対策でク

(８月は休み) リスマス会中止)

(2) 館外奉仕 （３月１５日現在の数値で、最終確定数と異なる。）

貸出種別 団体利用 一括貸出 学校支援 合計冊数 構成比

分類 団体貸出 読書会 (14小学校）

総 記 153 0 293 0 446 0.4%

哲 学 136 40 311 0 487 0.5%

歴 史 127 174 488 0 789 0.8%

社会科学 227 30 745 0 1,002 1.0%

自然科学 177 231 696 0 1,104 1.1%

工 学 596 0 1,257 0 1,853 1.8%

産 業 142 0 441 0 583 0.6%

芸 術 337 200 789 0 1,326 1.3%

語 学 55 16 219 0 290 0.3%

文 学 1,113 4,109 9,063 0 14,290 13.6%

子 ど も 51,078 5,995 21,600 3,972 82,645 78.8%

合 計 54,141 10,795 35,907 3,972 104,815 100.0%



３．青少年の家

ＴＥＬ 0853-69-1316 ＦＡＸ 0853-69-1016

E-mail sunlake@pref.shimane.lg.jp ホームページ
http://www.pref.shimane.lg
.jp/seishonennoie/

施設概要※

鉄筋コンクリート造、鉄筋造、木造等　　　　　　　　　　　　　　宿泊定員２０９名
総延面積９，２３９．０１５㎡
正規職員数１２名

施設の設置目的

法定要件※

　小中高生を中心に、学習及び交流の機会として「自然体験」や「共同生活」、「宿泊研修」の場
を提供することによって、青少年の健全な育成を図るとともに、あわせて県民の教養及び文化の
向上に資することを目的として設置された施設。
　小中高校の学習指導要領でも、特別活動の中で、集団宿泊的行事として、自然や文化等に親
しみ集団生活の在り方などについて望ましい体験を積むことが求められており、その受け皿とな
る教育機関（地方教育行政の組織及び運営に関する法律）として、また、「社会教育法」に規定
された社会教育に関する施設として、「島根県立青少年社会教育施設条例」に基づいて設置さ
れている。

出雲市小境町１９９１－２施設所在地

連絡先等

平成３年度設置年度
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30億円

～Ｈ１８：県直営
Ｈ１９～：県直営（研修業務等）と指定管理（施設の維持・管理業務）の併用

運営形態

施設概要※

業務内容※

施設整備費

①自然体験や集団活動などの体験が不足している子どもたちに、宍道湖を活用した湖面活動
（ｻﾊﾞﾆ･ｶｯﾀｰ）や創作活動など、小・中学生や家族など野外活動の初心者にも安心して自然体
験をしてもらえるよう、周到に準備された体験学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提供。
②保育所のお泊まり保育、小・中・特別支援学校の宿泊体験活動、部活動の合宿、親子のふれ
あい活動、スポーツ少年団活動、ガールスカウトの研修等、多様な団体・個人による研修の支
援。
③子どもの自立を支援する事業、親子のふれあい・親のあり方を学ぶことを支援する事業、心に
悩みや不安を持っている子どもへの支援事業等を主催事業として実施。
④近隣にある、湖遊館・ゴビウス・一畑薬師・出雲古代歴史博物館などの施設と連携した研修の
提供。

- 56 -
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１．利用実態
（１）団体別利用状況

Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
人数 団体数 人数 団体数 人数 団体数

社会教育 6,335 174 6,946 184 5,631 145
社会生活 543 11 1,082 27 724 29
企業 1,852 80 1,840 77 1,759 75
学校 9,442 211 9,986 235 9,657 226
内小、中、高 7,939 168 7,055 165 6,659 145
内保育所幼稚園 745 25 780 25 758 26
個人 5,126 588 4,022 509 3,834 450
その他 4,085 120 3,081 143 2,210 78
主催事業 3,455 3,623 5,549
計（利用実数） 30,838 1,184 30,580 1,175 29,618 1,100
研修者数 53,684 53,988 49,728
＊利用実数：宿泊実数＋日帰り実数

研修者数：宿泊研修者数｛宿泊実数×（泊数＋１）｝＋日帰り実数
＊平成２１年度は新型インフルエンザの影響により利用者減

（２）年齢別利用状況

２．研修内容 （平成２ 1 年度）
（１） 参加者の多い研修 のべ 58,346 人 （複数カウント）
湖面活動（サバニ、カッター、カヌー） 4,902 バーベキュー 2,259
オリエンテーリング 1,603 調理活動 2,300
登山、ハイキング 1,563 レザークラフト 1,993
キャンプファイヤー 975 陶芸 901
七宝焼き 836 座禅 1,031
音楽活動 3,506 講義、講演、自主 31,327
＊複数カウント・・同じ団体（個人）が２つ以上の研修をした場合はそれぞれにカウント

（２）モデルプログラム
9:30 集合 12:00 13:30 16:00

サバニ体験 食堂で 連携施設巡り
（ 10 人乗り大型カヌー） 昼食 ＊宍道湖周辺は学びがいっぱい

＊４０人まで可能
＊連携施設：宍道湖自然館ゴビウス（グリーンパーク）、湖遊館、一畑薬師

一畑電車、平田本陣記念館、荒神谷博物館、古代出雲歴史博物館
松江フォーゲルパーク、弥生の森博物館

３．特色のある主催事業
事 業 名 事業のねらい 主 な 内 容 期日等

チャレンジ 青少年の体験を広げ「生き ・湖面活動（嫁が島へ、筏作り） 8/2~8/5
サン・レイク る力」の育成の一助とするた ・交流活動・自然観察 8/16~8/21

め、個人で参加できる長期宿 ・野鳥観察（モーニングフライト) 8/27~8/29
泊体験の機会を提供する。 ・環境学習・餅つき体験 12/26~

・創作活動 12/28
サン・レイク 学校に行きづらい児童・生 ・体験活動（創作、調理、音楽等）

楽校 徒に、自然体験や生活体験の ・ニュースポーツ体験 年間
機会を提供し、元気や自信を ・湖面活動（サバニ） ７回
つける一助とする。 ・登山

にこにこ 親子の共同・交流体験等を ・親子体験学習・自然体験 5/15~5/16
ファミリー 通じ家族の交流活動を奨励し ・ハゼ釣り、サバニ体験 10/1~10/2

家庭の教育力向上に資する。 ・環境学習・創作活動等 1/15~1/16
(注 )上記の利用人数は平成２２年３月１６日現在

平成１９年度 4%

27%

11%

7%

46%

3%1%1%

小学生未満

小学生

中学生

高校生

大学生

各種学校

青年

成人

平成２０年度 4%

28%

9%

9%

42%

5%1%
2%

平成２１年度 5%

30%

9%

9%5%

40%

1%
1%



平成21年度　団体分類別集計表（島根県立青少年の家）

区分 団体分類 人数 組数 人数 組数 人数 組数 人数 組数 人数 組数 人数 組数 人数 組数 人数 組数 人数 組数 人数 組数 人数 組数 人数 組数 人数 組数
社会教育 スポ少・ボーイスカウ 167 6 201 3 44 2 330 11 252 9 134 5 139 4 178 6 41 2 288 5 142 4 128 3 2044 60

青年部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 33 1 0 0 0 0 33 1
成人スポーツレク 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
子供会・親子会 0 0 156 4 361 5 474 9 581 16 151 6 194 5 43 1 74 1 101 3 138 3 137 4 2410 57
福祉活動 0 0 28 1 190 1 27 1 0 0 0 0 122 1 41 2 37 2 5 1 0 0 23 1 473 10
公民館教委主催他 9 1 60 1 0 0 246 6 179 4 32 1 0 0 55 2 0 0 60 1 30 1 0 0 671 17
小計 176 7 445 9 595 8 1077 27 1012 29 317 12 455 10 317 11 152 5 487 11 310 8 288 8 5631 145

社会生活 病院他 0 0 0 0 43 1 0 0 24 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 67 2
協会 0 0 0 0 95 4 133 3 0 0 20 1 71 1 20 1 0 0 0 0 33 2 0 0 372 12
教員社教研修他 53 4 52 2 0 0 0 0 32 2 0 0 62 3 60 1 0 0 1 1 25 2 0 0 285 15
小計 53 4 52 2 138 5 133 3 56 3 20 1 133 4 80 2 0 0 1 1 58 4 0 0 724 29

企業 商工会議所等 16 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 40 2
企業 248 10 116 5 156 7 130 5 46 2 225 7 130 7 152 5 113 4 246 10 137 6 20 5 1719 73
小計 264 11 116 5 156 7 130 5 46 2 225 7 154 8 152 5 113 4 246 10 137 6 20 5 1759 75

学校 幼稚園・保育園 0 0 0 0 133 4 52 2 27 1 34 2 100 3 76 3 0 0 85 4 140 3 111 4 758 26
小学校 0 0 220 4 967 18 317 11 46 2 587 17 429 9 121 2 20 1 20 1 0 0 107 1 2834 66
中学校 414 3 681 10 57 2 189 6 152 4 138 8 36 1 18 1 73 3 97 4 0 0 0 0 1855 42
高校 468 6 91 3 156 2 278 4 217 10 330 3 136 2 70 1 89 2 9 1 72 1 54 2 1970 37
大学等 314 2 6 1 137 2 0 0 0 0 170 5 4 2 223 8 247 2 0 0 158 4 35 2 1294 28
特殊学校 0 0 45 1 86 2 17 2 0 0 63 4 45 3 7 1 54 2 0 0 0 0 0 0 317 15
専門学校等 328 3 25 1 37 1 30 1 54 1 11 2 79 1 30 1 0 0 35 1 0 0 0 0 629 12
小計 1524 14 1068 20 1573 31 883 26 496 18 1333 41 829 21 545 17 483 10 246 11 370 8 307 9 9657 226

個人 クラブ・バンド等 342 44 324 35 392 41 522 45 481 31 514 43 155 32 217 31 174 35 150 27 250 31 71 12 3592 407
家族 8 2 9 3 14 3 38 4 110 16 38 10 2 1 10 2 0 0 0 0 13 2 0 0 242 43
小計 350 46 333 38 406 44 560 49 591 47 552 53 157 33 227 33 174 35 150 27 263 33 71 12 3834 450

その他 その他 83 4 236 5 49 5 513 15 593 16 96 7 187 7 96 4 60 2 182 4 82 6 33 3 2210 78
小計 83 4 236 5 49 5 513 15 593 16 96 7 187 7 96 4 60 2 182 4 82 6 33 3 2210 78

主催事業 0 0 295 4 98 1 432 3 76 2 51 3 3968 3 0 0 135 4 35 1 188 4 271 5 5549 30
視察 28 14 31 12 115 7 24 5 25 10 10 5 7 6 3 2 5 3 5 2 1 1 0 0 254 67
合計 2478 100 2576 95 3130 108 3752 133 2895 127 2604 129 5890 92 1420 74 1122 63 1352 67 1409 70 990 42 29618 1100

　　　　　　　　　　＊3月１６日現在

10月 11月 合計12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月 9月
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ＴＥＬ 0855-52-0716 ＦＡＸ 0855-52-0707

E-mail syonen@pref.shimane.lg.jp ホームページ
http://www.pref.shimane.lg
.jp/shonenshizen/

４．少年自然の家

連絡先等

①管理・研修棟（802.00㎡)　②食堂・浴室棟（718.50㎡)　③宿泊棟（1,580.70㎡)
④付属施設（71.35㎡)　⑤創作棟(1,150.96㎡）　⑥体育館（835．7㎡）
⑦八角棟（176.44㎡）　⑧ケビン棟（116.64㎡）　⑨第1炊飯棟（335.39㎡）
⑩付属建物（204㎡）　⑪野外施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宿泊定員１８１名

　小学生を中心とする青少年に、学習及び交流の機会として「自然体験」や「共同生
活」、「宿泊研修」の場を提供することによって、心身の健全な育成を図るとともに、あわ
せて県民の教養及び文化の向上に資することを目的として設置されている。
　小中高校の学習指導要領でも、特別活動の中で、集団宿泊的行事として、自然や文
化等に親しみ集団生活の在り方などについて望ましい体験を積むことが求められてお
り、その受け皿となる教育機関（地方教育行政の組織及び運営に関する法律）として、
また、「社会教育法」に規定された社会教育に関する施設として、「島根県立青少年社
会教育施設条例」に基づいて設置されている。

昭和５０年度

〒６９５－０００７　江津市松川町太田６１０施設所在地

設置年度

施設の設置目的

- 59 -

平成17年度から県直営（管理補助業務を外部委託）

初期建設費 　３．３億円(S49)、　冒険の森活動施設、ケビン棟新設　０．８億円(H3)、
新館（管理・研修棟、食堂・浴室棟）開設　２．４億円(H7)、　｢すばるの森｣（宿泊棟を含
む）整備　３．８億円(H8)、　野外炊飯棟　１．２億円(H11)、　宿泊棟～体育館渡廊下設
置　０．１億円(H17)

①自然体験や集団活動などの体験が不足している子どもたちに、江津市の浅利富士を
活用した登山や、２キロメートルを越えるアスレチックコース「冒険の森」、広大な敷地を
活用したスコアオリエンテーリング、火起こし体験などのプログラムを提供。
②小学校の宿泊体験活動の支援。（県内の４０％近くの小学校の利用があり、人数で
は県内６０％前後の児童が利用している。）
③家族や親子を対象とした交流・体験事業（チャレンジ・ザ・サマー、わくわく森もりラン
ド、森と海のつどい）を主催事業として実施。

施設整備費

運営形態

施設の概要

業務内容

- 59 -
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１．利用実態 
（１）団体別利用状況 

 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 
人数 団体数 人数 団体数 人数 団体数 

社会教育 2,775 76 2,644 73 3,216 86
社会生活 581 16 610 20 709 40
企業 171 21 119 8 13 3
学校 7,178 155 7,336 174 7,104 176
（内 小・中・高） 5,842 123 6,159 130 5,782 137
（内 保育所幼稚園） 994 16 670 15 1,041 23
個人 302 26 267 33 240 31
その他 0 0 65 5 0 0
主催事業 899 1,681 1,685 
計（利用実数） 11,906 296 12,722 336 12,967 358
研修者数 2,5308 26,063 25,386 

※ 利用実数；宿泊実数＋日帰り実数 
研修者数；宿泊研修者数【宿泊実数×（泊数＋１）】＋日帰り実数 

 
（２）年齢別利用状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．研修内容（平成 21 年度） 
（１）参加者の多い研修              のべ ４４，１８１人  （複数カウント） 

冒険の森 6,454 キャンプファイヤー 1,809
炊飯活動 5,089 キャンドルのつどい 1,687
原始の火起こし 3,655 浅利富士登山 1,453
オリエンテーリング 2,598 竹工作 1,293
肝試し 2,439 その他 17,704

※ 複数カウント・・・同じ団体（個人）が２つ以上の研修をした場合はそれぞれにカウント 
 

（２）モデルプログラム 
10：00   11：00    13：00  15：00         18：00  19：00 

 火起こし体

験 
野外炊飯 
（ｶﾚｰﾗｲｽ，ﾊﾞｰﾍﾞｷｭｰ）

野外活動 
（冒険の森，ｵﾘｴﾝﾃｰﾘﾝｸﾞ）

夕食 
（食堂） 

肝試し 
ｷｬﾝﾌﾟﾌｧｲﾔｰ 

朝食 
(食堂) 

野外活動(浅利富士登

山・ネイチャーゲーム) 
昼食 

（食堂）

創作活動 
（竹工作，木工作）

 
 

 
注）平成 21 年度実績数は、一部見込み数を含み、最終確定数と異なる場合がある。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成19年度

平成20年度

平成21年度

小学生未満

小学生

中学生
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大学生

各種学校

青年

成人
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３．特色ある主催事業（平成 22 年度） 
 
事業名 事業のねらい 主な内容と対象 期日 
オープンデー 
（春・秋） 

施設を県民に開放して、野

外活動や創作活動を親子で

体験し交流を深める。 

・冒険の森 ・スコアオリエン

テーリング ・創作活動 
※自由参加 

5/１～3 
10/16～17 

チャレンジ・

ザ・サマー 
（計２回） 

家族が大自然の中で行動

を共にし、共通の体験を通し

て、よりよい関係を築くとと

もにその絆を一層深める。 

・冒険の森 ・炊飯活動 ・キ

ャンプファイヤー ・登山・創

作活動 ・親学 
※小学生 1～4 年生とその保護

者（各回 100 名） 

7/10～11 
7/24～25 
 

ジュニア・サ

マー・キャン

プ（計２回） 

自然体験を含めた長期の

集団宿泊体験活動を提供し、

人間関係能力を育む。 

・やぐらづくり ・カヌーで川

下り ・炊飯活動 ・キャンプ

活動 
※小学 5～6 年生（各回 20 名） 

8/7～11 
8/21～25 

わくわく森も

りランド in
江津 

幼児の自然体験活動の支

援を行うとともによりよい

親子関係づくりのための体

験活動を提供する。 

・芋掘り ・ネイチャーゲー

ム ・親学 ・創作活動 
※年長幼児とその保護者（30
名） 

10/30～31 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 





Ⅳ 資料編

１ 島根県関係
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平成２２年度 社会教育課 事務分掌表

平成２２年９月３日現在

社会教育課長 大 矢 敬 子（内線５９１０）

生涯学習振興グループリーダー（総括） 齋 藤 晃 大（内線５４２７）

社会教育主事（兼）社会教育グループリーダー 佐々木 直（内線５４２８）

所 掌 事 務

１ 社会教育に関する指導及び助言に関すること。

２ 生涯学習の振興に係る企画及び調整に関すること。

３ 成人教育、女性教育、高齢者教育、青少年教育及び家庭教育支援（他課の所掌に属するものを

除く。）に関すること。

４ 青少年団体、女性団体、PTA その他の社会教育関係諸団体(社会体育諸団体を除く。)に関する

こと。

５ 青少年の芸術及び文化の振興に関すること（他課の所掌に属するものを除く。）。

６ 公民館、図書館(学校図書館を除く。)、その他の社会教育施設(博物館及び博物館に相当する施

設を除く。)に関すること。

７ 県立生涯学習推進施設に関すること。

８ 県立図書館に関すること。

９ 県立青少年社会教育施設に関すること。

10 前各号に掲げるもののほか、生涯学習の振興及び社会教育に関すること。

Ｇ名 分 掌 事 務 担 当 者 副担当者

１ 課内事務の総括及び調整に関すること ＧＬ（総括）

生 ２ 生涯学習振興グループの総括に関すること 齋藤 晃大

涯 ３ 職員の人事、服務及び研修に関すること （内線 5427）
学 ４ 県議会に関すること

習 ５ 陳情・要望に関すること

振 ６ 総合発展計画に関すること

興 ７ 行政評価に関すること

Ｇ ８ 文書取扱主任に関すること

９ 情報化リーダーに関すること

10 生涯学習推進構想及び生涯学習振興プランに関すること

11 島根県高等学校文化連盟専門部委員長会への参画に関す

ること

12 少年自然の家の事務の総括及び調整に関すること（兼務）

１ 県立生涯学習推進施設（東部社会教育研修センター、西部 企画員 企画員

社会教育研修センター）に関すること 藤原 健司 田原 和美

２ 県立図書館に関すること （内線 5427）
３ 県立青少年社会教育施設（青少年の家、少年自然の家）に

関すること

４ 指定管理者制度に関すること

５ 広聴・広報に関すること

６ 情報化推進、情報化サブリーダーに関すること

７ 栄典及び各種表彰に関すること
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Ｇ名 分 掌 事 務 担 当 者 副担当者

８ 全国大会出場校知事激励に関すること

生 ９ 災害連絡に関すること

涯 10 総合文書管理システムに関すること

学 11 情報公開及び個人情報保護に関すること

習 12 少年自然の家の予算執行及び出納に関すること（兼務）

振 １ 歳入・歳出予算の編成及び執行に関すること 企画員 企画員

興 ２ 国庫金の事務に関すること 田原 和美 藤原 健司

Ｇ ３ 県立社会教育施設の維持修繕に関すること （内線 6485）
４ 職員の福利・厚生に関すること

５ 公務災害に関すること

６ 物品の出納・保管に関すること

７ エコリーダーに関すること

８ その他庶務一般に関すること

９ 少年自然の家の予算及び庶務に関すること（兼務）

１ 島根県高等学校文化連盟との連絡・調整に関すること 嘱託 GL
２ 学校文化部活動外部指導者派遣事業に関すること 高木 優子 齋藤 晃大

３ 島根県児童生徒学芸顕彰及び島根県青少年芸術文化表彰に （内線 6875） 企画員

関すること 藤原 健司

４ 島根県高等学校文化祭共催に関すること 企画員

５ 全国高等学校総合文化祭への参加促進に関すること 田原 和美

６ 放送大学島根学習センターとの連絡調整に関すること

７ 文書の収受・発送・保管に関すること

１ 社会教育グループの総括に関すること 社会教育主事

社 ２ 社会教育事業の総括及び調整に関すること (兼)社会教育ＧＬ

会 ３ 社会教育主事資格の認定に関すること 佐々木 直

教 ４ 社会教育主事資格取得講習に関すること （内線 5428）
育 ５ 派遣社会教育主事に関すること

Ｇ ６ 市町村の社会教育事業の助言に関すること

１ 学校支援地域本部事業（地域人材養成、公民館連携など） 社会教育主事 社会教育主事

に関すること (兼)地域教育 SL

２ 社会教育主事派遣要綱に関すること 木村 真介 三島 伸仁

３ 社会教育主事等の研修に関すること （内線 5429）
４ 教育事務所社会教育スタッフとの連携に関すること

５ 市町村社会教育・生涯学習主管課長会議に関すること

６ 教職員研修計画に関すること

７ 「学社連携・融合」の推進に関すること

８ 成人教育・高齢者教育に関すること

１ ふるさと教育推進事業に関すること 社会教育主事 社会教育主事

２ 「ふるさと教育実践交流会」に関すること 三島 伸仁 山本 一穂

３ 県社会教育委員の会に関すること （内線 5429）
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Ｇ名 分 掌 事 務 担 当 者 副担当者

４ 島根県社会教育委員連絡協議会に関すること

社 ５ 子ども読書活動の推進に関すること

会 ６ 社会教育に係る島根大学との連携に関すること

教 ７ 社会教育調査等に関すること

育 １ 実証！「地域力」醸成プログラムに関すること 社会教育主事 社会教育主事

Ｇ ２ 島根県公民館連絡協議会に関すること 山本 一穂 木村 真介

３ 「公民館ふるまい向上プロジェクト」に関すること （内線 5429）
４ 公民館の設置管理に係る指導・調査に関すること

５ 社会教育の実践者に対する人材養成研修に関すること

６ 国立青少年交流の家との連絡調整に関すること

７ 女性団体の育成・指導に関すること

８ 視聴覚教育、女性教育及び男女共同参画に関すること

１ 家庭教育の支援に関すること 社会教育主事 社会教育主事

２ ふるまい向上プロジェクト事業に関すること (兼)家庭教育 SL

３ 青少年教育に関すること 安達 清志 井上 孝弘

４ 青少年団体の指導及び指導者養成に関すること （内線 5428）
５ 中学生の文化祭（アートフェスティバル）に関すること

６ 中四国主管課長会議の運営に関すること

７ 奉仕活動・体験活動等の推進に関すること

１ 放課後子どもプラン（地域人材養成、基本方針など）に関 社会教育主事 社会教育主事

すること 井上 孝弘 安達 清志

２ 島根県ＰＴＡ連合会合同連絡協議会に関すること （内線 5428）
３ ＰＴＡ団体の研修・指導に関すること

４ 子ども夢基金に関すること

５ 学習塾に関すること

６ 後援、共催に関すること

１ 放課後子どもプラン（国庫補助事務）に関すること 臨時職員 社会教育主事

２ 学校支援地域本部事業（国委託事務）に関すること 吉岡理恵 安達清志

３ 子どものための優れた舞台芸術体験事業（文化庁事業）に （内線 6876） 社会教育主事

関すること 木村真介

４ 芸術等鑑賞機会の提供に関すること （文化庁事業を除く）H22．2 月～ 社会教育主事

５ 社会教育事業の業務補助に関すること 主事（育休代替） 井上孝弘

６ 文書の収受・発送・保管に関すること 予定

青 １ 青少年行政の連絡調整に関すること 社会教育主事（兼）企画幹

少 （併任 青少年家庭課）

年 寺井 貴夫

Ｓ （内線 6524）
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社会教育主事派遣要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、市町村における社会教育行政及び生涯学習振興行政の推進を図るた

め、島根県教育委員会（以下「県教育委員会」という。）が市町村教育委員会に対して行

う社会教育主事（社会教育主事補を含む。以下同じ。）の派遣に関し、必要な事項を定め

るものとする。

（名称）

第２条 前条の県教育委員会が市町村教育委員会に派遣する社会教育主事（以下「派遣社

会教育主事」という。）の市町村教育委員会における職名は、社会教育主事とする。

２ 前項の規定にかかわらず、県教育委員会及び市町村教育委員会は、派遣社会教育主事

という名称を通称として用いることができる。

（職務）

第３条 派遣社会教育主事は、緊急な課題である次の事項に重点を置きながら、派遣先市

町村教育委員会において社会教育行政及び生涯学習振興行政に関する事務に従事するも

のとする。

（１）家庭、学校及び地域が連携協力した社会教育事業の推進

（２）島根の地域の特性を生かしたふるさと教育の推進

（３）広域的な市町村の枠組みの拡大に対応した地域社会における人づくり、地域づくり

の推進

（派遣）

第４条 派遣社会教育主事の派遣を求める市町村教育委員会は、派遣申請書（様式第１号）

を県教育委員会に提出しなければならない。

２ 県教育委員会は、前項の派遣申請に基づき、必要と認めたときは、当該市町村教育委

員会に派遣社会教育主事を派遣するものとする。

（派遣の要件）

第５条 県教育委員会が前条の規定により派遣社会教育主事を派遣する市町村教育委員会

は、次に掲げる要件を満たさなければならない。

（１）当該市町村教育委員会に、自らの任用に係る社会教育主事が置かれていること。

（２）県教育委員会が市町村教育委員会に派遣する派遣社会教育主事が１の市町村教育委
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員会に２人以上である場合にあっては、当該市町村教育委員会に自らの任用に係る社

会教育主事が２人以上で別に定める数以上に置かれていること。

２ 前項第１号の規定にかかわらず、派遣社会教育主事の派遣期間中に当該市町村教育委

員会の自らの任用に係る社会教育主事を置くことが確実であるときは、派遣することが

できるものとする。

（任命）

第６条 派遣社会教育主事は、県教育委員会教育長（以下「県教育長」という。）が選考し、

県教育委員会が任命する。

（身分）

第７条 派遣社会教育主事は、県教育委員会事務局職員の身分と派遣先市町村教育委員会

事務局職員の身分とを併せ有するものとする。

２ 県教育委員会及び派遣先市町村教育委員会は、派遣社会教育主事に対し、それぞれが

社会教育主事の発令を行うものとする。

（派遣の期間）

第８条 一の市町村教育委員会に派遣される派遣社会教育主事の派遣期間は、その者が当

該市町村教育委員会に派遣された時から４年以内とする。ただし、県教育委員会が必要

と認めた場合には、派遣先市町村教育委員会との協議により、派遣期間を延長すること

ができる。

（服務）

第９条 派遣社会教育主事の服務については、派遣先市町村教育委員会の規程に基づき、

当該市町村教育委員会が監督するものとする。

（勤務条件）

第１０条 派遣社会教育主事の勤務条件について、県教育委員会の規程と派遣先市町村教

育委員会の規程との間に相違がある場合には、その都度協議して定めるものとする。

（分限及び懲戒）

第１１条 派遣社会教育主事の分限及び懲戒については、県教育委員会の規程に基づき、

県教育委員会が行う。

（給与等）

第１２条 派遣社会教育主事の給料及び手当（時間外勤務手当、休日勤務手当、宿日直手

当、管理職手当及び管理職員特別勤務手当は除く。）は、県教育委員会の規程に基づき、

県が支給する。

２ 派遣社会教育主事の旅費及び社会教育活動に必要な経費は、派遣先市町村教育委員会
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の規程に基づき、当該市町村が支給する。

（経費の負担）

第１３条 この要綱に基づき派遣社会教育主事の派遣を受けた市町村教育委員会は、その

派遣に要する経費の一部を負担し、県に納入するものとする。

２ 前項の規定による負担金（以下「負担金」という。）の額は、地方交付税法（昭和２５

年法律第２１１号）第２条に規定する単位費用に適用する単位費用積算基礎の前年度分

都道府県分歳出の「派遣社会教育主事」の給与費の積算を基礎とし、前条第１項による

給与等の１人分の単価に、次項に定める定率を乗じて得た金額とする。なお、円未満の

端数は切り捨てる。

３ 前項の定率は、市にあっては２分の１、町村にあっては４分の１とする。

４ 負担金は、毎年度９月及び３月に県教育長が発行する納入通知書により納入するもの

とする。

５ 派遣社会教育主事が私傷病による休暇等により、１暦月の全勤務日の全日を勤務しな

かった場合の負担金については、当該負担金の額を１２で除して得た金額に、該当月数

を乗じて得た金額を控除した額とする。

（協定）

第１４条 県教育委員会は、派遣社会教育主事を市町村教育委員会に派遣するに当たって、

当該市町村教育委員会と協議して協定を締結するものとする。

（教育事務所長の対応）

第１５条 教育事務所長は、派遣社会教育主事の円滑な派遣に資するため、次に掲げる事

項に留意するものとする。

（１）派遣社会教育主事の活動計画について、市町村教育委員会と密接な連携を図り、相

互の計画に食い違いが生じないようにすること。

（２）派遣社会教育主事の情報交換・連絡の日を月１回以上設けること。

（派遣先市町村教育委員会教育長の対応）

第１６条 派遣先市町村教育委員会の教育長（以下「市町村教育長」という。）は、派遣社

会教育主事と協議の上、社会教育行政及び生涯学習振興行政を円滑に推進するため、地

域における連携を図る連絡会議等を組織し、家庭、学校、地域の連携に係る推進体制の

整備を図るものとする。

２ 市町村教育長は、派遣社会教育主事の職務の円滑な遂行に資するため、次に掲げる事

項に留意するものとする。
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（１）市町村教育委員会の自らの任用に係る社会教育主事と派遣社会教育主事とが、互い

にその専門性を生かし、相互の協力体制に基づいた活動が行われること。

（２）研修機会の提供等を適切に行うこと。

（３）第９条に定める派遣社会教育主事の服務の監督に当たっては、執務が継続できない

程度の支障が生じたときは、速やかに教育事務所長に通知すること。

（市町村教育長の報告等）

第１７条 市町村教育長は、事務の遂行に当たって、次に掲げる報告書等を提出するもの

とする。

（１）派遣社会教育主事と協議の上、社会教育・生涯学習振興活動年間計画書（様式第２

号）を作成し、教育事務所長を経由して県教育長に提出すること。

（２）社会教育・生涯学習振興活動月別実績報告書（様式第３号）を、月１回、翌月15日

までに、半期別報告書（様式第４号）を10月末日までに、教育事務所長を経由して、

県教育長に提出すること。

（３）社会教育・生涯学習振興活動年間実績報告書（様式第５号）を、翌年度４月末日ま

でに、教育事務所長を経由して、県教育長に提出すること。

（４）その他必要に応じた関係書類

（その他）

第１８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、県教育長と市町村教育長が協議し

て定めるものとする。

附 則

１ この要綱は、平成２０年９月１８日から施行し、平成２１年度以降の派遣に関し適用

する。

２ 従前の地域教育コーディネーター派遣事業実施要綱は、平成２０年度までの派遣に関

し効力を有するものとし、平成２１年度から廃止する。
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ふるさと教育推進事業基本方針

島根県教育委員会

１ 背景

子どもたちの自然体験や社会体験の不足、善悪の判断や規範意識の低下などの課題が

指摘される中にあって、学校においては問題行動やいじめの増加、家庭や地域において

はその教育力の低下などが懸念されている。

こうした課題を解決するため、学校と地域が一体となり、体系的なふるさと教育を推

進する必要がある。学校においては、児童生徒の豊かな心や地域への愛着を培い、学習

意欲の向上を図るとともに、地域に開かれた特色ある学校づくり、教師の意識改革等を

図る必要がある。地域においては、大人たちが積極的に学校教育を支援しながら、教育

力の向上・活性化、地域社会の基盤強化を図る必要がある。このように、学校と家庭・

地域が一体となって児童生徒の〔生きる力〕を養い、心豊かでたくましい、明日の島根

を担う子どもの育成を図ることとする。

２ ふるさと教育の理念

ふるさと教育とは、自然・歴史・文化等の郷土学習によってふるさとに対する認識を

高めるだけでなく、地域の人々とのふれあいや地域に出かけて行う自然体験、社会体験、

生産体験、職場体験等を通じて、ふるさとへの愛着と誇りを養うとともに、コミュニケ

ーション力や地域社会の一員としての自覚を身につけた心豊かな人間性・社会性を持つ

子どもを育もうとするものである。また、ふるさと教育は、地域の「ひと・もの・こと」

を活用した学社連携・融合の教育活動を通じて、美しいものや気高いもの、生命の神秘

などに感動する心や、他人をやさしく思いやり、卑怯を恥じる心を養うとともに、学ぶ

喜びや達成感を味わいながら学習意欲を高めていくものでもある。

人格形成の最も多感な時期においてのこうした教育が、日々報道される深刻な事件・

事故や、自分さえよければといった社会的風潮、金銭至上主義、過度な市場原理主義な

ど、我が国が陥ってしまった「社会病理現象」から立ち直るための糸口を探る「遠くて

近い道」であるとの認識に立って、島根県内の全ての公立小中学校・全学年・全学級に

おいて、ふるさと教育を推進していくこととする。

３ ふるさと教育がめざすもの

（１）学ぶ楽しさ

子どもたちが、学ぶ喜びや充実感を味わい、学習意欲や追求意欲を高めながら、学

力を一層高めていく。

（２）豊かな人間性や社会性

子どもたちが、学びを通して、自らを律しつつ他人と協調し、他人を思いやる心、

人権を尊重する心、美しいもの、気高いものに感動する心など、豊かな人間性や社会

性を培っていく。

（３）ふるさとへの愛着と誇り

子どもたちが、ふるさとを愛し、地域の一員として地域に貢献したり、地域を大切

にしたりする心を培っていく。
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４ 具体的な取組

（１）市町村教育委員会での取組

① 上記の理念等を踏まえ、学校と家庭と地域が一体となってふるさと教育を推進して

いくため、急激な社会変化の中での地域の特色を把握し、市町村としての目標を明確

にするとともに、地域の人材育成、仕組みづくり、公民館等と学校が連携して行う事

業等を具体化した「ふるさと教育推進計画」を策定する。

② 地域の人材バンク機能を担う公民館等との連動性を高めるため、作成した「ふるさ

と教育推進計画」をもとに、公民館等と連携して、地域の学校支援ボランティア等の

発掘・養成を行い、学校の支援体制の向上に努める。また，学校におけるふるさと教

育と連動した公民館事業を展開するなど学校・家庭・地域が一体となる取組を支援す

る。

（２）学校での取組

市町村が作成する「ふるさと教育推進計画」をもとに、学校は、地域の教育資源「ひ

と・もの・こと」を教育課程に位置づけ（年間３５時間以上）、「ふるさと教育全体

計画」及び「ふるさと教育年間指導計画」を作成し、家庭、地域と連携した教育活動

を行う。

（３）期待する効果

家庭や地域の学校教育に対する理解・協力、地域に開かれた学校づくり、特色ある

学校づくりを推進することによる児童生徒、教職員の地域に対する理解と愛着・誇り、

地域の学校教育に対する理解が深まる。ひいては、こうした取組が、更に児童生徒の

学力向上や教職員の資質向上につながっていくことが期待できる。また、家庭や地域

の大人が子どもにかかわることで、地域の教育力の向上や地域力の醸成を図ることが

期待できる。

５ 県の支援

（１）市町村教育委員会の「ふるさと教育推進計画」に基づく事業に対して、別に定める

交付金交付要綱により助成する。

（２）各市町村教育委員会や各学校の全体計画や取組等に対して、各教育事務所の指導主

事等が指導・助言する。また、各教育事務所の社会教育主事や派遣社会教育主事が支

援・助言する。
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ふるさと教育推進事業実施要綱

１ 目的

子どもたちを巡る様々な課題を解決するため、地域住民が学校教育へ参画したり自主

的な学習活動や社会参加活動を促進するなど、学校と家庭と地域が一体となった体系的

な教育活動を推進することが必要である。

そのため、ふるさと教育の趣旨に則り、児童生徒の豊かな心や地域への愛着を培い、

学習意欲の向上を図るとともに、地域に開かれた特色ある学校づくり、教師の意識改革、

家庭・地域における教育力の向上・活性化，地域社会の基盤強化等を進める。

このことにより、児童生徒の〔生きる力〕を養い、心豊かでたくましく、明日の島根

を担う子どもの育成につなげる。

２ 事業期間

平成２０年度から平成２２年度までの３ヵ年とする。但し、単年度ごとの計画・実施

とする。

３ 事業内容

(1)ふるさと教育推進事業交付金を交付する。

県は、市町村が行うふるさと教育推進事業の活動に係る経費を交付し、当該交付

要綱は別に定める。

(2)県は次に掲げる事業を行う。

①市町村教育委員会へふるさと教育推進事業基本方針を提示する。

②市町村教育委員会へ県の機関・施設のもつ人材、情報、学習の機会の提供をする。

③市町村でふるさと教育を推進する指導者、ボランティア等の資質・能力等を更に高

めるための研修会を開催する。

④ふるさと教育推進のため市町村教育委員会へ指導・助言する。又事業評価を行い、

事業の深化に努める。

(3)市町村は次に掲げる事業を行う。

①「ふるさと教育ネットワーク会議」を、既存の会議や同様のねらいを持って新たに

設置する別の会議等の活用も図りながら、開催する。

②市町村における「ふるさと教育推進計画」（様式１）を策定する。

③市町村における事業を管轄内の各小中学校へ周知し、各学校が実施する「ふるさと

教育全体計画」のとりまとめと指導を行う。

④ふるさと教育を実践する学校支援ボランティアや指導者の発掘・育成を図るための

研修会を年２回程度開催する。

⑤ふるさと教育を発展・補完・深化させるため、公民館等を中心にした生涯学習・社

会教育事業を実施する。また、学校においては、放課後や土日等において、これら

の事業の利用を図り、ふるさと教育の充実を図る。

例 親子ふるさと共同体験活動、奉仕活動・ボランティア活動・職場体験活動、

通学合宿、長期自然体験活動、ふるさと探訪自然体験活動等

⑥地域講師やボランティア等の人材バンクを整備する。

地域にある教育資源［ひと・もの・こと］を公民館等との連携により収集・整理

し地域人材バンク等を作成しながら、その効果的な活用を図る。

⑦事業終了後に、実施報告書（様式２）を作成し県教育委員会に報告する。
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ホームページや広報誌をとおして、ふるさと教育について情報を発信する。

(4)学校は次に掲げる事業を行う。

①市町村の「ふるさと教育実施計画」を踏まえ、ふるさと教育を教育課程の中に位置

づけた「ふるさと教育実施計画」（様式３）を策定し市町村教育委員会に提出する。

・地域にある教育資源［ひと・もの・こと］と関わった学習内容を、各教科や総合

的な学習の時間等で検討・整理し、「ふるさと教育全体計画」を策定する。

・学年毎に、各教科や総合的な学習の時間等の関連を図りながら、ふるさと教育の

年間指導計画を策定する。

②「ふるさと教育全体計画」を踏まえて、地域の人材等を活用した教育活動を各学年

で年間35時間以上実施する。

③事業終了後に、実施報告書（様式４）を作成し市町村教育委員会に報告する。

④ふるさと教育の計画、実施状況について、校報やホームページ等を利用し、保護者

を含め地域に対して幅広く情報発信に努めること。

４ 事業の構成と実施体制

①実施計画書の提出

学校 ②事業計画書の提出

①⑧↓ ↑活動費の割当等 ③ヒアリング

市町村 ④交付額の内示

②⑤⑨ ③④⑥⑦⑩ ⑤交付申請

⑥交付決定

県 ⑦概算払い

⑧実施報告

⑨実績報告

⑩交付金の確定、精算払い

５ 施行日

(1)この要綱は、平成２０年３月１３日から施行し、平成２０年度の事業から適用する。

(2)この要綱の改正後の規定は、平成２１年度の事業から適用する。
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ふるさと教育推進事業交付金交付要綱

（目的）

第１条 島根県におけるふるさと教育を推進するため、市町村教育委員会で実

践する諸活動が円滑に行われるよう、ふるさと教育推進事業交付金（以下

「交付金」という。）を予算の定めるところにより交付することとし、その

交付に関し必要な事項について定めるものとする。

（交付金の対象）

第２条 この要綱において、交付金の算定に当たって対象とする経費は次の各

号に掲げるものとする。

(1) 市町村教育委員会における事業費

(2) 学校における事業費

（交付金の対象経費の算出基礎等）

第３条 交付金の対象経費の算出基礎等については次のとおりとする。

市町村教育委員会に 学校における事業費

おける事業費

算出基礎 200千円 各小学校・中学校×＠100千円

使途内訳 ①地域人材の養成研修に要する ①特別非常勤講師報酬

経費 ②学校支援ボランティア謝金

②公民館活動との連携に要する ③各学校における活動に要する経費

経費

※①②のいずれか片方だけの実

施は不可とする。

注 市町村教育委員会における事業費と学校における事業費との間の流用

は不可とする。

（交付対象者）

第４条 交付金の交付対象者は市町村とする。

（事業計画の報告）

第５条 交付金の交付を受けようとする市町村長（以下「市町村長」という。）

は、毎年度の事業計画を様式第１号に関係書類を添付して前年度の３月末日

までに島根県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）に提出しなけれ

ばならない。

（交付申請）

第６条 市町村長は、前条の事業計画書の提出後、様式第２号により交付申請

書を教育長が別に定める日までに提出しなければならない。

（交付の決定）

第７条 教育長は、前条により提出された交付申請書に基づき交付金額を決定

し、様式第３号により交付金決定通知書を市町村長に送付するものとする。

（概算払）

第８条 教育長は、必要と認めるときは、市町村長の請求に基づき概算払いが

できるものとする。

２ 市町村長は、概算払の請求をしようとするときは、様式第４号により概算

払請求書を教育長に提出しなければならない。
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（計画変更の承認）

第９条 市町村長は、事業の内容を変更（ただし、費目の２０％以内の額にあ

たる変更は除く）するときは、あらかじめ様式第５号により変更交付申請書

を教育長に提出し、その承認を受けなければならない。

２ 教育長は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を

変更し、又は、条件を付することができる。

（事業報告）

第10条 市町村長は、事業が完了したときは、完了の日から起算して３０日以

内、又は、当該年度の３月１０日のいずれか早い日までに、様式第６号に関

係書類を添付して事業報告を教育長に提出しなければならない。

２ 市町村長は、当該年度内であって第７条による交付決定の日以前に実施し

た事業に要する経費についても前項の事業報告書に算入することができる。

（額の確定）

第11条 教育長は、前条の報告を受けたときは、報告書等の審査及び必要に応

じて現地調査等を行い、その報告に係る事業の実施結果が交付金の決定内容

（第９条に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付し

た条件に適合すると認めたときは、交付すべき額を確定し、市町村長に通知

する。

（その他）

第12条 この要綱に定めるもののほか、交付金の交付について必要な事項は別

に定める。

附 則

１ この要綱は、平成１７年４月１日から施行し、平成１７年度交付分から適

用する。

２ 平成１７年度の事業計画の報告に当たっては、第５条に定める「３月末日」

は「４月末日」とする。

附 則

１ この要綱は、平成１７年５月１１日から施行し、平成１７年度交付分から

適用する。

２ 第３条第２項の改正に係る平成１７年９月又は１０月に合併する市町村の

平成１７年度の事業計画の報告に当たっては、第５条に定める「３月末日」

は合併前の事業計画については「５月末日」、合併後の事業計画については

「１０月末日」とする。

附 則

１ この要綱は、平成１８年３月７日から施行し、平成１８年度交付分から適

用する。

附 則

１ この要綱は、平成２０年３月１３日から施行し、平成２０年度交付分から

適用する。

附 則

１ この要綱は、平成２０年１２月２４日から施行し、平成２１年度交付分か

ら適用する。
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島根県の放課後子どもプラン基本方針～子どもたちの心安らぐ放課後や休日のために～ 

島根県・島根県教育委員会 

この基本方針は、島根県における「放課後子どもプラン」の基本理念を示すとともに、その実施に当たって、各小学校区

毎での検討の場（運営委員会等）における検討のポイントを示すものです。 

１．放課後子どもプランのねらい 

★  子どもは地域の宝です。子どもの健やかな成長は全ての県民の願いです。大人は子どもの素直な好奇心やあふ

れる笑顔に接することで、日々元気をもらっています。 

知・徳・体の調和がとれ、社会や人と積極的に関わっていくことができる子どもを育むためには、家庭・学校・地域社

会が、相互のしっかりとした信頼関係を築きながら、それぞれの役割と責任を果たしていく必要があります。 

 

★  しかしながら、そのような家庭・学校・地域社会の連携協力による良好な教育環境を組み立てることは、現実には

容易ではありません。 

家庭は、子どもに基本的な生活習慣や規範意識などを身につけさせ、心身の調和のとれた発達を促す上で第一義

的な責任を負っています。しかし、少子化、核家族化、価値観の多様化、雇用の流動化など社会の大きな変化の中で、

教育力の低下が懸念されています。 

また学校は、いじめ、不登校、学力・体力の低下、生活習慣の乱れなど根が深く深刻な教育問題への対応に追わ

れ、子どもや家庭と丹念に向き合う心理的・時間的な余裕を失いつつあるように見受けられます。 

そして地域社会は、かつては濃密な人間関係を背景として日常生活の営みの中に教育力を宿していました。しかし、

今やその力を失いつつあり、学校への支援を含め、地域全体で子どもを育む仕組みを意識的に再構築していく必要

に迫られています。 

 

★  一方、島根県内では、地域のひと・もの・ことを活用して学ぶ「ふるさと教育」を県内全ての公立小中学校で実施し

ています。ここでは地域の大人が直接授業に関わり、子どもたちの学びを支えています。 

また、留守家庭の児童に対し毎日の生活の場を提供する「放課後児童クラブ」に加え、地域の大人たちが異年齢の

子どもたちに交流・体験の場を提供する「子どもの居場所」の開設も進んできました。 

こうした取り組みを通じて学校と地域社会との距離が縮まり、また地域の大人が子どもの教育に積極的に関与して

いく気運が高まりつつあります。 

 

★  「放課後子どもプラン」は、このような背景のもと、地域の宝である子どもを地域全体で育むという基本理念に基づ

き、群れて遊ぶことが少なくゲームやテレビで過ごしがちな子どもに、地域の大人たちの力を結集して放課後や休日

を健やかに過ごすことができる環境を保障し、地域での子どもの育ちを支えようとするものです。 

この取り組みは、地域の教育力を再構築していく具体的なきっかけとなるものであり、できるだけ多くの地域住民が

参画し、広く情報を共有することで、大きな推進力にしていくことが望まれます。 

また、学校と地域社会との連携協力や信頼関係の構築に向けて、この取り組みを十分に活かしていく必要もありま

す。 

さらに、保護者を便利なサービスの利用者の側に留めておくのではなく、例えば地域の様々な行事や活動とつなが

るきっかけを提供するなど、「放課後子どもプラン」を家庭の教育力の向上に結びつけていくという理念を持つことが重

要です。 
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★ 「放課後子どもプラン」は、ふるさとに愛着と誇りを持ち、幅広い交流や多様な体験を通じて自らの可能性を開花させ、

社会の一員として自立して生きていくことができる子どもを育むことをめざし、家庭・学校・地域社会の連携協力による

社会総がかりの取り組みとして推進するものです。 

 

２．放課後子どもプランのめざすもの 

～島根県では、「放課後子どもプラン」を次のように推進することをめざします～ 

① 社会総がかりで子どもの育ちを支える気運の醸成と仕組みづくりのため、すべての小学校区ごとに地域内の子ど

もの放課後や休日の過ごし方が検討・対応される場づくりをめざします。 

② 国庫補助事業である「放課後子ども教室推進事業（※１）」や「放課後児童健全育成事業（※２）」の推進をはじめ、

放課後の子どもたちを対象とした様々な取り組みが、地域の実態に応じて、相互に連携協力しながら総合的・体系

的に推進されることをめざします。 

③ 関係機関が、より連携を強め、取り組みの推進にあたることをめざします。県の関係各課も連携体制を確立し、関

連施策の推進をはかります。 
 

※１ 放課後子ども教室推進事業 ：「子どもの居場所」として公民館や学校の余裕教室を活用し、地域の大人がボランティアとして参画し、

放課後や週末に子どもたちが体験や交流を行う場として開設されてきたものです。異年齢で自由に遊んだり、文化体験やスポーツを楽

しんだり、ものづくりや読書をするなど内容や実施の形態は地域によって様々です。 

※２ 放課後児童健全育成事業 ：保護者が労働等により昼間家庭にいない児童（小学校に就学しているおおむね１０歳（小学３年生）未満

の児童）に対して生活の場を提供するものです。専用のスペースがあり、専任の指導員が配置されています。 

 

３．放課後子どもプランの進め方 

 ① 子どもの放課後や休日の地域での過ごし方を検討する場をつくりましょう。 

 ② 検討をもとに、地域ごとの子どもたちの生活や活動の形をプランニングしましょう。 

 ③ プランに沿って地域の実態にあった活動に取り組みましょう。 

 ○子どもの過ごし方を考えるエリアは小学校区毎に 

 ○地域の子どもの育ちについて関係者の共通理解やネットワーク化を図る場に 

  

★ プラン検討に先立って → 既存の取り組みを確認 

□放課後や休日に安全で安心できる生活の場がありますか。  

□子ども同士（異年齢）の多様な関わりや子どもが群れて遊ぶ機会がありますか。  

□子どもの関心や意欲に応じた様々な活動や体験の機会がありますか。  

□スポーツ活動（スポーツ少年団等）や文化活動、子ども会などで日程や参加者が重なったり競合したりしてい

ませんか。  

□たくさんの行事の中で、かえって子どもが多忙になりゆとりが失われていませんか。  

★ 実態をふまえて → 放課後等の生活や活動をプランニング 

地域（小学校区）で、放課後や休日の子どもたちが心安らいで過ごせる環境をつくりましょう。 そのため、従来の

スポーツ活動（スポーツ少年団等）や文化活動、子ども会活動のほか、放課後児童クラブや放課後子ども教室の
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取り組みなどを地域の実情に応じて柔軟に実施・連携するなどして、それぞれの地域に合った校区毎の「放課後

子どもプラン」を検討しましょう。  

 ☆ 例えば・・・今の私たちの地域に何が必要か？  

ニーズに対応した放課後や休日の子どもの生活や活動の場（子どもの居場所など）ができないか？ 

•  実施主体はどこがいいのか？ 

•  ボランティアの確保はどうするのか、だれがボランティアの調整をするのか？ 

•  活動の内容や活動場所、活動経費はどうするのか？ など 
 

地域内の子どもが関わる行事を共同で開催できないか？ 

• 自然体験やボランティア活動など、地域の子どもがともに参加できる行事を調整（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ）するには？ 

• 参加に当たって子どもへの配慮や支援を要する留意点について、異なる団体がお互いに情報共有する工

夫は？ 

• 放課後子ども教室の遊びの場に放課後児童クラブの子どもが遊びに来るには？ など 
 

障害のある子どもや不登校の子どもたちも、ともに地域で活動できる取り組みになっているか？ 

• 地域の子どもが参加し、交流するためには、どんなサポートが必要か？  

• 特別な支援が必要な子どもたちの様子やニーズ等を把握しているか？ など  

 

３．放課後子どもプランを推進するためのポイント 

ポイント１ 地域の子育て、無理なく無駄なく （現行の仕組みを活用しましょう） 

●地域にある既存の組織や取り組みなどをうまく活用・連携して実施していけばよく、必ずしも新たな取り組みや新

たな組織を立ち上げなくてもかまいません。 

●検討内容は地域の実情に応じて考えられるもので、決まった形はありません。 

 

ポイント２ 活動の共有からはじける笑顔 （人の関わりという視点をふまえましょう）  

●たくさんの大人（ボランティア）が地域の子どもに関わる仕組みをつくりましょう。 

 地域ごとに、子どもに関わる大人（ボランティア）の確保をはかりましょう。 

 リーダーとなる人材には、専門的な知見も必要であり、研修等の機会も必要です。 

 中学生や高校生などがボランティアとして参画することも検討しましょう。若者の社会参加の機会になるほか、活

動による交流の幅も広がります。 

●参加する大人にとっても大きなメリットとなります。 

 子どもに関わるボランティア活動は地域貢献の場ともなり、参加する大人の生涯学習の実践の場ともなります。 

 子どもとの多様なふれあいの中で、子どもから元気をもらうなど、参加した大人の「生き甲斐」や「やり甲斐」につな

がります。 

●保護者や学校関係者も取り組みに積極的に関わりましょう。 

 保護者は、単に便利なサービスを享受する側に回るのではなく、できるだけ積極的に地域の取り組みに関わって

いく姿勢が大切です。多様な「子育て観」に触れたり、地域における子育て・子育ち支援の取り組みを知ることによ

って、過剰な負担感から解放されたり、自信を回復するきっかけになることも期待されます。 
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 仕事などで留守家庭が増えている点も考慮し、保護者が無理なく地域との接点を持つことができるきっかけを提

供することも検討しましょう。 

 学校も、地域のニーズや活動の内容に関心を持ち、家庭や地域とともに子どもを育てていくという視点が求められ

ます。学校にとっては地域とのつながりを深め、家庭や地域にとっては学校への理解や支援・協力の気持ちを培

っていく機会となることが期待されます。 

 

ポイント３ 地域全体が子どもの居場所 （運営の方法やしくみを工夫しましょう） 

●放課後子どもプランコーディネータ（※３）等を配置し、効果的な活動支援を行いましょう。 

 関係機関間や事業の調整（コーディネート）をしましょう。 

 コーディネータには連携事業の企画やボランティアの参加調整など中心的な役割が期待されます。 
 

※３ 放課後子どもプランコーディネータ 地域の中で取り組まれる放課後子どもプランに関わる事業間の連携や調整を行う担当者で、地域

の子どもに関わる取り組みの中心的な役割が期待されます。 

●地域内のニーズを把握してプランを検討しましょう。 

 子どもや保護者、地域のニーズをアンケートや懇談会などを通じ把握しましょう。 

●子どもの安全確保については十分な対応をとりましょう。 

 子どもの活動中及び行き帰りを含めた安全の確保に関わる方策は十分に検討しましょう。 

 緊急時の訓練などのほか、保護者や地域への活動内容の周知等も効果的です。 

 たくさんの禁止事項は逆に子どもの育ちを狭くします。危険性は取り除いた上で、子どもが自らリスクを判断できる

ような配慮を検討しましょう。それを見極める大人の力量も必要でしょう。 

●国庫補助事業等を活用しましょう。 

 「放課後子ども教室推進事業」と「放課後児童健全育成事業」の一体的あるいは連携した取り組みにあたっては、

単純な一体化・一本化ではなく、それぞれの取り組みの十分な調整のもと、地域の実情やニーズに応じた実施を

しましょう。 

 実施場所については、学校の余裕教室・公民館・児童館など、地域の実情に応じて適切な場所で実施されるもの

です。 

 それぞれの事業は実施要綱に沿って実施されますが、事業目的に照らして適切なサービス水準が維持・確保され

るよう配意しましょう。 

 

ポイント４  遊びの中で子どもは育つ （活動の内容は子どもの成長と深く関わります） 

●子どもの生活実態を踏まえ、心身の健やかな育ちと多様な体験の調和のとれた活動を工夫しましょう。 

 子どもに多様な体験の場を提供することも大切ですが、過剰な活動や過度な干渉がないように配慮しましょう。子

どもの居場所にとって「何かをしてもいいし、何もしなくてもいい場・時間」も大切です。 

 異年齢集団での主体的な活動は子ども同士のコミュニケーションの力をのばすよい機会となります。 

 体を使った外遊びなどは食事や睡眠の充実や安定にもつながり、生活リズムの改善を図ります。 

 放課後等の活動の中に、子どもの様々な学びの場を設ける視点も大切です。地域にある様々な学習素材等も活

かしながら内容を検討しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 島根県の支援 

  島根県は、これらの活動を支援します。  

• 検討の場（運営委員会等）の開催やコーディネータの配置、放課後子ども教室や放課後児童クラブ

の運営等に要する経費に対し、補助を行います。  

• 事業に関わるコーディネータやボランティアの皆さんの情報交換や研修の機会をもちます。  



№ 氏　　名 ふりがな 地域

1 赤水　照子 あかみず てるこ 奥出雲

2 有馬　毅一郎 ありま きいちろう 松江

3 小川　和邦 おがわ かずくに 大田

4 小村  孝志 おむら たかし 出雲

5 狩野由美子 かりの　ゆみこ 松江

6 川神　裕司 かわかみ ひろし 浜田

7 栗栖　真理 くりす まり 浜田

8 坂本　和子 さかもと かずこ 松江

9 神　　英雄 じん ひでお 浜田

10 高岡　信也 たかおか のぶや 松江

11 佃　　稔 つくだ みのる 海士

12 中島　直 なかしま　ただし 出雲

13 仲野　　寛 なかの ひろし 松江

14 福間　敬明 ふくま ひろあき 松江

15 堀川　照代 ほりかわ てるよ 松江

16 前島　泰 まえじま やすし 東出雲

17 増田　清子 ましだ きよこ 津和野

18 松本　英史 まつもと ひでし 松江

19 横山　恵子 よこやま　けいこ 松江

20 若菜　洋子 わかな ようこ 浜田
23

（敬称略・50音順）

公募委員

松江市政策部広報専門監

島根県小学校長会幹事（松江市立鹿島東小学校長）

ＮＰＯ法人らんぐ・ざーむ専務理事  　　　

島根大学生涯学習教育研究センター教授

島根県公民館連絡協議会長

島根県立大学短期大学部教授

島根県社会教育委員連絡協議会副会長

浜田市立石正美術館主任学芸員

島根大学教育学部長 

海士町教育委員会教育長

島根県中学校長会副会長（出雲市立河南中学校長）

島根県国公立幼稚園長会長（松江市立幼保園のぎ園長）

島根県PTA連合会合同連絡協議会長

浜田のまちの縁側代表

ＮＰＯ法人しまね子どもセンター理事長

島根県連合婦人会長

島根大学名誉教授

大田市教育委員会教育長

島根県公立高等学校長協会副会長（松江工業高等学校長）

役　　　　　　　職

　　　　　　　　　　　　　島根県社会教育委員名簿

　　　　　任期：平成２０年６月２４日～平成２２年６月２３日

　　　（Ｈ２１．５．１一部改選）
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社会教育関係各種表彰一覧
［平成２１年度］

表彰者 表 彰 名 被 表 彰 者

文部科学大臣 優良ＰＴＡ文部科学大臣 奥出雲町立高田幼小ＰＴＡ
表彰

子どもの読書活動優秀実 大田市立大田市中央図書館
践図書館・団体（者）文
部科学大臣表彰 伯太町子ども読書クラブ(安来市)

松江市古志原公民館優良公民館表彰

社会教育功労者表彰 長野 忠（松江市）

視聴覚教育功労者表彰 該当なし

島根県知事 島根県各種功労者表彰 朗読ボランティアグループ 水輪会
点訳ボランティア 楽天会

県教育委員会 教育功労者表彰及び教育 石倉 純子（松江市）
優良団体表彰 渡部 和夫（出雲市）

県教育長 松江市島根公民館
優良公民館表彰 飯南町頓原公民館

邑南町口羽公民館
浜田市立黒沢公民館
益田市安田公民館

石原 晴代（奥出雲町立布勢公民館 館長）
石原 晴美（松江市忌部公民館 主任）

公民館職員表彰 田中 文子（斐川町荘原公民館 主事）
和田 玲子（出雲市今市ＣＣ マネジャー）
山﨑 壽松（浜田市立周布公民館 館長）
渡邉 修（益田市種公民館 館長）
東 真智子（邑南町出羽公民館 事務補助職員）

優良少年団体表彰 ガールスカウト島根県第３団
日本ボーイスカウト島根連盟出雲第４団
来待っ子太鼓

(社)全国 公民館優良職員表彰 多久和 栄子
公民館連合会 （松江市乃木公民館 地域活動コーディネーター）

安部 良江 （安来市布部交流センター 主事）
公民館永年勤続職員表彰 池田 節子 （安来市飯梨交流センター 主事）

今井 任子 （安来市能義交流センター 主事）
佐山 多壽子（安来市吉田交流センター 主事）
矢田 真知子（安来市島田交流センター 主事）
持田 美知子（松江市川津公民館 主任）
門 哲子 （江津市立有福温泉公民館 主事）
滝本 富枝 （江津市立金田公民館 主事）
森口 順子 （浜田市立浜田公民館 主事）

山陰中央新報社 地域開発賞（教育賞） 勝部 俊行（松江市） ※高文連から推薦

(社)全国社会
教育委員連合 全国社会教育委員連合 平野 一成(邑南町社会教育委員)
会長 表彰

県社会教育委員 持田 康史 (松江市社会教育委員)社会教育委員表彰連絡協議会長 鹽谷 法顕（浜田市社会教育委員）
木下 良一（西ノ島町社会教育委員）

(財)日本視聴覚 視聴覚教育各地功労者 該当なし
教育協会 表彰
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Ⅳ 資料編

２ 市町村関係



TEL： 0852-55-5289 FAX： 0852-55-5543 TEL： 0852-55-5288 FAX： 0852-55-5543
e-mail： e-mail：

TEL： 0854-23-3070 FAX： 0854-23-3159 TEL： 0854-23-3070 FAX： 0854-23-3159
e-mail： e-mail：

TEL： 0852-52-6713 FAX： 0852-52-5754 TEL： 0852-52-6713 FAX： 0852-52-5754
e-mail： e-mail：

TEL： 0853-21-6528 FAX： 0853-21-6730 TEL： 0853-21-6528 FAX： 0853-21-6730
e-mail： e-mail：

TEL： 0854-40-1073 FAX： 0854-40-1029 TEL： 0854-40-1013 FAX： 0854-40-1019
e-mail： e-mail：

TEL： 0854-52-2680 FAX： 0854-52-3048 TEL： 0854-52-2680 FAX： 0854-52-3048
e-mail： e-mail：

TEL： 0854-72-0301 FAX： 0854-72-1354 TEL： 0854-72-0301 FAX： 0854-72-1354
e-mail： e-mail：

TEL： 0853-73-9180 FAX： 0853-73-9189 TEL： 0853-73-9180 FAX： 0853-73-9189
e-mail： e-mail：

TEL： 0855-22-2612 FAX： 0855-22-5090 TEL： 0855-22-2612 FAX： 0855-22-5090
e-mail： e-mail：

TEL： 0854-82-1600(代) FAX： 0854-82-5395 TEL： 0854-82-1600(代) FAX： 0854-82-5395
e-mail： e-mail：

TEL： 0855－52－2501(内1542) FAX： 0855-52-4369 TEL： 0855－52－2501(内1542) FAX： 0855-52-4369
e-mail： e-mail：

TEL： 0855-72-0594 FAX： 0855-72-1061 TEL： 0855-72-0594 FAX： 0855-72-1061
e-mail： e-mail：

TEL： 0855-75-1217 FAX： 0855-75-1386 TEL： 0855-75-1217 FAX： 0855-75-1386
e-mail： e-mail：

TEL： 0855-83-1127 FAX： 0855-83-2013 TEL： 0855-83-1127 FAX： 0855-83-2013
e-mail： e-mail：

TEL： 0856-31-0622 FAX： 0856-31-0641 TEL： 0856-31-0622 FAX： 0856-31-0641
e-mail： e-mail：

TEL： 0856-72-1854 FAX： 0856-72-1650 TEL： 0856-72-1854 FAX： 0856-72-1650
e-mail： e-mail：

TEL： 0856-77-1285 FAX： 0856-77-0040 TEL： 0856-77-1285 FAX： 0856-77-0040
e-mail： e-mail：

TEL： 08514-2-1221 FAX： 08514-2-1633 TEL： 08514-2-1221 FAX： 08514-2-1633
e-mail： e-mail：

TEL： 08514-6-0171 FAX： 08514-6-1028 TEL： 08514-6-0171 FAX： 08514-6-1028
e-mail： e-mail：

TEL： 08514-8-2301 FAX： 08514-8-2302 TEL： 08514-8-2301 FAX： 08514-8-2302
e-mail： e-mail：

TEL： 08512-2-2126 FAX： 08512-2-0619 TEL： 08512-2-2126 FAX： 08512-2-0619
e-mail： e-mail：

知夫村

知夫村教育委員会事務局 知夫村教育委員会事務局

隠岐の島町教育委員会 生涯学習課 社会教育係 隠岐の島町教育委員会 生涯学習課 社会教育係

fukuyama-naoto@chibu.jp fukuyama-naoto@chibu.jp

kyouiku-syougaku@town.okinoshima.shimane.jp kyouiku-syougaku@town.okinoshima.shimane.jp

隠岐の島町

西ノ島町

iwasa-yasunori@town.nishinoshima.shimane.jp iwasa-yasunori@town.nishinoshima.shimane.jp

西ノ島町教育委員会 生涯学習課 社会教育係 西ノ島町教育委員会 生涯学習課 社会教育係

gakusyu@city.masuda.lg.jp gakusyu@city.masuda.lg.jp

津和野町教育委員会 社会教育係 津和野町教育委員会 社会教育係

kyoiku@town.yoshika.lg.jp

海士町教育委員会 地域共育課 地域共育係 海士町教育委員会 地域共育課 地域共育係

飯南町

shougai@town.hikawa.shimane.jp

o-shougai@iwamigin.jp

益田市教育委員会 市民学習課

shogai@town-ohnan.jp

飯南町教育委員会 社会教育担当

川本町

noriyuki-nakashima@kawamoto-town.jp

大田市教育委員会 生涯学習課 生涯学習係

kyouiku_sec@town.shimane-misato.lg.jp

飯南町教育委員会 社会教育担当

海士町

kyouiku@town.tsuwano.lg.jp kyouiku@town.tsuwano.lg.jp

大田市

o-shougai@iwamigin.jp

益田市教育委員会 市民学習課

kyoiku@town.yoshika.lg.jp

matsumae-kazutaka@town.ama.shimane.jp matsumae-kazutaka@town.ama.shimane.jp

吉賀町

shogai@town-ohnan.jp

邑南町

益田市

邑南町教育委員会 生涯学習課 社会教育係 邑南町教育委員会 生涯学習課 社会教育係

吉賀町教育委員会事務局 吉賀町教育委員会事務局

津和野町

奥出雲町

斐川町教育委員会 生涯学習課 斐川町教育委員会 生涯学習課

浜田市教育委員会 生涯学習課 生涯学習係 浜田市教育委員会 生涯学習課 生涯学習係

nasu-tadami@town.shimane-iinan.lg.jp nasu-tadami@town.shimane-iinan.lg.jp

斐川町

浜田市

安来市

政策企画部 地域振興課

kyoi-syakai@town.higashiizumo.shimane.jp kyoi-syakai@town.higashiizumo.shimane.jp

chiikishinkou@city.yasugi.shimane.jp

雲南市教育委員会 社会教育課

雲南市

出雲市

chiikishinkou@city.yasugi.shimane.jp

奥出雲町教育委員会 生涯学習課 奥出雲町教育委員会 生涯学習課

文化環境部 市民活動支援課 生涯学習係 文化環境部 市民活動支援課 生涯学習係

gakushu@city.izumo.shimane.jp

n-taira@town.okuizumo.shimane.jp

（１）　平成２２年度　市町村社会教育行政・生涯学習振興行政　所管部署一覧

市民生活部 地域振興課 生涯学習交流ｾﾝﾀｰｾｸｼｮﾝ 市民生活部 地域振興課 生涯学習交流ｾﾝﾀｰｾｸｼｮﾝ

東出雲町教育委員会 社会教育グループ 東出雲町教育委員会 社会教育グループ

市町村名

松江市教育委員会 生涯学習課

松江市

東出雲町

社会教育行政

n-taira@town.okuizumo.shimane.jp

美郷町

shogaigakushuka@city.gotsu.lg.jp shogaigakushuka@city.gotsu.lg.jp

江津市

川本町教育委員会 教育課 社会教育係 川本町教育委員会 教育課 社会教育係

美郷町教育委員会 教育課 社会教育係

shougai@town.hikawa.shimane.jp

江津市教育委員会 生涯学習課 生涯学習係

shakai-kyouiku@city.unnan.shimane.jp chiikishinkou@city.unnan.shimane.jp

松江市教育委員会 生涯学習課

s-gakusyu@city.matsue.lg.jp s-gakusyu@city.matsue.lg.jp

生涯学習振興行政

gakushu@city.izumo.shimane.jp

kyouiku_sec@town.shimane-misato.lg.jp

美郷町教育委員会 教育課 社会教育係

noriyuki-nakashima@kawamoto-town.jp

manabi@city.hamada.shimane.jp manabi@city.hamada.shimane.jp

大田市教育委員会 生涯学習課 生涯学習係

江津市教育委員会 生涯学習課 生涯学習係
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（２）県内公共図書館一覧
平成22月4月1日現在

図書館名 所在地 電話番号 FAX

〒690-0873

　松江市内中原町52

[ 西部読書普及センター]

〒697-0023　浜田市長沢町1550-1

〒692-0011

　安来市安来町1062-1

〒690-0017

　松江市西津田6-5-44

〒690-0401

　松江市島根町加賀1414

〒699-1332

　雲南市木次町木次1008

〒699-1251

　雲南市大東町大東1038

〒699-1106

　雲南市加茂町加茂中972-5

〒693-0011

　出雲市大津町1134

〒691-0001

　出雲市平田町2110-1

〒699-0903

　出雲市多伎町小田73-1

市 〒699-0711

町 　出雲市大社町杵築南1338-9

村 〒693-0506

　出雲市佐田町反辺1747-4

〒699-0812

　出雲市湖陵町二部1320

〒694-0064

　大田市大田町大田イ113-2

〒699-2301

　大田市仁摩町仁万565-1

〒699-2511

　大田市温泉津町小浜イ486

〒695-0011

　江津市江津町995

〒699-4226

　江津市桜江町川戸11-1

〒697-0027

　浜田市殿町79-8

〒697-0121

　浜田市金城町下来原171

〒697-0425

　浜田市旭町今市633-1

〒698-0023

　益田市常盤町8-6

〒698-0203

　益田市美都町都茂1692甲

〒699-0101

　八束郡東出雲町大字揖屋町1139-2

〒690-3207

　飯石郡飯南町頓原2084-4

〒699-0631

　簸川郡斐川町大字直江町4156

〒696-0001

　邑智郡川本町大字川本332-15

〒696-0222

　邑智郡邑南町下田所127-1

〒696-0103

　邑智郡邑南町矢上3835-4

〒696-0501

  邑智郡邑南町阿須那153-1

〒699-5604

　鹿足郡津和野町森村イ241-1

〒699-5221

　鹿足郡津和野町日原22-1

〒699-5513

　鹿足郡吉賀町六日市648

〒685-0014

　隠岐郡隠岐の島町西町吉田の二17-１

浜田市立浜田図書館

益田市立図書館 

浜田市立旭図書館

邑南町立図書館羽須美分館　　　

飯南町立図書館

かわもと図書館

0852-85-9089

邑南町立図書館

出雲市立大社図書館

江津市図書館桜江分館

大田市立大田市中央図書館

江津市図書館

出雲市立湖陵図書館

雲南市立木次図書館

雲南市立加茂図書館

出雲市立佐田図書館

隠岐の島町図書館

益田市立美都図書館

津和野町立津和野図書館

邑南町立図書館石見分館

吉賀町立図書館

津和野町立日原図書館

東出雲町立図書館

0854-22-2598

0852-27-3220

08512-2-2341

浜田市立金城図書館

出雲市立海辺の多伎図書館

島根県立図書館

安来市立図書館

松江市立中央図書館

出雲市立平田図書館

出雲市立出雲中央図書館

0855-22-0480 0855-22-0592

0856-22-4222

0853-84-9050

08512-2-9198

0852-22-5725 0852-22-5728

0855-23-6785 0855-22-4225

0854-22-2574

0855-72-1061

0855-88-0001 0855-88-0002

0855-42-1823 0855-42-2076

0855-95-1044 0855-95-1670

0854-72-0301

0855-83-1760 0855-83-1771

0852-27-3270

0853-63-4010 0853-63-4219

0853-21-0487 0853-21-8833

0854-49-8696

0854-42-2274

0854-43-6131 0854-43-2150

0852-85-9088

0854-72-1354

0853-53-6510 0853-53-1122

0856-52-2295 0856-52-2296

0855-92-0300 0855-92-0300

0856-31-0290

0854-84-9200

0855-52-0551

0856-77-1850 0856-77-1850

0856-72-0155 0856-72-0230

0856-74-0302 0856-74-0127

0853-86-2211

0853-73-3990 0853-72-7600

0852-52-3297 0852-52-9516

0855-45-1440 0855-45-8018

0854-88-4646 0854-88-4647

0853-84-9050

0855-72-0025

斐川町立図書館

　

4

6

14

18

21

23

19

20

0854-49-8739

0854-42-1021

1

3 松江市立島根図書館

5 雲南市立大東図書館

0853-43-3309

0853-86-7077

26

27

2

8

7

13

24

9

11

10

32

33

12

22

30

31

28

29

17

25

0853-43-7303

16

15 大田市立温泉津図書館 0855-65-2177 0855-65-3114

0854-84-9202

0855-52-0551

大田市立仁摩図書館
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（３）県内公民館等一覧

電話番号 （FAX）

1 城東公民館 690-0883 松江市北田町273 0852-27ｰ5680 (21-8710)

2 城北公民館 690-0888 松江市北堀町43 0852-26-4437 (21-4407)

3 城西公民館 690-0851 松江市堂形町614 0852-26-2659 (21-5265)

4 白潟公民館 690-0065 松江市灘町1-57 0852-22-7147 (21-7572)

5 朝日公民館 690-0001 松江市東朝日町49 0852-21-3432 (21-3717)

6 雑賀公民館 690-0056 松江市雑賀町677 0852-23-8179 (21-8120)

7 津田公民館 690-0011 松江市東津田町1189-1 0852-26-4962 (21-4661)

8 古志原公民館 690-0012 松江市古志原4-6-30 0852-26-4436 (21-4446)

9 川津公民館 690-0823 松江市西川津町3405ｰ5 0852-21-2349 (31-8510)

10 朝酌公民館 690-0834 松江市朝酌町92-1 0852-39-0646 (39-0690)

11 法吉公民館 690-0863 松江市比津町308-4 0852-21-4966 (21-5509)

12 竹矢公民館 690-0025 松江市八幡町279-1 0852-37-0854 (37-2984)

13 乃木公民館 690-0044 松江市浜乃木5-1-5 0852-21-4931 (21-4553)

14 忌部公民館 690-0036 松江市東忌部町899 0852-33-2010 (33-2275)

15 大庭公民館 690-0033 松江市大庭町805-3 0852-24-8733 (21-8766)

16 生馬公民館 690-0865 松江市西生馬町8 0852-36-8234 (36-6121)

17 持田公民館 690-0814 松江市東持田町61 0852-21-3067 (21-8770)

18 古江公民館 690-0151 松江市古曽志町1517-3 0852-36-8054 (36-6116)

平成22年4月1日現在

連　　絡　　先

住　　所
設
置
者

　公民館名　　　　★分館 〒

18 古江公民館 690-0151 松江市古曽志町1517-3 0852-36-8054 (36-6116)

19 本庄公民館 690-1101 松江市本庄町463-3 0852-34-0504 (34-1671)

20 大野公民館 690-0265 松江市上大野町1855-1 0852-88-2051 (88-3186)

21 秋鹿公民館 690-0262 松江市岡本町70 0852-88-2001 (88-3207)

22 恵曇公民館 690-0322 松江市鹿島町恵曇1 0852-82-0475 ( 同左 )

23 佐太公民館 690-0332 松江市鹿島町佐陀本郷650 0852ｰ82ｰ3031 ( 同左 )

24 講武公民館 690-0804 松江市鹿島町北講武3-1 0852-82-0400 (82-2486)

25 御津公民館 690-0411 松江市鹿島町御津660-4 0852-82-1451 (82-1275)

26 島根公民館 690-0401 松江市島根町加賀1414 0852-85-2301 (85-2302)

27 大芦地区公民館 690-0402 松江市島根町大芦3054-1

28 美保関公民館 690-1313 松江市美保関町下宇部尾556-1 0852-72-3624 (72-2321)

29 美保関地区公民館 690-1501 松江市美保関町美保関661

30 福浦地区公民館 690-1504 松江市美保関町福浦1515-1

31 森山地区公民館 690-1312 松江市美保関町森山346

32 千酌地区公民館 690-1222 松江市美保関町千酌471-1

33 片江地区公民館 690-1315 松江市美保関町片江431-2

34 七類地区公民館 690-1311 松江市美保関町七類1315-2

35 八雲公民館 690-2103 松江市八雲町西岩坂316 0852-54-2478 (54-1238)

36 玉湯公民館 699-0202 松江市玉湯町湯町1796 0852-62-9111 (55-5793)

37 宍道公民館 699-0406 松江市宍道町佐々布 204-4 0852-66-0811 (66-0303)

38 来待地区公民館 699-0405 松江市宍道町上来待212-1 0852-66-3554 (66-9150)

松
江
市
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（３）県内公民館等一覧

電話番号 （FAX）

平成22年4月1日現在

連　　絡　　先

住　　所
設
置
者

　公民館名　　　　★分館 〒

39 八束公民館 690-1404 松江市八束町波入2219-2 0852-76-3663 (76-3669)

40 美保関地区公民館才浦分館 ★ 690-1501 松江市美保関町美保関156-1

41 美保関地区公民館軽尾分館 ★ 690-1501 松江市美保関町美保関77-1

42 美保関地区公民館海崎分館 ★ 690-1501 松江市美保関町美保関777-3

43 福浦地区公民館雲津分館 ★ 690-1502 松江市美保関町雲津124-1

44 福浦地区公民館長浜分館 ★ 690-1504 松江市美保関町福浦1-3

45 福浦地区公民館法田分館 ★ 690-1503 松江市美保関町諸喰78

46 福浦地区公民館諸喰分館 ★ 690-1503 松江市美保関町諸喰646-12

47 森山地区公民館宇井分館 ★ 690-1312 松江市美保関町森山724

48 森山地区公民館下宇部尾分館 ★ 690-1313 松江市美保関町下宇部尾348-1

49 森山地区公民館万原分館 ★ 690-1313 松江市美保関町下宇部尾601

50 千酌地区公民館笠浦分館 ★ 690-1223 松江市美保関町笠浦821

51 千酌地区公民館北浦分館 ★ 690-1221 松江市美保関町北浦317

52 千酌地区公民館稲積分館 ★ 690-1221 松江市美保関町北浦970-1

53 片江地区公民館笹子分館 ★ 690-1315 松江市美保関町片江1687

54 片江地区公民館菅浦分館 ★ 690-1314 松江市美保関町菅浦1033-2

55 七類地区公民館惣津分館 ★ 690-1311 松江市美保関町七類65-31

56 八雲公民館熊野分館 ★ 690-2104 松江市八雲町熊野79956 八雲公民館熊野分館 ★ 690-2104 松江市八雲町熊野799

57 八雲公民館平原分館 ★ 690-2105 松江市八雲町平原752-3

58 安来中央交流センター 692-0011 安来市安来町896-1 0854ｰ23ｰ1721 ( 同左 )

59 十神交流センター 692-0011 安来市安来町896-1 0854ｰ23ｰ0755 ( 同左 )

60 社日交流センター 692-0011 安来市安来町1281-1 0854ｰ23ｰ2048 ( 同左 )

61 島田交流センター 692-0025 安来市穂日島町485 0854ｰ23ｰ2891 ( 同左 )

62 宇賀荘交流センター 692-0034 安来市宇賀荘町98-1 0854ｰ23ｰ0721 ( 同左 )

63 大塚交流センター 692-0042 安来市大塚町400ｰ1 0854ｰ27ｰ0328 ( 同左 )

64 吉田交流センター 692-0043 安来市上吉田町618-1 0854ｰ27ｰ0325 ( 同左 )

65 能義交流センター 692-0055 安来市飯生町566-3 0854ｰ23-0764 ( 同左 )

66 飯梨交流センター 692-0066 安来市飯梨町445ｰ1 0854ｰ28ｰ8346 ( 同左 )

67 荒島交流センター 692-0007 安来市荒島町3353ｰ5 0854ｰ28ｰ6783 ( 同左 )

68 赤江交流センター 692-0002 安来市上坂田町574 0854ｰ28ｰ8982 ( 同左 )

69 広瀬中央交流センター ( 同左 )

70 広瀬交流センター ( 同左 )

71 布部交流センター 692-0623 安来市広瀬町布部345-40 0854ｰ36ｰ0001 ( 同左 )

72 宇波交流センター 692-0622 安来市広瀬町宇波482-2 0854ｰ36ｰ0852 ( 同左 )

73 比田交流センター 692-0731 安来市広瀬町西比田1708-4 0854ｰ34ｰ0001 ( 同左 )

74 東比田交流センター 692-0733 安来市広瀬町東比田950ｰ11 0854ｰ34ｰ0211 ( 同左 )

75 山佐交流センター 692-0413 安来市広瀬町上山佐654-5 0854ｰ35ｰ0129 ( 同左 )

76 下山佐交流センター 692-0412 安来市広瀬町下山佐498 0854ｰ32ｰ3840 ( 同左 )

0854ｰ32ｰ4138

安
来
市

692-0404 安来市広瀬町広瀬811
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（３）県内公民館等一覧

電話番号 （FAX）

平成22年4月1日現在

連　　絡　　先

住　　所
設
置
者

　公民館名　　　　★分館 〒

77 西谷交流センター 692-0624 安来市広瀬町西谷376-6 0854ｰ36-0376 ( 同左 )

78 奥田原交流センター 692-0625 安来市広瀬町奥田原602-1 0854ｰ35-0047 ( 同左 )

79 菅原交流センター 692-0621 安来市広瀬町菅原604 0854ｰ32ｰ3298 ( 同左 )

80 伯太中央交流センター 692-0207 安来市伯太町東母里572-1 0854ｰ37ｰ1558 (37-9072)

81 安田交流センター 692-0205 安来市伯太町安田中158 0854ｰ37ｰ0835 (37-9071)

82 母里交流センター 692-0211 安来市伯太町母里28 0854ｰ37ｰ0225 (37-0251)

83 井尻交流センター 692-0213 安来市伯太町井尻77 0854ｰ37ｰ0836 (37-9023)

84 赤屋交流センター 692-0321 安来市伯太町赤屋118ｰ2 0854ｰ38ｰ0145 (38-9011)

85 中央公民館 699-0101

86 揖屋公民館  699-0101

87 出雲郷公民館 699-0111 東出雲町意宇南5丁目3番地1 0852-52-2364 (61-2521)

88 意東公民館 699-0102 東出雲町下意東765-35 0852-52-2055 (61-2791)

89 上意東公民館 699-0103 東出雲町上意東1982 0852-52-2870 (61-2146)

90 今市コミュニティセンター 693-0001 出雲市今市町1578-2 0853-21-5318 (21-1706)

91 大津コミュニティセンター 693-0011 出雲市大津町1727ｰ5 0853-21-0172 (21-4215)

92 塩冶コミュニティセンター 693-0021 出雲市塩冶町803ｰ2 0853-21-0248 (21-3837)

93 古志コミュニティセンター 693-0031 出雲市古志町1122-6 0853-21-0925 (21-1066)

94 高松コミュニティセンター 693-0052 出雲市松寄下町703-1 0853-21-0671 (21-0682)

東
出
雲
町

東出雲町揖屋町1139-2 (52-9516)0852-52-3297

94 高松コミュニティセンター 693-0052 出雲市松寄下町703-1 0853-21-0671 (21-0682)

95 四絡コミュニティセンター 693-0051 出雲市小山町653-2 0853-21-0369 (21-0370)

96 高浜コミュニティセンター 693-0065 出雲市平野町1183 0853-21-0948 (21-0949)

97 川跡コミュニティセンター 693-0013 出雲市荻杼町211 0853-21-0694 (21-0724)

98 鳶巣コミュニティセンター 693-0074 出雲市東林木町890-4 0853-21-0174 (21-0176)

99 上津コミュニティセンター 693-0101 出雲市上島町1031 0853-48-0301 (48-0361)

100 稗原コミュニティセンター 693-0104 出雲市稗原町2859 0853-48-0001 (48-0048)

101 朝山コミュニティセンター 693-0214 出雲市所原町185 0853-48-0201 (48-0244)

102 乙立コミュニティセンター 693-0216 出雲市乙立町3163 0853-45-0216 (45-0218)

103 神門コミュニティセンター 693-0033 出雲市知井宮町801-1 0853-21-1038 (21-1056)

104 神西コミュニティセンター 699-0822 出雲市神西沖町447 0853-43-1001 (43-9035)

105 長浜コミュニティセンター 693-0043 出雲市長浜町514-11 0853-28-0215 (28-0677)

106 平田コミュニティセンター 691-0001 出雲市平田町911 0853-63-1385 (63-1368)

107 灘分コミュニティセンター 691-0003 出雲市灘分町1933 0853-63-1371 (63-1364)

108 国富コミュニティセンター 691-0011 出雲市国富町867 0853-63-1372 (63-1370)

109 西田コミュニティセンター 691-0033 出雲市万田町692 0853-63-1373 (63-1346)

110 鰐淵コミュニティセンター 691-0025 出雲市河下町720-1 0853-66-0001 (66-0059)

111 久多美コミュニティセンター 691-0065 出雲市東郷町175 0853-63-1374 (63-1423)

112 檜山コミュニティセンター 691-0061 出雲市多久町10 0853-63-1375 (63-1425)

113 東コミュニティセンター 691-0075 出雲市鹿園寺町49-3 0853-67-0020 (67-0063)

114 北浜コミュニティセンター 691-0042 出雲市十六島町1851-1 0853-66-0002 (66-0016)
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115 佐香コミュニティセンター 691-0052 出雲市坂浦町3601 0853-68-0031 (68-0063)

116 伊野コミュニティセンター 691-0072 出雲市野郷町492-5 0853-69-1526 (69-1530)

117 須佐コミュニティセンター 693-0506 出雲市佐田町反辺1747-6 0853-84-0113 (84-1466)

118 窪田コミュニティセンター 693-0511 出雲市佐田町八幡原492ｰ6 0853ｰ85ｰ2585 (85-2598)

119 多伎コミュニティセンター 699-0903 出雲市多伎町小田73 0853-86-2853 (86-2854)

120 湖陵コミュニティセンター 699-0812 出雲市湖陵町二部1320 0853-43-2480 (43-3737)

121 大社コミュニティセンター 699-0711 出雲市大社町杵築南1051-1 0853-53-4494 ( 同左 )

122 荒木コミュニティセンター 699-0722 出雲市大社町北荒木389-2 0853-53-5440 ( 同左 )

123 遥堪コミュニティセンター 699-0731 出雲市大社町遥堪359-2 0853-53-5529 ( 同左 )

124 日御碕コミュニティセンター 699-0764 出雲市大社町宇龍338-3 0853ｰ54ｰ5443 ( 同左 )

125 鵜鷺コミュニティセンター 699-0761 出雲市大社町鷺浦1044-1 0853ｰ53ｰ5635 ( 同左 )

126 大東交流センター 699-1251 雲南市大東町大東1031 0854ｰ43ｰ2130 ( 同左 )

127 春殖交流センター 699-1242 雲南市大東町大東下分230-1 0854ｰ43ｰ2709 ( 同左 )

128 幡屋交流センター 699-1232 雲南市大東町仁和寺833-10 0854ｰ43ｰ2800 ( 同左 )

129 佐世交流センター 699-1214 雲南市大東町上佐世1385-3 0854ｰ43ｰ2110 ( 同左 )

130 阿用交流センター 699-1224 雲南市大東町東阿用33-1 0854ｰ43ｰ2811 ( 同左 )

131 久野交流センター 699-1211 雲南市大東町上久野136-1 0854ｰ47ｰ0040 ( 同左 )

132 海潮交流センター 699-1206 雲南市大東町南村234-1 0854ｰ43ｰ2705 ( 同左 )132 海潮交流センター 699-1206 雲南市大東町南村234-1 0854ｰ43ｰ2705 ( 同左 )

133 塩田交流センター 699-1262 雲南市大東町塩田84 0854-47-0033 ( 同左 )

134 加茂交流センター 699-11０6 雲南市加茂町加茂中1040-1 0854-49-8380 (49-6042)

135 八日市交流センター 699-1332 雲南市木次町木次299-1 0854-42-2469 ( 同左 )

136 三新塔交流センター 699-1332 雲南市木次町木次446-2 0854-42-2574 ( 同左 )

137 新市交流センター 699-1334 雲南市木次町新市3 0854-42-5110 (42-9082)

138 下熊谷交流センター 699-1333 雲南市木次町下熊谷1096-1 0854-42-5351 ( 同左 )

139 斐伊交流センター 699-1311 雲南市木次町里方912 0854ｰ42ｰ1636 ( 同左 )

140 日登交流センター 699-1322 雲南市木次町寺領526-3 0854ｰ42ｰ0238 ( 同左 )

141 西日登交流センター 699-1324 雲南市木次町西日登990-1 0854ｰ42ｰ1037 ( 同左 )

142 温泉交流センター 699-1342 雲南市木次町平田799-3 0854ｰ48ｰ0077 ( 同左 )

143 三刀屋交流センター 690-2404 雲南市三刀屋町三刀屋144-1 0854ｰ45ｰ5531 ( 同左 )

144 一宮交流センター 690-2402 雲南市三刀屋町給下764 0854ｰ45ｰ2544 ( 同左 )

145 鍋山交流センター 690-2634 雲南市三刀屋町乙加宮1208-1 0854ｰ45ｰ4241 ( 同左 )

146 飯石交流センター 690-2512 雲南市三刀屋町多久和516-2 0854ｰ45ｰ4224 ( 同左 )

147 中野交流センター 690-2523 雲南市三刀屋町中野280-1 0854ｰ45ｰ2795 ( 同左 )

148 吉田交流センター 690-2801 雲南市吉田町吉田1061ｰ1 0854ｰ74ｰ0219 (75-0232)

149 田井交流センター 690-2313 雲南市吉田町深野61-4 0854ｰ75ｰ0312 (75-0240)

150 掛合交流センター 690-2701 雲南市掛合町掛合2156-1 0854-62-0189 ( 同左 )

151 多根交流センター 690-2706 雲南市掛合町多根418-1 0854-62-1610 ( 同左 )

152 松笠交流センター 690-2705 雲南市掛合町松笠748-1 0854-62-0411 ( 同左 )
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153 波多交流センター 690-2703 雲南市掛合町波多459-1 0854-64-0210 ( 同左 )

154 入間交流センター 690-2702 雲南市掛合町入間516-2 0854ｰ62-0403 ( 同左 )

155 布勢公民館 699-1432 奧出雲町馬馳26 0854ｰ54ｰ1504 ( 同左 )

156 三成中央公民館 699-1511 奧出雲町三成445 0854ｰ54ｰ1311 (54-2023)

157 亀嵩公民館 699-1701 奧出雲町亀嵩2215-1 0854-57-0616 ( 同左 )

158 阿井公民館 699-1621 奧出雲町上阿井188-1 0854ｰ56ｰ0001 ( 同左 )

159 三沢公民館 699-1513 奧出雲町三沢383 0854ｰ54ｰ0331 ( 同左 )

160 鳥上公民館 699-1802 奧出雲町大呂1182-2 0854ｰ52ｰ1019 ( 同左 )

161 横田公民館 699-1832 奧出雲町横田1037 0854ｰ52ｰ0949 ( 同左 )

162 八川公民館 699-1822 奧出雲町下横田456-1 0854ｰ52ｰ0241 ( 同左 )

163 馬木公民館 699-1941 奧出雲町大馬木1968-2 0854ｰ53ｰ0201 ( 同左 )

164 頓原公民館 690-3207 飯南町頓原2084-5 0854ｰ72ｰ0980 (72-1778)

165 志々公民館 690-3312 飯南町八神117-1 0854ｰ73ｰ0350 (73-0026)

166 赤名公民館 690-3513 飯南町下赤名862 0854ｰ76ｰ3100 (76-3129)

167 来島公民館 690-3401 飯南町野萱311-6 0854ｰ76ｰ2393 (76-2845)

168 谷公民館 690-3514 飯南町井戸谷478-1 0854ｰ76ｰ3629 ( 同左 )

169 中央公民館 699-0502 斐川町荘原町2166-1 0853-73-9180 (73-9189)

170 荘原公民館 699-0502 斐川町荘原町712-3 0853-72-4600 ( 同左 )
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170 荘原公民館 699-0502 斐川町荘原町712-3 0853-72-4600 ( 同左 )

171 出西公民館 699-0614 斐川町求院996-1 0853-72-9204 ( 同左 )

172 阿宮公民館 699-0611 斐川町阿宮1128 0853-72-9142 ( 同左 )

173 伊波野公民館 699-0621 斐川町富村748 0853-72-1311 ( 同左 )

174 直江公民館 699-0631 斐川町直江町4865-1 0853-72-5282 ( 同左 )

175 久木公民館 699-0642 斐川町福富2ｰ13 0853ｰ72ｰ7474 ( 同左 )

176 出東公民館 699-0554 斐川町三分市1801 0853-62ｰ5033 ( 同左 )

177 中央公民館 697-8501 浜田市殿町6-1 0855-22-2612 (22-5090)

178 浜田公民館 697-0027 浜田市殿町6ｰ1 0855ｰ22ｰ9358 ( 同左 )

179 石見公民館 697-0024 浜田市黒川町132-2 0855-22-1380 ( 同左 )

180 長浜公民館 697-0062 浜田市熱田町1441-18 0855ｰ27-4614 ( 同左 )

181 周布公民館 697-1321 浜田市周布町イ374 0855-27-0058 ( 同左 )

182 美川公民館 697-1331 浜田市内村町592-1 0855-27-3657 ( 同左 )

183 大麻公民館 697-1337 浜田市西村町1038-8 0855-27-0897 ( 同左 )

184 国府公民館 697-0003 浜田市国分町1981-136 0855-28-1270 ( 同左 )

185 雲城公民館 697-0121 浜田市金城町下来原171 0855-42-2076 ( 同左 )

186 今福公民館 697-0302 浜田市金城町今福105-2 0855-42-2083 ( 同左 )

187 波佐公民館 697-0211 浜田市金城町波佐ｲ441ｰ1 0855-44ｰ0146 ( 同左 )

188 小国公民館 697-0213 浜田市金城町小国ｲ160-1 0855-44-0461 ( 同左 )

189 久佐公民館 697-0303 浜田市金城町久佐ｲ575-7 0855-42-2666 ( 同左 )

190 美又公民館 697-0301 浜田市金城町追原176 0855-42-1704 ( 同左 )
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191 今市公民館 697-0425 浜田市旭町今市641-1 0855-45-1440 (45-8018)

192 木田公民館 697-0427 浜田市旭町木田219-13 0855-45-0780

193 和田公民館 697-0423 浜田市旭町重富235ｰ1 0855-45-0228

194 都川公民館 697-0511 浜田市旭町都川889 0855-47-0001

195 市木公民館 697-0514 浜田市旭町市木2919-2 0855-47-0851

196 杵束公民館 697-1122 浜田市弥栄町木都賀ｲ528-1 0855-48-2258 （ 同左 ）

197 安城公民館 697-1121 浜田市弥栄町長安本郷544-1 0855-48-2917 (48-2131)

198 三隅公民館 699-3212 浜田市三隅町向野田581 0855-32-0500 (32-2644)

199 三保公民館 699-3224 浜田市三隅町湊浦120 0855-32-0314 (32-0678)

200 岡見公民館 699-3226 浜田市三隅町岡見516 0855-32-2298 (32-2450)

201 井野公民館 699-3301 浜田市三隅町井野ﾍ1816-2 0855ｰ34ｰ0007 (34-0038)

202 黒沢公民館 699-3215 浜田市三隅町下古和1518 0855-35-1509 ( 同左 )

203 白砂公民館 699-3222 浜田市三隅町折居883   0855-32-1288 (32-2517)

204 石見公民館宇津井分館 ★ 697-0312 浜田市宇津井町529 0855-42-1309

205 石見公民館細谷分館 ★ 697-0013 浜田市三階町376 0855-22-7531 ( 同左 )

206 石見公民館長見分館 ★ 697-0014 浜田市長見町956-2 0855-22-5323

207 美川公民館東分館 ★ 697-1333 浜田市鍋石町530-3 0855-27-3828

208 美川公民館西分館 ★ 697-1332 浜田市田橋町494-2 0855-27-3503
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208 美川公民館西分館 ★ 697-1332 浜田市田橋町494-2 0855-27-3503

209 国府公民館有福分館 ★ 695-0101 浜田市下有福町26-1 0855-28-2841 ( 同左 )

210 中央公民館 694-0064 大田市大田町大田ｲ140-2 0854-82-6240

211 東部公民館 694-0051 大田市久手町波根西1748 0854-83-1720

212 西部公民館 694-0031 大田市静間町430-1 0854-83-1310

213 三瓶公民館 694-0223 大田市三瓶町池田1887-1 0854-83-9280

214 高山公民館 694-0431 大田市祖式町三久須11-2 0854-89-9002

215 温泉津公民館 699-2511 大田市温泉津町小浜ｲ486 0855-65-3696

216 仁摩公民館 699-2301 大田市仁摩町仁万537-1 0854-88-3081

217 大田まちづくりセンター 694-0064 大田市大田町大田ｲ140-2 0854-82-6240 (82-9952)

218 川合まちづくりセンター 694-0011 大田市川合町川合1247-1 0854-82-5124 (82-6009)

219 久利まちづくりセンター 694-0024 大田市久利町久利790-1 0854-82-5572 (82-4901)

220 大屋まちづくりセンター 694-0033 大田市大屋町大国2903-1 0854-82-5580 (84-4172)

221 朝山まちづくりセンター 699-2213 大田市朝山町朝倉420-1 0854-85-8463 (85-7407)

222 富山まちづくりセンター 699-2216 大田市富山町山中1740 0854-88ｰ0001 (88-0161)

223 波根まちづくりセンター 699-2211 大田市波根町1751-2 0854-85-8625 (85-8704)

224 久手まちづくりセンター 694-0051 大田市久手町波根西1748 0854-82-8307 (83-9002)

225 鳥井まちづくりセンター 694-0054 大田市鳥井町鳥井412-4 0854-84-8337 (84-7772)

226 長久まちづくりセンター 694-0041 大田市長久町長久ｲ612-1 0854-82-5571 (82-4697)

227 静間まちづくりセンター 694-0031 大田市静間町430-1 0854-84-8122 (84-7771)

228 五十猛まちづくりセンター 694-0035 大田市五十猛町1481-2 0854-87-0026 (87-0886)
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229 池田まちづくりセンター 694-0223 大田市三瓶町池田1887-1 0854-83-2168 (83-2156)

230 志学まちづくりセンター 694-0222 大田市三瓶町志学ﾛ869-1 0854-83-2167 (83-2731)

231 北三瓶まちづくりセンター 694-0002 大田市山口町山口1181-1 0854-86-0478 (86-0524)

232 大森まちづくりセンター 694-0305 大田市大森町ｲ490 0854-89-0010 (89-0164)

233 水上まちづくりセンター 694-0304 大田市水上町三久須21 0854-89-0023 (89-0161)

234 祖式まちづくりセンター 694-0431 大田市祖式町祖式546-1 0854-85-2362 (85-2313)

235 大代まちづくりセンター 694-0433 大田市大代町大家1579 0854-85-2204 (85-2331)

236 温泉津まちづくりセンター 699-2511 大田市温泉津町小浜ｲ486 0855-65-1522 0855-65-1533

237 湯里まちづくりセンター 699-2502 大田市温泉津町湯里1720-4 0855-65-3038 0855-65-3038

238 福波まちづくりセンター 699-2514 大田市温泉津町福光ﾊ467-1 0855-65-2941 0855-65-2941

239 井田まちづくりセンター 699-2507 大田市温泉津町井田ﾛ255 0855-66-0711 0855-66-0711

240 仁万まちづくりセンター 699-2301 大田市仁摩町仁万537-1 0854-88-9520 0854-88-9525

241 宅野まちづくりセンター 699-2302 大田市仁摩町宅野79 0854-88-9511 0854-88-9533

242 大国まちづくりセンター 699-2303 大田市仁摩町大国1269 0854-88-9455 0854-88-9466

243 馬路まちづくりセンター 699-2304 大田市仁摩町馬路1737-6 0854-88-9070 0854-88-9077

244 北三瓶まちづくりセンター多根分 ★ 694-0003 大田市三瓶町多根ｲ252-1 0854-86-0477 (86-0523)

245 波積公民館 699-2833 江津市波積町本郷273-10 0855-55-0001 ( 同左 )

246 黒松公民館 699-2831 江津市黒松町586 0855-55-1601 ( 同左 )246 黒松公民館 699 2831 江津市黒松町586 0855 55 1601 ( 同左 )

247 都治公民館 699-2841 江津市後地町829-1 0855-55-0002 ( 同左 )

248 浅利公民館 695-0002 江津市浅利町2102 0855-55-1004 ( 同左 )

249 松川公民館 695-0004 江津市松川町市村123 0855-57-0002 ( 同左 )

250 川平公民館 695-0013 江津市川平町南川上515-1 0855-57-0040 ( 同左 )

251 渡津交流館 695-0001 江津市渡津町658-1 0855-52-2569 ( 同左 )

252 郷田公民館 695-0011 江津市江津町995 0855-52-5566 ( 同左 )

253 金田公民館 695-0012 江津市金田町214 0855-52-0704 ( 同左 )

254 嘉久志公民館 695-0016 江津市嘉久志町ｲ1503 0855-52-0436 ( 同左 )

255 和木公民館 695-0017 江津市和木町570-1 0855-53-3315 ( 同左 )

256 都野津公民館 695-0021 江津市都野津町2358ｰ1 0855-53-0453 ( 同左 )

257 二宮公民館 695-0024 江津市二宮町神主ｲ171 0855-53-1665 ( 同左 )

258 跡市公民館 695-0152 江津市跡市町625-1 0855-56-2107 ( 同左 )

259 敬川公民館 699-3162 江津市敬川町1769 0855-53-1958 ( 同左 )

260 波子公民館 699-3161 江津市波子町イ1272-4 0855-53-1902 ( 同左 )

261 有福温泉公民館 695-0156 江津市有福温泉町8-3 0855-56-2218 ( 同左 )

262 長谷公民館 699ｰ4431 江津市桜江町長谷1587-2 0855ｰ92ｰ1218 ( 同左 )

263 市山公民館 699-4221 江津市桜江町市山481 0855-92-1508 ( 同左 )

264 川戸公民館 699ｰ4226 江津市桜江町川戸15-4 0855ｰ92ｰ0026 ( 同左 )

265 谷住郷公民館 699ｰ4111 江津市桜江町谷住郷1871 0855ｰ92ｰ1457 ( 同左 )

266 川越公民館 699-4502 江津市桜江町川越631 0855ｰ93ｰ0825 ( 同左 )

江
津
市
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267 中央公民館 696-0001 川本町川本332-15 0855-72-0594 (72-1061)

268 川本北公民館 696-1225 川本町南佐木201 0855-74-8410 (74-8410)

269 川本西公民館 696-0003 川本町因原933-2 0855-72-0680 (72-0680)

270 沢谷公民館 699-4712 美郷町九日市118 0855-75-1920 (76-0022)

271 君谷公民館 696-1141 美郷町京覧原277 0855-75-1930 (77-0201)

272 別府公民館 696-1131 美郷町別府502

273 都賀公民館 696ｰ0704 美郷町都賀本郷43ｰ1 0855-82-3123 (82-3125)

274 比之宮公民館 696-0711 美郷町宮内562ｰ5 0855-82-3474 (82-3800)

275 都賀行公民館 696ｰ0705 美郷町都賀行120-1 0855-82-2127 (82-2872)

276 潮分館 ★ 696ｰ0701 美郷町潮村136 0855-82ｰ2194 ( 〃 )

277 阿須那公民館 696-0501 邑南町阿須那153-1 0855-88-0001 (88-0002)

278 口羽公民館 696-0603 邑南町下口羽484ｰ1　 0855-87-0910 ( 同左 )

279 田所公民館 696-0222 邑南町下田所282-1 0855-83-0518 ( 同左 )

280 出羽公民館 696-0313 邑南町山田47ｰ1 0855-83-0912 ( 同左 )

281 高原公民館 696-0406 邑南町高見3014-3 0855-84-0521 (84-0523)

282 布施公民館 696-0401 邑南町布施496 0855-84-0651 ( 同左 )

283 市木公民館 697-0631 邑南町市木2046-3 0855-85-0126 ( 同左 )

284 矢上公民館 696-0103 邑南町矢上3835-4 0855-95-1044 (95-1670)

美
郷
町

川
本
町

284 矢上公民館 696-0103 邑南町矢上3835-4 0855-95-1044 (95-1670)

285 中野公民館 696-0102 邑南町中野991ｰ1 0855-95-0310 ( 同左 )

286 井原公民館 696-0101 邑南町井原2140-1 0855-95-0301 ( 同左 )

287 日貫公民館 699-4311 邑南町日貫1168 0855-97-0902 ( 同左 )

288 日和公民館 696-0104 邑南町日和2525-10 0855-97-0908 ( 同左 )

289 阿須那公民館雪田分館 ★ 696-0506 邑南町雪田1215-1 0855-88-0335

290 阿須那公民館戸河内分館 ★ 696-0505 邑南町戸河内893-4 0855-88-0917

291 阿須那公民館阿須那分館 ★ 696-0501 邑南町阿須那6-6 0855-88-0320

292 口羽公民館上口羽分館 ★ 696-0602 邑南町上口羽941-1

293 口羽公民館長田分館 ★ 696-0601 邑南町上田335-1 0855-87-0917

294 口羽公民館口羽分館 ★ 696ｰ0603 邑南町下口羽1248

295 出羽公民館出羽分館 ★ 696-0312 邑南町出羽4-2

296 高原公民館高原分館 ★ 696-0404 邑南町原村1180-3

297 市木公民館市木分館 ★ 697-0631 邑南町市木1986-2

298 益田公民館 698-0005 益田市本町6-8 0856ｰ23ｰ5752 ( 同左 )

299 吉田公民館 698-0033 益田市元町11-26 0856ｰ31ｰ0627 (31-0642)

300 高津公民館 698-0041 益田市高津2-5-2 0856ｰ23ｰ1791 ( 同左 )

301 安田公民館 699-3676 益田市遠田町384-6 0856ｰ27ｰ0001 ( 同左 )

302 鎌手公民館 699-3506 益田市西平原町571-7 0856ｰ27ｰ0501 ( 同左 )

303 種公民館 699-3503 益田市下種町1179-1 0856ｰ27ｰ1008 ( 同左 )

304 北仙道公民館 699-3674 益田市大草町665-1 0856ｰ22ｰ0218 ( 同左 )

邑
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305 豊川公民館 698-0012 益田市大谷町334-1 0856-22-0205 ( 同左 )

306 真砂公民館 698-0411 益田市波田町ｲ538-1 0856ｰ26ｰ0002 ( 同左 )

307 豊田公民館 699-5132 益田市横田町454-3 0856ｰ25ｰ2222 ( 同左 )

308 西益田公民館 699-5133 益田市神田町ｲ635-1 0856ｰ25ｰ1564

309 二条公民館 698-2254 益田市桂平町76-1 0856ｰ29ｰ0001 ( 同左 )

310 美濃公民館 699-3766 益田市美濃地町ｲ140-1 0856ｰ29ｰ0031 ( 同左 )

311 小野公民館 699-3763 益田市戸田町ｲ1332-10 0856ｰ28ｰ0001 ( 同左 )

312 中西公民館 698-2141 益田市白上町ｲ744-2 0856-28-0501 ( 同左 )

313 東仙道公民館 698-0212 益田市美都町仙道253-3 0856ｰ52ｰ2540 (52-2193)

314 都茂公民館 698-0203 益田市美都町都茂1692甲 0856ｰ52ｰ2295 (52-2296)

315 二川公民館 698-0202 益田市美都町宇津川ﾛ377-3 0856ｰ52-2241 (52-2156)

316 匹見上公民館 698-1211 益田市匹見町匹見ｲ674 0856ｰ56-1144 (56-0932)

317 匹見下公民館 698-1221 益田市匹見町澄川ｲ296-2 0856ｰ56-0910 (56-0912)

318 道川公民館 698-1201 益田市匹見町道川ｲ133-1 0856ｰ58-0001 (58-0002)

319 津和野中央公民館

320 津和野公民館

321 小川公民館 699-5606 津和野町寺田64 0856-72-0445 ( 同左 )

322 畑迫公民館 699-5616 津和野町部栄346-1 0856-72-2119 ( 同左 )

699-5605 津和野町後田ロ66-乙 0856-72-2070 (72-2069)

益
田
市

322 畑迫公民館 699-5616 津和野町部栄346-1 0856-72-2119 ( 同左 )

323 木部公民館 699-5634 津和野町中川416 0856-73-0001 ( 同左 )

324 日原中央公民館 0856-74-0302 (74-0127)

325 日原公民館 0856-74-0360

326 日原公民館滝元分館 ★ 699-5206 津和野町滝元24

327 日原公民館枕瀬分館 ★ 699-5207 津和野町枕瀬464-2 0856-74-0680

328 日原公民館池河分館 ★ 699-5216 津和野町池村2863-2

329 日原公民館商人渓村分館 ★ 699-5201 津和野町商人1101

330 左鐙公民館 699-5202 津和野町左鐙905 0856-76-0345

331 須川公民館 699-5203 津和野町相撲ヶ原40ｰ2

332 青原公民館 699-5211 津和野町青原267ｰ3

333 中央公民館 0856-77-1285 (77-0040)

334 六日市公民館 0856-77-1111

335 柿木公民館 699-5301 吉賀町柿木村柿木79-1 0856-79-2553 (79-2448)

336 蔵木公民館 699-5504 吉賀町蔵木94 0856-77-1124 ( 同左 )

337 朝倉公民館 699-5523 吉賀町朝倉709-1 0856-78-0993 ( 同左 )

338 七日市公民館 699-5522 吉賀町七日市942-6 0856-78-1134 ( 同左 )

339 西郷公民館 685-0014 隠岐の島町西町吉田の二、２ 08512ｰ2ｰ0237 (2-0815)

340 布施公民館 685-0412 隠岐の島町布施389 08512-7-4314 (7-4251)

341 五箇公民館 685ｰ0311 隠岐の島町郡74 08512-5-9011 (5-9012)

342 都万公民館 685ｰ0104 隠岐の島町都万2016番地 08512ｰ6ｰ2273 ( 同左 )

吉賀町六日市648699ｰ5513

699-5221 津和野町日原22-1
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343 海士町 中央公民館 684-0403 海士町海士1490 08514ｰ2ｰ1221 (2ｰ1633)

344 中央公民館 684-0211 西ノ島町浦郷544-38 08514-6-0171 (6-1028)

345 黒木公民館 684-0302 西ノ島町別府46 08514-7-8021 (7-8022)

346 知夫村 知夫村公民館 684ｰ0102 知夫村1065 08514ｰ8ｰ2301 (8-2302)

（注）※　公民館等とは、社会教育法上の公民館だけでなく、実態として公民館の機能を担う
　　　　　コミュニティセンター、交流センター等も含むものである。

西
ノ
島
町

合計 中央 一般 CC 交流Ｃ まちＣ 地区 分館

松江市 57 31 8 18

安来市 27 3 24

東出雲町 5 1 4

出雲市 36 36

雲南市 29 29

飯南町 5 5

奥出雲町 9 9

設置公民館数

島根県公民館等数一覧

奥出雲町 9 9

斐川町 8 1 7

浜田市 33 1 26 6

大田市 35 7 27 1

江津市 22 22

美郷町 7 6 1

川本町 3 1 2

邑南町 21 12 9

益田市 21 21

津和野町 14 2 8 4

吉賀町 6 1 5

隠岐の島町 4 4

海士町 1 1

西ノ島町 2 1 1

知夫村 1 1

19 164 36 53 27 8 39
307346

- 93 -


	00表紙・目次.pdf
	Taro-00表紙【確定】.pdf
	Taro-01目次【作業中】

	01施策体系及び組織
	Taro-00中扉【確定】.pdf
	01生涯学習課の施策体系図（島根総合発展計画）【確定】H22
	Taro-02生涯学習課の施策体系図（
	03社会教育行政関係組織一覧【確定】
	Taro-04派遣社会教育主事等名簿【

	02-1施策概要
	Taro-00中扉【確定】.pdf
	01予算額一覧表【確定】
	Taro-02施策概要　②【確定】

	02-2主要施策に係る資料集
	社会教育行政の展開【確定】.pdf
	Taro-01社会教育行政の課題【確定.pdf
	Taro-02中教審答申・島根県が注目
	03社会教育行政の任務イメージ図【確定】

	社会教育研修センターとしての機能純化と社会教育課への課名変更【確定】
	ふるまい向上【確定】
	Taro-ふるまい向上（方針と事業）.pdf
	ふるまい向上プロジェクト1
	ふるまい向上プロジェクト2

	ふるさと教育【確定】
	Taro-01ふるさと教育推進事業【確.pdf
	02ふるさと教育推進事業スキーム図【確定】

	放課後子どもプラン【確定】
	01子どもプラン概要【確定】モノクロ版.pdf
	02検討の場等の設置状況（ｈ22.2）【確定】
	03市町村別実施状況（h22.２【確定】

	実証！「地域力」醸成プログラム【確定】
	Taro-H22 実証！「地域力」醸成プ.pdf
	H22 実証！「地域力」醸成プログラム事業スキーム図【確定】
	社会教育だより12月号p.5【確定】

	社会教育主事派遣制度【確定】
	Taro-02社会教育主事派遣制度スキ.pdf
	04派遣社会教育主事配置図【確定】
	03社会教育主事派遣人数の推移（H8～H21）【確定】

	バインダ1
	Taro-学校支援地域本部事業【確定.pdf
	学校支援地域本部事業スキーム図【確定】
	H21実施状況一覧表【確定】

	バインダ2
	Taro-01県立図書館機能強化事業【.pdf
	H22県立図書館機能強化事業スキーム図【確定】
	【確定】H22市町村事業実施予定


	03県立社会教育施設の概要
	東部・西部社会教育研修センター.pdf
	Taro-00中扉【確定】
	01東部社会教育研修センター【確定】.pdf
	01西部社会教育研修センター【確定】
	事業概要

	図書館
	01県立図書館【確定】.pdf
	H21平成２１年度主要事業実績（県立図書館）【確定】
	Taro-03図書館利用統計【確定】

	青少年の家
	01青少年の家【確定】.pdf
	Taro-02青少年の家利用状況【確定
	03青少年の家利用統計　団体分類別集計表【確定】

	少年自然の家【確定】
	01少年自然の家施設紹介H22【確定】.pdf
	02少年自然の家データH22【確定】
	03ｭ年自然の家利用東vH22y確定z


	04-1島根県関係
	Taro-00中扉【確定】.pdf
	100903_jimu_bunsho_shakaikyoiku
	Taro-02 社会教育主事派遣要綱【
	Taro-03-1 ふるさと教育推進事業
	Taro-03-2 ふるさと教育推進事業
	Taro-03-3 ふるさと教育推進事業
	放課後子どもプラン基本方針【確定】
	H21社会教育委員名簿【確定】
	Taro-04 社会教育関係各種表彰一

	05-2市町村関係
	Taro-00中扉【確定】.pdf
	01市町村の社会教育行政・生涯学習振興行政の所管【確定】H22
	02県内公共図書館一覧【確定】
	03県内公民館一覧1×
	03県内公民館一覧2×
	03県内公民館一覧3×
	03県内公民館一覧4×
	03県内公民館一覧5×
	03県内公民館一覧6×
	03県内公民館一覧7×
	03県内公民館一覧8×
	03県内公民館一覧9×
	03県内公民館一覧10×




